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5. 地震 

5.1 概要 

施設の供用中に耐震重要施設に大きな影響を及ぼすおそれがある地震による地震動（以下

「基準地震動SS」という。）は、以下の方針により策定する。  

① 「3. 地盤」に記載されている敷地周辺における活断層の性質や、敷地周辺における地震発

生状況等を考慮して、その発生様式による地震の分類を行った上で、敷地に大きな影響を与

えると予想される地震（以下「検討用地震」という。）を選定した後、敷地での地震動評価

を実施し、「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」を評価する。 

② 敷地周辺の状況等を十分考慮した詳細な調査を実施しても、なお敷地近傍において発生する

可能性のある内陸地殻内地震の全てを事前に評価し得るとは言い切れないとの観点から、

「震源を特定せず策定する地震動」を評価する。  

③ 「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及び「震源を特定せず策定する地震動」の評

価結果に基づき、基準地震動 SSを策定する。 

 

5.2 敷地周辺の地震発生状況 

 敷地が位置する茨城県周辺は、陸のプレート、太平洋プレート及びフィリピン海プレートの

3つのプレートが接触する場所である。敷地周辺で発生する地震は、陸のプレートで発生する

内陸地殻内地震、各プレートの境界で発生するプレート間地震及び太平洋プレートやフィリピ

ン海プレートで発生する海洋プレート内地震に分類される。 

 

5.2.1 過去の被害地震 

 第5.2.1図は、宇佐美ほかの「日本被害地震総覧」（2013）(1)及び気象庁の「気象庁地

震カタログ」（2017）(2)に記載されている被害地震のうち、敷地からの震央距離が約

200km以内の被害地震の震央分布を示したものである。なお、第5.2.1図に示した被害地震

の諸元を第5.2.1表(1)から第5.2.1表(9)に示す。 

 ここで、地震の規模及び震央位置は、1922年以前の地震については宇佐美ほか（2013）

を、1923年以降の地震については気象庁（2017）を用いている。 

 

5.2.2 敷地周辺の地震活動 

 気象庁で観測された1923年から2015年までの敷地から約200km以内の範囲に発生したマ

グニチュード（以下「M」という。）4.0以上の地震の震央分布を深度別に第5.2.2図(1)か

ら第5.2.2図(4)に示す。また、敷地付近を横切る幅50kmの範囲に分布する震源の鉛直分布

を第5.2.3図(1)から第5.2.3図(4)に示す。 

 さらに、気象庁で観測された1998年から2015年までの敷地から約100km以内の範囲に発

生したM4.0以下の地震の震央分布を深度別に第5.2.4図(1)から第5.2.4図(4)に示す。ま
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た、敷地付近を横切る幅50kmの範囲に分布する震源の鉛直分布を第5.2.5図(1)から第

5.2.5図(4)に示す。 

 

5.3 活断層の分布状況 

 敷地周辺で実施した地質調査の結果は「3. 地盤」に記載されている。 

 「3. 地盤」の検討結果に基づき、敷地周辺の活断層等の分布を第5.3.1図に示す。 

 

5.4 地震の分類 

 第5.4.1表に示す気象庁（2009）(3)による震度階級関連解説表によれば、地震によって建物

等に被害が発生する目安となるのは震度5弱（1996年以前は震度V）程度以上であることから、

「5.2 敷地周辺の地震発生状況」による地震の規模、位置等に関する最新の知見をもとに、

敷地に大きな影響を与える地震として、震度5弱（震度V）程度以上のものを地震発生様式別に

選定する。 

 宇佐美ほか（2013）に記載されている震度分布図及び気象庁が公表している震度分布図によ

れば、第5.2.1図の地震のうち、敷地周辺で震度5弱（震度V）程度以上であったと推定される

地震は、1703年元禄地震、1895年霞ヶ浦付近の地震、1923年関東大地震、1930年那珂川下流域

の地震、1938年塩屋崎沖の地震、1938年鹿島灘の地震、1938年福島県東方沖地震、2011年東北

地方太平洋沖地震の本震及び同日15時15分に発生した2011年東北地方太平洋沖地震の余震であ

る。 

 また、第5.2.1図の地震のうち、敷地及びその周辺での震度等が明らかでない地震について

は、第5.4.1図に示すように、村松（1969）(4)及び勝又・徳永（1971）(5)による地震の規模及

び震央距離と震度との関係から敷地での震度を推定した。これによれば、敷地周辺で震度5弱

（震度V）程度以上であったと推定される地震は、818年関東諸国の地震、1677年磐城・常陸・

安房・上総・下総の地震、1896年鹿島灘の地震及び1921年茨城県龍ヶ崎付近の地震である。 

 

5.4.1 内陸地殻内地震 

 第5.2.1図に示す過去の被害地震のうち、敷地周辺で震度5弱（震度V）程度以上であっ

たと推定される内陸地殻内地震は、818年関東諸国の地震である。 

 次に、「5.3 活断層の分布状況」の活断層等について、想定される地震の規模及び震

央距離と震度との関係から敷地での震度を推定した結果を第5.4.2図に示す。ここで、活

断層等から想定される地震の規模は、松田（1975）(6)により算定する。第5.4.2図に示す

ように、関谷断層による地震、深谷断層帯・綾瀬川断層による地震、関口-米平リニアメ

ントによる地震、竪破山南西付近リニアメント（以下「竪破山リニアメント」という。）

による地震、日立市宮田町付近リニアメント（以下「宮田町リニアメント」という。）に

よる地震、吾国山断層による地震、F8断層による地震、F11断層による地震、F16断層によ

る地震、A-1背斜による地震、棚倉破砕帯西縁断層（の一部）と棚倉破砕帯東縁付近の推

定活断層の同時活動（以下「棚倉破砕帯西縁断層～同東縁付近の推定活断層」という。）

による地震、F1断層、北方陸域の断層及び塩ノ平地震断層の同時活動（以下「F1断層～北

方陸域の断層～塩ノ平地震断層」という。）による地震及びF3断層とF4断層の同時活動
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（以下「F3断層～F4断層」という。）による地震が、敷地周辺で震度5弱（震度V）程度以

上になると推定される。 

 なお、断層長さの短い、関口-米平リニアメントによる地震、竪破山リニアメントによ

る地震、宮田町リニアメントによる地震、吾国山断層による地震及びF11断層による地震

の地震動評価においては、それぞれの地震の規模をM6.8として評価する。 

 

5.4.2 プレート間地震 

 第5.2.1図に示す過去の被害地震のうち、敷地周辺で震度5弱（震度V）程度以上であっ

たと推定されるプレート間地震は、1677年磐城・常陸・安房・上総・下総の地震、1703年

元禄地震、1896年鹿島灘の地震、1923年関東大地震、1930年那珂川下流域の地震、1938年

塩屋崎沖の地震、1938年鹿島灘の地震、1938年福島県東方沖地震、2011年東北地方太平洋

沖地震の本震及び2011年東北地方太平洋沖地震の余震である。これらのうち、1703年元禄

地震及び1923年関東大地震はフィリピン海プレートと陸のプレートの境界で発生したプレ

ート間地震（以下「フィリピン海プレート間地震」という。）であり、それ以外の地震は

太平洋プレートと陸のプレートの境界で発生したプレート間地震（以下「太平洋プレート

間地震」という。）である。 

 また、想定される地震について文献調査(7)～(11)を実施した。そのうち、中央防災会議

（2013）では、フィリピン海プレート間地震として茨城県南部を震源とするM7.3の地震が

想定されている。地震調査研究推進本部地震調査委員会（以下「地震調査研究推進本部」

という。）（2012a）では、太平洋プレート間地震として茨城県沖を震源とするM6.9～

M7.6の地震が想定されている。 

 

5.4.3 海洋プレート内地震 

 第5.2.1図に示す過去の被害地震のうち、敷地周辺で震度5弱（震度V）程度以上であっ

たと推定される海洋プレート内地震は、1895年霞ヶ浦付近の地震及び1921年茨城県龍ヶ崎

付近の地震である。首都直下地震防災・減災特別プロジェクト（2012）(12)では、1895年

霞ヶ浦付近の地震は太平洋プレート内で発生した地震であること、1921年茨城県龍ヶ崎付

近の地震はフィリピン海プレート内で発生した地震であることが指摘されている。 

 また、中央防災会議（2004）(13)では、茨城県南部のフィリピン海プレート内を震源と

するM7.3の地震が想定されている。さらに、中央防災会議（2013）に基づけば、茨城県南

部においてM7.3の地震を想定できる。また、地震調査研究推進本部（2009a）(14)では、

「震源断層を予め特定しにくい地震」として、北関東から東北地方の陸域にかけての太平

洋プレート内を震源とするM7.1の地震（以下「震源断層を予め特定しにくい地震（陸

域）」という。）及び茨城県沖の太平洋プレート内を震源とするM7.3の地震（以下「震源

断層を予め特定しにくい地震（海域）」という。）が想定されている。地震調査研究推進

本部（2019）では、沈み込んだプレート内地震として青森県東方沖及び岩手県沖北部～茨

城県沖でM7.0～M7.5程度の海洋プレート内地震が想定されているが、茨城県沖では過去に

M7.0を超える沈み込んだプレート内地震は発生していない。さらに、地震調査研究推進本

部（2009a）では、茨城県沖の海溝寄りの太平洋プレート内を震源とするM8.2の地震（以
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下「海溝寄りのプレート内地震」という。）が想定されている。 

 

5.4.4 その他の地震 

 敷地周辺において、上記3種類の地震のいずれにも分類されない特徴的な地震は発生し

ていない。 

 

5.5 敷地及び敷地近傍の地盤振動特性 

5.5.1 解放基盤表面の設定 

 「3. 地盤」によると、新第三系鮮新統～第四系下部更新統の久米層及び新第三系中新

統の多賀層群は敷地及び敷地近傍でほぼ水平で相当な拡がりを持って分布しており、敷地

内において久米層はT.P.約-50m以深からT.P.約-130mまで、多賀層群はT.P.約-130m以深か

らボーリング調査下端のT.P.約-220mまで分布している。また、PS検層によるとT.P.-

135.4m以深でS波速度が概ね0.7km/s以上となり、著しい風化も見られない。以上を踏ま

え、T.P.-135.4mの位置に解放基盤表面を設定する。なお、地震動評価のうち応答スペク

トルに基づく手法における解放基盤表面での地盤の弾性波速度値を、P波速度については

2.17km/s、S波速度については1.01km/sと設定する。 

 

5.5.2 地震観測 

 敷地地盤における地震観測は、第5.5.1図に示す敷地西側地点と東側地点で実施してい

る。両地点で観測された解放基盤表面付近の地震観測記録を用いて算出した応答スペクト

ル比を第5.5.2図に、敷地西側地点で観測された主な地震の諸元を第5.5.1表に、震央分布

を第5.5.3図に示す。 

第5.5.2図より、両地点の解放基盤表面の地震動特性は同様であることを確認した。地

震動評価は観測期間が長く記録が充実している敷地西側地点で行う。 

第5.5.1表に示す地震について、地中最深部（T.P.-213m（G.L.-250m））で得られた観

測記録の応答スペクトルを第5.5.4図に、各深度で得られた観測記録の応答スペクトルを

第5.5.5図(1)から第5.5.5図(3)に示す。これらの図によると、岩盤内での著しい増幅は認

められない。 

 

5.5.3 敷地周辺の地盤構造 

 第5.5.6図に示す地質調査総合センター編（2013）(15)による重力異常分布によると、敷

地の北側には重力の高まりが見られるが、敷地においてはほぼ平坦な構造となっている。

これらの不整形地盤等が、敷地の地震動に与える影響について、単点微動観測記録及び地

震観測記録の分析並びに地盤モデルを用いた解析により検討した。 

 単点微動観測記録の分析では、第5.5.7図に示す位置で実施した微振動観測で得られた

記録からH/Vスペクトルを評価した結果、いずれの観測点においてもおおむね同様の傾向

を示すことから、敷地地盤には特異な速度構造等がないことを確認した。 

 地震観測記録の分析では、第5.5.8図(1)及び第5.5.8図(2)に震央位置を示す地震波の到

来方向ごとの応答スペクトル比を比較した結果、第5.5.9図(1)及び第5.5.9図(2)に示すよ
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うに到来方向によって大きな違いは見られず、ばらつきも小さいことを確認した。 

 また、敷地及び敷地周辺で実施した屈折法地震探査及び微動アレイ探査結果等に基づき

作成した第5.5.10図に示す二次元地盤モデルと、敷地直下の地盤構造に基づく成層地盤モ

デルを用いて、敷地の解放基盤表面における地震動について検討した結果、第5.5.11図

(1)及び第5.5.11図(2)に示すように両地盤モデルの地震波はおおむね対応するものの、一

部、入射角が大きい長周期成分の地震波において乖離が見られる。この乖離は不整形地盤

に起因すると考えられるが、前述した地震波の到来方向ごとの応答スペクトル比において

は到来方向の違いによって長周期成分が特異に増幅する様子は見られず、また、長い固有

周期を有する耐震重要施設はないことから、敷地における地震動評価において大きな問題

はないと判断した。 

 これらの結果より、敷地地盤は水平な成層構造と見なすことができることを確認した。 

 

5.5.4 地盤構造モデル 

 地震動評価に用いる地盤構造モデルについては、解放基盤表面付近以浅をモデル化した

浅部の地盤構造モデルと、解放基盤表面付近以深をモデル化した深部の地盤構造モデルを

設定する。 

 浅部の地盤構造モデルは、地震観測記録から表層地盤の影響を取り除くはぎとり解析に

用いることとし、敷地内で実施したＰＳ検層等の地質構造調査結果を踏まえ、敷地に設置

した地中地震計から得られた地震観測記録を用いて最適化したものを採用する。 

 一方、深部の地盤構造モデルは、敷地ごとに震源を特定して策定する地震動の評価及び

震源を特定せず策定する地震動の評価に用いることとし、敷地及び敷地周辺で実施した微

動アレイ探査や地震波速度トモグラフィ解析等の地質構造調査結果を踏まえて最適化して

得られたものを採用する。 

 浅部の地盤構造モデルを第5.5.2表に、深部の地盤構造モデルを第5.5.3表に示す。 

 

5.6 基準地震動 SS 

 基準地震動 SS は、「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及び「震源を特定せず策

定する地震動」について、敷地の解放基盤表面における水平成分及び鉛直成分の地震動として

それぞれ策定する。 

 

5.6.1 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 

5.6.1.1 検討用地震の選定 

 「5.4 地震の分類」を踏まえ、地震発生様式ごとに敷地に特に大きな影響を及ぼ

すと考えられる地震をNoda et al.（2002）(16)の方法により検討用地震として選定す

る。Noda et al.（2002）の方法による応答スペクトルの算定に当たっては、震源位

置や地震の発生様式ごとに分類した地震観測記録を用いた補正係数を必要に応じて用

いる。 

(1) 地震観測記録を用いた補正係数 

 敷地で観測した地震のうち、M5.5以上、震源深さ60km以浅かつ等価震源距離200km
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以内の観測記録について、表層地盤の影響を取り除いた解放基盤表面における地震波

（以下「解放基盤波」という。）を評価し、 Noda et al.（2002）の方法による応答

スペクトルとの比（以下「残差」という。）を算出する。そして、地震発生様式や震

源領域に応じた残差の平均的な特性を検討し、必要に応じて補正係数として用いる。 

 内陸地殻内地震のうち、福島県と茨城県の県境付近で発生した内陸地殻内地震の残

差には全周期帯で大きくなる傾向が見られるため、この領域で発生する地震につい

て、全周期帯で2.5倍の補正係数を考慮する。 

 プレート間地震のうち、敷地から40km程度東方沖合の鹿島灘付近で発生した太平洋

プレート間地震の残差には全周期帯で大きくなる傾向が見られるため、この領域で発

生する地震について、短周期帯で2.5倍及び長周期帯で1.5倍の補正係数を考慮する。

また、鹿島灘付近で発生した地震を除く太平洋プレート間地震の残差には全周期帯で

大きくなる傾向が見られるため、この領域で発生する地震について、全周期帯で1.2

倍の補正係数を考慮する。 

 海洋プレート内地震のうち、陸域寄りで発生した海洋プレート内地震の残差には全

周期帯で大きくなる傾向が見られるため、この領域で発生する地震について、短周期

帯で2.5倍及び長周期帯で1.5倍の補正係数を考慮する。 

 設定した補正係数を第5.6.1図(1)から第5.6.1図(4)に示す。 

(2) 内陸地殻内地震 

a. 地震発生層の設定 

a) 福島県と茨城県の県境付近以外の断層に対する地震発生層の設定 

「気象庁地震カタログ」をもとに「震源として考慮する活断層の分布」とおお

むね対応する福島県南部から茨城県南部までの領域における地震発生状況につい

て、地震の震源鉛直分布から求められるD10及びD90（その値より震源深さが浅い

地震数がそれぞれ全体の10％、90％となる震源深さ）を検討した結果、それぞれ

5.2km、12.3kmとなった。 

しかしながら、上記の検討は、2011年東北地方太平洋沖地震以降、福島県と茨

城県の県境付近で地震活動が活発化した影響を受けていると考えられる。その影

響を受けていない原子力安全基盤機構（2004）(17)によるD10及びD90は、敷地周辺

の「福島・茨城」ではそれぞれ6.1km、18.1kmとしている。 

また、地震発生層と速度構造の関係については、廣瀬・伊藤（2006）(18)による

と、浅い地殻内で発生する微小地震はP波速度5.8km/s～6.4km/sの層に集中してい

るとされており、三浦ほか（2000）(19)による日本海溝・福島沖前弧域における海

底地震計及びエアガンを用いた深部構造探査結果からすると、福島県の海岸線に

おいてP波速度5.5km/s、6.0km/s及び6.5km/sとなる深さは、それぞれ約6km、約

9km及び約15kmとなっている。 

以上を踏まえ、福島県と茨城県の県境付近以外の断層の地震発生層について

は、福島県南部から茨城県南部における地震発生状況や原子力安全基盤機構

（2004）等を参考に、上端深さを5km、下端深さを18kmに設定する。 

b) 福島県と茨城県の県境付近の断層に対する地震発生層の設定 
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2011年東北地方太平洋沖地震後に地震活動が活発になった地域に着目し、地震

発生層を設定する。 

青柳・上田（2012）(20)では、阿武隈南部を対象に2011年東北地方太平洋沖地震

後の臨時稠密余震観測により震源再決定が行われている。それらのデータを用い

たD10及びD90がそれぞれ深さ3.0km、7.9kmであることから、上端深さは3kmに設定

する。また、2011年福島県浜通りの地震の震源インバージョン解析モデル(21)～(23)

や震源域周辺の微小地震分布(24)から、下端深さは13km～16km程度と推定される

が、保守的に18kmと設定する。 

b. 検討用地震の選定 

 「5.4.1 内陸地殻内地震」で選定した地震について、Noda et al.（2002）の方

法により応答スペクトルを求める。なお、活断層等については、「5.6.1.1 検討用

地震の選定 (2)a. 地震発生層の設定」で設定した地震発生層の上端深さと下端深さ

より一様断層モデルを設定し、等価震源距離（Xeq）を算出する。 

 ここで、福島県と茨城県の県境付近に位置する関口-米平リニアメントによる地

震、竪破山リニアメントによる地震、宮田町リニアメントによる地震、F11断層によ

る地震、棚倉破砕帯西縁断層～同東縁付近の推定活断層による地震及びF1断層～北

方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震については、「5.6.1.1 検討用地震の選

定 (1) 地震観測記録を用いた補正係数」に基づき、福島県と茨城県の県境付近で発

生した内陸地殻内地震による補正係数を考慮する。その他の断層による地震につい

ては、補正係数の設定に必要な断層近傍の地震が敷地で観測されていないことか

ら、補正係数を考慮しない。 

応答スペクトルの算定に用いた諸元を第5.6.1表に、算定結果の比較を第5.6.2図

に示す。 

 第5.6.2図より、敷地への影響が大きいF1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層

による地震及びF3断層～F4断層による地震を検討用地震として選定する。 

(3) プレート間地震 

 「5.4.2 プレート間地震」で選定した地震のうち、2011年東北地方太平洋沖地震

の本震及び2011年東北地方太平洋沖地震の余震（2011年3月11日15時15分 M7.6）につ

いては、敷地での地震観測記録より求めた解放基盤波より応答スペクトルを求め、そ

の他の地震についてはNoda et al.（2002）の方法により応答スペクトルを求める。 

ここで、鹿島灘を震源とする1896年鹿島灘の地震、1938年鹿島灘の地震及び地震調

査研究推進本部（2012a）による茨城県沖の地震については、「5.6.1.1 検討用地震

の選定 (1) 地震観測記録を用いた補正係数」に基づき、鹿島灘付近で発生した太平

洋プレート間地震による補正係数を考慮する。一方、1677年磐城・常陸・安房・上

総・下総の地震、1930年那珂川下流域の地震、1938年塩屋崎沖の地震及び1938年福島

県東方沖地震については、鹿島灘付近で発生した地震を除く太平洋プレート間地震に

よる補正係数を考慮する。その他の断層による地震については、補正係数の設定に必

要な断層近傍の地震が敷地で観測されていないことから、補正係数を考慮しない。 

応答スペクトルの算定に用いた諸元を第5.6.2表に、算定結果の比較を第5.6.3図に
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示す。 

 第5.6.3図より、敷地への影響が大きい2011年東北地方太平洋沖地震の本震を検討

用地震として選定する。なお、以降の地震動の評価に当たっては、2011年東北地方太

平洋沖型地震として扱う。 

(4) 海洋プレート内地震 

 「5.4.3 海洋プレート内地震」で選定した地震について、Noda et al.（2002）の

方法により応答スペクトルを求める。 

ここで、地震調査研究推進本部（2009a）による海溝寄りのプレート内地震以外の

地震については、「5.6.1.1 検討用地震の選定 (1) 地震観測記録を用いた補正係

数」に基づき、陸域寄りで発生した海洋プレート内地震による補正係数を考慮する。

一方、地震調査研究推進本部（2009a）による海溝寄りのプレート内地震について

は、補正係数の設定に必要な断層近傍の地震が敷地で観測されていないことから、補

正係数を考慮しない。 

 応答スペクトルの算定に用いた諸元を第5.6.3表に、算定結果の比較を第5.6.4図に

示す。 

 第5.6.4図より、敷地への影響が大きい地震は中央防災会議（2004）の茨城県南部

の地震及び中央防災会議（2013）に基づく茨城県南部の地震である。これを踏まえ、

茨城県南部の地震を検討用地震として選定し、中央防災会議（2004）、（2013）の知

見を踏まえて地震動評価を行う。 

 

5.6.1.2 検討用地震の地震動評価 

(1) 内陸地殻内地震 

a. F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震 

a) 基本震源モデルの設定 

F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の基本震源モデルは、原

則として地震調査研究推進本部（2020）(25)による震源断層を特定した地震の強震

動予測手法（「レシピ」）（以下「強震動予測レシピ」という。）及び地質調査

結果に基づき設定する。 

F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の断層面については、地

質調査結果を参考に北部と南部に区分する。北部については北方陸域の断層及び

塩ノ平地震断層の区間とし、南部についてはF1断層にリニアメントが判読されな

い区間を含めることで、敷地に近い南部区間の断層面積を保守的に大きく設定す

る。 

地震のタイプについては、2011年福島県浜通りの地震が正断層であること、F1

断層における音波探査結果から正断層センスのずれが認められること、さらに青

柳・上田（2012）において福島県から茨城県にかけての領域は正断層応力場とさ

れていることを踏まえ、正断層とする。 

断層上端及び下端深さについては、「5.6.1.1 検討用地震の選定 (2)a. 地震発

生層の設定」に示す福島県と茨城県の県境付近の断層に対する地震発生層に基づ
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き、断層全長にわたり断層上端深さについては3km、断層下端深さについては18km

とする。 

断層傾斜角については、F1断層の海上音波探査結果では西傾斜の高角な断層で

あることや、2011年福島県浜通りの地震の震源インバージョン解析モデルで設定

されている断層傾斜角を参考に、全長にわたり西傾斜60度とする。 

アスペリティ位置については、北部区間と南部区間に一つずつ設定し、それぞ

れの区間において敷地に近い位置の断層上端に配置する。具体的には、断層長さ

方向の配置については、Manighetti et al.（2005）(26)の知見等を踏まえるとア

スペリティのような大きなすべりが生じる領域とすべりが生じない領域が隣接す

ることは考えにくいことから、断層端部との間に断層モデル上最小の幅を有する

背景領域を設定する。また、断層幅方向の配置については、すべりに追随する表

層領域（地表から断層上端まで）は強震動を生成しにくいと考えられることか

ら、その境界位置となる断層上端にアスペリティを配置する。 

破壊開始点については、アスペリティ下端及び断層下端のうち、敷地への影響

の大きい位置に複数設定する。 

断層パラメータの設定フローを第5.6.5図に、設定した基本震源モデルの断層パ

ラメータを第5.6.4表に、断層モデルを第5.6.6図に示す。 

b) 不確かさを考慮するパラメータの選定 

地震動評価における不確かさとして、短周期レベル、断層傾斜角及びアスペリ

ティ位置について考慮する。 

短周期レベルについては、佐藤・堤（2012）(27)により正断層の地震である2011

年福島県浜通りの地震の短周期レベルが、壇ほか（2001）(28)の関係式とほぼ同等

であることを確認した上で、2007年新潟県中越沖地震の知見を踏まえ、強震動予

測レシピによる値の1.5倍を考慮する。 

断層傾斜角については、震源モデルの北部において2011年福島県浜通りの地震

の震源再決定による余震分布形状が明瞭なトレンドを示していないため、不確か

さとして震源モデル全長にわたり45度を考慮する。 

アスペリティ位置については、震源モデルの北部及び南部のアスペリティを敷

地により近くなるように断層端部に設定するケースを考慮する。 

破壊開始点については、基本震源モデルと同様の位置に設定する。 

地震動評価において考慮する各検討ケースを第5.6.5表に、設定した各検討ケー

スの断層パラメータを第5.6.6表(1)から第5.6.6表(3)に、断層モデルを第5.6.7図

(1)から第5.6.7図(3)に示す。 

c) 応答スペクトルに基づく手法による地震動評価 

応答スペクトルに基づく手法による地震動評価は、Noda et al.（2002）に基づ

き行うものとし、「5.6.1.1 検討用地震の選定 (1) 地震観測記録を用いた補正係

数」に基づき、福島県と茨城県の県境付近で発生した内陸地殻内地震による補正

係数を考慮し、Noda et al.（2002）による内陸地殻内地震に対する補正について

は考慮しない。 
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第5.6.5表に示す検討ケースを対象として、上記の手法に基づき算定した応答ス

ペクトルを第5.6.8図(1)及び第5.6.8図(2)に示す。 

d) 断層モデルを用いた手法による地震動評価 

断層モデルを用いた手法による地震動評価は、経験的グリーン関数法により行

う。 

要素地震の諸元を第5.6.7表に、震央位置を第5.6.9図に示す。この要素地震

は、想定する地震の震源域で発生した同じ発生様式の地震であり、震源特性、伝

播経路特性及び敷地地盤の振動特性を反映したものと考えられる。 

第5.6.5表に示す各検討ケースを対象として、上記の手法に基づき算定した応答

スペクトルを第5.6.10図(1)から第5.6.10図(12)に示す。 

b. F3断層～F4断層による地震 

a) 基本震源モデルの設定 

F3断層～F4断層による地震の基本震源モデルは、原則として強震動予測レシピ

及び地質調査結果に基づき設定する。 

F3断層～F4断層による地震の断層面については、敷地により近いF3断層の地表

面トレース形状を踏まえて設定する。この際、入倉・三宅（2001）(29)による内陸

地殻内地震のスケーリング則の適用範囲を参考に、地震モーメントM0が

7.5×1018N・mとなるように保守的に地震の規模を嵩上げし、この地震の規模に相

当する断層面積となるように設定する。 

地震のタイプについては、地質調査結果による海上音波探査からは正断層セン

スのずれが認められる一方、敷地周辺は従前、圧縮応力場であり、また、第5.2.4

図(1)に示す2011年東北地方太平洋沖地震の本震前後における地震発生状況につい

て、断層近傍では変化がないことを踏まえ、逆断層とする。 

断層上端及び下端深さについては、「5.6.1.1 検討用地震の選定 (2)a. 地震発

生層の設定」に示す福島県と茨城県の県境付近以外の断層に対する地震発生層に

基づき、断層全長にわたり断層上端深さについては5km、断層下端深さについては

18kmとする。 

断層傾斜角については、F3断層及びF4断層の海上音波探査結果では西傾斜の高

角な断層であることを踏まえ、全長にわたり西傾斜60度とする。 

アスペリティ位置については、地質調査結果よりF4断層部に比べてF3断層部の

方が評価区間が長く、その変位量が大きいことが確認されるため、F3断層部に設

定することとし、その中で敷地に近い位置に設定する。 

破壊開始点については、アスペリティ下端及び断層下端のうち、敷地への影響

の大きい位置に複数設定する。 

断層パラメータの設定フローを第5.6.11図に、設定した基本震源モデルの断層

パラメータを第5.6.8表に、断層モデルを第5.6.12図に示す。 

b) 不確かさを考慮するパラメータの選定 

地震動評価における不確かさとして、短周期レベル、断層傾斜角及びアスペリ

ティ位置について考慮する。 
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短周期レベルについて、2007年新潟県中越沖地震の知見を踏まえ、強震動予測

レシピによる値の1.5倍を考慮する。 

断層傾斜角については、海上音波探査結果はその範囲が浅部にとどまること

や、強震動予測レシピにおける断層傾斜角の設定の流れを踏まえ、不確かさとし

て震源モデル全長にわたり45度を考慮する。 

アスペリティ位置については、震源として考慮する活断層としてF4断層部が認

められるため、F4断層部にアスペリティが配置されるように移動させることを不

確かさとして考慮する。 

破壊開始点については、敷地に対して震源が近く、破壊開始点の違いによる敷

地の地震動への影響が大きいことから、各検討ケースに応じて敷地への影響の大

きい位置に複数設定する。 

地震動評価において考慮する各検討ケースを第5.6.9表に、設定した各検討ケー

スの断層パラメータを第5.6.10表(1)から第5.6.10表(3)に、断層モデルを第

5.6.13図(1)から第5.6.13図(3)に示す。 

c) 応答スペクトルに基づく手法による地震動評価 

応答スペクトルに基づく手法による地震動評価は、Noda et al.（2002）に基づ

き行う。なお、補正係数の設定に必要な断層近傍の地震が敷地で観測されていな

いことから補正係数を1倍と設定し、Noda et al.（2002）による内陸地殻内地震

に対する補正については考慮しない。また、敷地に対して震源が近いことから、

日本電気協会（2016）(30)を参考に震源近傍における破壊伝播効果（NFRD効果）を

考慮する。加えて、Noda et al.（2002）の適用範囲を踏まえ、第5.6.11表に示す

Noda et al.（2002）以外の距離減衰式も用いて評価する。 

第5.6.9表に示す検討ケースを対象として、上記の手法に基づき算定した応答ス

ペクトルを第5.6.14図(1)及び第5.6.14図(2)に示す。 

d) 断層モデルを用いた手法による地震動評価 

断層モデルを用いた手法による地震動評価は、統計的グリーン関数法により行

う。 

統計的グリーン関数法による地震動評価に当たっては、第5.5.3表に示す敷地の

深部地盤構造モデルを用いる。 

第5.6.9表に示す各検討ケースを対象として、上記の手法に基づき算定した応答

スペクトルを第5.6.15図(1)から第5.6.15図(12)に示す。 

(2) プレート間地震 

a. 2011年東北地方太平洋沖型地震 

a) 基本震源モデルの設定 

2011年東北地方太平洋沖地震の本震については、諸井ほか（2013）(31)により強

震動予測レシピの適用性が確認されている。よって、2011年東北地方太平洋沖型

地震の基本震源モデルは、強震動予測レシピに基づき設定する。 

震源位置については、長谷川ほか（2013）(32)に基づけば、陸のプレートと太平

洋プレートの境界で発生する地震の破壊が、Uchida et al.（2010）(33)のフィリ
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ピン海プレートの北東端以南へ伝播する可能性は低いと考えられることから、三

陸沖中部から茨城県沖にかけての長さ500kmの断層を設定する。 

強震動生成域（以下「SMGA」という。）位置については、入倉（2012）(34)によ

ると過去のM8以下の地震の震源域に対応し、地震調査研究推進本部の領域区分に

関連付けられるとされていることを踏まえ、地震調査研究推進本部の領域区分に

対応するよう5個のSMGAを設定する。なお、茨城県沖のSMGA位置については、1896

年鹿島灘の地震等、過去に規模が大きい地震が発生している領域であり、2011年

東北地方太平洋沖地震の本震の敷地での観測記録を再現できる位置に設定する。 

短周期レベルについては、茨城県沖では他の地域で発生した地震に比べて小さ

い傾向が見られるものの、諸井ほか（2013）で検討されている宮城県沖、福島県

沖及び茨城県沖で発生した地震の平均的な短周期レベルとする。 

破壊開始点については、破壊が敷地に向かう位置となる2011年東北地方太平洋

沖地震の本震の破壊開始点とする。なお、破壊開始点の設定に当たり、茨城県沖

のSMGA位置等に複数設定して、当該破壊開始点の影響が大きいことを確認した。 

断層パラメータの設定フローを第5.6.16図に、設定した基本震源モデルの断層

パラメータを第5.6.12表に、断層モデルを第5.6.17図に示す。 

b) 不確かさを考慮するパラメータの選定 

地震動評価における不確かさとして、SMGA位置及び短周期レベルについて考慮

する。 

茨城県沖のSMGA位置については、入倉（2012）では過去のM8以下の地震の震源

域に対応するとされており、位置はある程度特定できると考えられるものの、茨

城県沖では宮城県沖等に比べ近年における規模が大きい地震の発生が少なく、

SMGA位置を確定的に設定することが難しいことから、SMGA位置を敷地に最も近づ

けたケースを不確かさとして考慮する。 

短周期レベルの不確かさについては、基本震源モデルにおいて茨城県沖で発生

する地震に対しては保守的な設定になっているものの、宮城県沖で発生する短周

期レベルが大きい地震と同程度になるように考慮することとし、佐藤（2010）(35)

や片岡ほか（2006）(36)等におけるプレート間地震の短周期レベルと地震モーメン

トの関係を参考に、不確かさとして基本震源モデルで設定した値の1.5倍を考慮す

る。 

さらに、SMGA位置については、前述のとおり確定的に設定することが難しいこ

とから、短周期レベルの不確かさとの重畳を考慮する。 

地震動評価において考慮する各検討ケースを第5.6.13表に、設定した各検討ケ

ースの断層パラメータを第5.6.14表(1)から第5.6.14表(3)に、断層モデルを第

5.6.18図(1)から第5.6.18図(3)に示す。 

c) 応答スペクトルに基づく手法による地震動評価 

2011年東北地方太平洋沖地震の本震では、複数のSMGAが時間的、空間的に離れ

て連動したが、敷地での揺れは、特に短周期域においては敷地近傍のSMGAの影響

が支配的であった。このような複雑な震源過程から生成される強震動を、短周期
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から長周期にわたり精度良く評価できる距離減衰式はないと考えられるため、応

答スペクトルに基づく手法による地震動として、「5.6.1.1 検討用地震の選定

(3)プレート間地震」に示す解放基盤波をもとに、それを包絡した応答スペクトル

を用いる。 

上記の手法に基づき算定した応答スペクトルを第5.6.19図(1)及び第5.6.19図

(2)に示す。 

d) 断層モデルを用いた手法による地震動評価 

断層モデルを用いた手法による地震動評価は、経験的グリーン関数法により行

う。 

要素地震の諸元を第5.6.15表に、震央位置を第5.6.20図に示す。この要素地震

は、想定する地震の震源域で発生した同じ発生様式の地震であり、震源特性、伝

播経路特性及び敷地地盤の振動特性を反映したものであると考えられる。 

第5.6.13表に示す各検討ケースを対象として、上記の手法に基づき算定した応

答スペクトルを第5.6.21図(1)から第5.6.21図(12)に示す。また、基本震源モデル

による地震動評価結果と、2011年東北地方太平洋沖地震の本震の解放基盤波との

比較を第5.6.22図(1)から第5.6.22図(3)に示す。 

(3) 海洋プレート内地震 

a. 茨城県南部の地震 

a) 基本震源モデルの設定 

茨城県南部の地震の基本震源モデルは、中央防災会議（2004）以降、フィリピ

ン海プレートの形状の見直しや、過去の地震を再現する断層モデルのパラメータ

の推定等の知見が取り入れられている中央防災会議（2013）を最新の知見として

重視し、また、茨城県南部から房総沖にかけてのフィリピン海プレートの地震発

生メカニズムについて検討されている長谷川ほか（2013）等も参考として設定す

る。 

地震規模については、中央防災会議（2013）では1855年安政江戸地震を海洋プ

レート内地震として想定した場合の過去の震度を再現できる震源モデルの地震規

模Mw7.2（応力降下量52MPa）に保守性を考慮したMw7.3（応力降下量62MPa）が提

案されている。基本震源モデルの地震規模としては、上記に基づきMw7.3と設定す

る。 

断層面の位置については、中央防災会議（2013）による「フィリピン海プレー

ト内地震を想定する領域」のうち、敷地に近い位置に配置する。 

断層傾斜角やずれについては、長谷川ほか（2013）による知見を踏まえ、傾斜

角90度の右横ずれ断層として設定する。 

アスペリティ位置については、海洋性マントル内ではどこでも想定される可能

性があるため、敷地に近くなるように海洋性マントルの最上部に設定する。 

破壊開始点については、アスペリティ下端に複数設定する。 

断層パラメータの設定フローを第5.6.23図に、設定した基本震源モデルの断層

パラメータを第5.6.16表に、断層モデルを第5.6.24図に示す。 
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b) 不確かさを考慮するパラメータの選定 

地震動評価における不確かさとして、断層傾斜角、アスペリティ位置、応力降

下量及び地震規模について考慮する。 

断層傾斜角については、断層面から放出される地震波が密に重なるよう、断層

傾斜角を敷地に向けたケースを考慮する。この際、基本震源モデルと同様に右横

ずれを設定することに加え、縦ずれを想定した場合についても考慮する。 

アスペリティ位置については、海洋性地殻内に想定される可能性は低いもの

の、敷地に近くなるように海洋性地殻内の上端に配置したケースを考慮する。 

アスペリティの応力降下量については、笹谷ほか（2006）(37)のスケーリング則

に基づきパラメータ設定したケースを考慮する。 

地震規模については、南海トラフで発生したフィリピン海プレート内地震であ

る2004年紀伊半島南東沖地震の規模を参考にMw7.4を考慮する。 

地震動評価において考慮する検討ケースを第5.6.17表に、設定した各検討ケー

スの断層パラメータを第5.6.18表(1)から第5.6.18表(4)に、断層モデルを第

5.6.25図(1)から第5.6.25図(4)に示す。 

c) 応答スペクトルに基づく手法による地震動評価 

応答スペクトルに基づく手法による地震動評価は、Noda et al.（2002）に基づ

き行うものとし、「5.6.1.1 検討用地震の選定 (1) 地震観測記録を用いた補正

係数」に基づき、陸域寄りで発生した海洋プレート内地震による補正係数を考慮

する。 

第5.6.17表に示す各検討ケースを対象として、上記の手法に基づき算定した応

答スペクトルを第5.6.26図(1)及び第5.6.26図(2)に示す。 

d) 断層モデルを用いた手法による地震動評価 

断層モデルを用いた手法による地震動評価は、統計的グリーン関数法により行

う。 

統計的グリーン関数法による地震動評価に当たっては、第5.5.3表に示す敷地の

深部地盤構造モデルを用いる。 

第5.6.17表に示す各検討ケースを対象として、上記の手法に基づき算定した応

答スペクトルを第5.6.27図(1)から第5.6.27図(15)に示す。 

 

5.6.2 震源を特定せず策定する地震動 

 敷地周辺の状況等を十分考慮した詳細な調査を実施しても、なお敷地近傍において発生

する可能性のある内陸地殻内地震の全てを事前に評価し得るとは言い切れないとの観点か

ら、震源を特定せず策定する地震動を考慮する。 

 

5.6.2.1 評価方針 

 震源を特定せず策定する地震動の策定に当たっては、震源と活断層とを関連付ける

ことが困難な過去の内陸地殻内地震で得られた震源近傍における観測記録を収集し、

それらを基に敷地の地盤物性を加味した応答スペクトルを設定する。震源を特定せず
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策定する地震動として、「全国共通に考慮すべき地震動」及び「地域性を考慮する地

震動」の2種類を検討する。 

 

5.6.2.2 検討対象地震の選定と震源近傍の観測記録の収集 

「全国共通に考慮すべき地震動」の検討対象地震の選定においては、地震規模のス

ケーリング（スケーリング則が不連続となる地震規模）の観点から、「地表地震断層

が出現しない可能性がある地震」を適切に選定する。また、「地域性を考慮する地震

動」の検討対象地震の選定においては、「事前に活断層の存在が指摘されていなかっ

た地域において発生し、地表付近に一部の痕跡が確認された地震」についても検討

し、必要に応じて選定する。 

(1) 全国共通に考慮すべき地震動 

震源近傍における観測記録を基に得られた「2004 年北海道留萌支庁南部の地震

において、防災科学技術研究所が運用する全国強震観測網の港町観測点における観

測記録」及び「試験研究の用に供する原子炉等の位置、構造及び設備の基準に関す

る規則の解釈における標準応答スペクトル」を対象とする。標準応答スペクトルを

第 5.6.28図、そのコントロールポイントを第 5.6.19表に示す。 

2004 年北海道留萌支庁南部地震の記録については、佐藤ほか（2013）(38)により

K-NET 港町観測点において詳細な地盤調査及び基盤地震動の推定が行われ、信頼性

の高い基盤地震動が得られていることから、これらを参考に K-NET 港町観測点の地

盤構造モデルの不確かさを考慮した基盤地震動を評価する。 

(2) 地域性を考慮する地震動 

地域性を考慮する地震動は、「事前に活断層の存在が指摘されていなかった地域

において発生し、地表付近に一部の痕跡が確認された地震」として、震源断層がほ

ぼ地震発生層の厚さ全体に広がっているものの、地表地震断層としてその全容を表

すまでに至っていない地震（震源の規模が推定できない地震（Mw6.5 以上））であ

り、孤立した長さの短い活断層による地震に起因する地震動に相当する。Mw6.5 以

上の地震である 2008 年岩手・宮城内陸地震及び 2000 年鳥取県西部地震は、事前に

活断層の存在が指摘されていなかった地域において発生し、地表付近に一部痕跡が

確認された地震である。これらの地震の震源域と敷地近傍には、地質・地質構造、

変動地形、火山フロント、地震地体構造及び応力場等について地域差があると考え

られる。 

2008 年岩手・宮城内陸地震の震源域と敷地近傍の比較を第 5.6.20 表に示す。第

5.6.20 表に示すように、地質に類似性がやや認められるものの、震源域近傍は変

動地形等の認識が難しい地域で、東西圧縮の逆断層型が卓越する応力場であるのに

対し、敷地近傍は変動地形等が認識しやすい地域で、敷地周辺の茨城県北部では南

西－北東引張の正断層型が卓越する応力場である。また、褶曲構造の有無やカルデ

ラの分布、火山フロントとの位置関係及び地震地体構造の区分について、震源域と

敷地近傍には地域差が認められる。以上のように、震源域と敷地近傍の特徴にはお

おむね類似性がないことから、敷地近傍において 2008 年岩手・宮城内陸地震と同



 

添-2-16 

様の地震が発生する可能性は低いと考えられるため、観測記録の収集対象外とする。 

また、2000 年鳥取県西部地震の震源域と敷地近傍の比較を第 5.6.21 表に示す。

第 5.6.21 表に示すように、震源域近傍は活断層の発達過程としては未成熟な段階

であるとともに、花崗岩が分布する地域であり弾性波探査等の調査では断層の存否

を確認することは難しく活構造の認識が困難な地域で、東西圧縮の横ずれ断層型が

卓越する応力場であるのに対し、敷地近傍については前述のとおりである。また、

火山フロントとの位置関係及び地震地体構造の区分について、震源域と敷地近傍に

は地域差が認められる。 

以上のように、震源域と敷地近傍の特徴には類似性がないことから、敷地近傍に

おいて 2000 年鳥取県西部地震と同様の地震が発生する可能性は低いと考えられる

ため、観測記録の収集対象外とする。 

 

5.6.2.3 震源を特定せず策定する地震動の設定 

震源を特定せず策定する地震動として、「5.6.2.2(1) 全国共通に考慮すべき地震

動」で評価した2004年北海道留萌支庁南部地震の基盤地震動及び標準応答スペクトル

を考慮する。 

（1）2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）に保守性を考慮した地震動 

2004年北海道留萌支庁南部地震については、K-NET港町観測点と敷地の解放基盤表

面相当位置の地盤物性の相違（S波速度でK-NET港町観測点938m/sに対し、敷地は第

5.5.3表に示す地盤構造モデル（深部）において1,010m/s）による影響等を考慮して

評価した地震動の応答スペクトルを考慮する。ここで、解放基盤表面相当位置の地盤

物性の相違による影響等を考慮する際には、K-NET港町観測点と敷地の解放基盤表面

の地盤物性値を比較し、おおむね同等の地盤であることから、K-NET港町観測点の地

盤構造モデルの不確かさを考慮した基盤地震動に、保守性を考慮する。 

（2）標準応答スペクトルを考慮した地震動 

標準応答スペクトルについては、S波速度2,200m/s以上の地震基盤相当面で設定さ

れており、敷地においてS波速度2,200m/s以上の層が確認されるT.P.-1.255km（S波速

度3,052m/s）に設定する。 

a. 地震基盤相当面における模擬地震動 

標準応答スペクトルに適合する模擬地震動は、複数の方法を用いることとし、乱数

の位相を持つ正弦波の重ね合わせにより作成する方法（以下「乱数位相による検

討」）及び敷地の地震観測記録から得られる位相を用いて作成する方法（以下「実位

相による検討」）により作成する。 

乱数位相による検討では、振幅包絡線の経時的変化としてNoda et al.（2002)の方

法に基づき、第5.6.22表に示す形状を用いる。 

実位相による検討では、敷地で観測された内陸地殻内地震のうち敷地に最も近い地

震の観測記録の位相特性を用いる。実位相による検討で用いた地震の震央位置を第

5.6.29図に示す。 

標準応答スペクトルに適合する模擬地震動の作成結果を第5.6.23表、時刻歴波形を
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第5.6.30図(1)及び第5.6.30図(2)、標準応答スペクトルに対する模擬地震動の応答ス

ペクトル比を第5.6.31図(1)及び第5.6.31図(2)に示す。 

b. 解放基盤表面における地震動 

解放基盤表面の地震動は、地震基盤相当面における模擬地震動を用い、深部の地盤

構造モデルによる地盤応答解析を行い算定する。 

算定した地震動の応答スペクトルを第5.6.32図(1)及び第5.6.32図(2)、時刻歴波形

を第5.6.33図(1)及び第5.6.33図(2)に示す。 

応答スペクトルについては乱数位相による検討結果と実位相による検討結果は概ね

同程度であり、位相の違いによる特異な地盤の応答増幅は見られない。一方、時刻歴

波形については乱数位相による検討結果の方が水平成分と鉛直成分とで強震動部の時

間が重複し、かつ強震動部の継続時間が長く、地盤あるいは建物等の水平及び鉛直の

組合せ評価や非線形解析において安全側の評価になると考えられることから、標準応

答スペクトルを考慮した地震動として乱数位相による検討結果を選定する。 

（3）震源を特定せず策定する地震動の応答スペクトル 

以上を踏まえ算定した「震源を特定せず策定する地震動」の応答スペクトルを第

5.6.34図(1)及び第5.6.34図(2)に示す。 

 

5.6.3 基準地震動 SSの策定 

 基準地震動SSは、「5.6.1 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及び「5.6.2 

震源を特定せず策定する地震動」の評価に基づき、敷地の解放基盤表面における水平成分

及び鉛直成分の地震動として策定する。 

 

5.6.3.1 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動に基づく基準地震動 SS 

(1) 応答スペクトルに基づく手法による基準地震動 SS 

 応答スペクトルに基づく手法による基準地震動SSは、「5.6.1.2 検討用地震動の

地震動評価」における各検討用地震の応答スペクトルに基づく手法による地震動評価

結果を全て包絡するように設定した基準地震動SS-Dとする（水平成分をSS-DH、鉛直

成分をSS-DVとする）。 

 各検討用地震の応答スペクトルに基づく手法による地震動評価結果と基準地震動

SS-Dの設計用応答スペクトルを比較したものを第5.6.35図(1)及び第5.6.35図(2)に示

す。また、基準地震動SS-Dの設計用応答スペクトルのコントロールポイントの値を第

5.6.24表に示す。 

(2) 断層モデルを用いた手法による基準地震動 SS 

 断層モデルを用いた手法による基準地震動SSは、「5.6.1.2 検討用地震動の地震

動評価」における各検討用地震の断層モデルを用いた手法による地震動評価結果と、

前節で示した基準地震動SS-Dの設計用応答スペクトルを比較し、包絡関係を考慮して

選定する。 

 各検討用地震の断層モデルを用いた手法による地震動評価結果と基準地震動SS-Dの

設計用応答スペクトルを比較したものを第5.6.36図(1)から第5.6.36図(3)に示す。第
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5.6.36図(1)から第5.6.36図(3)より、包絡関係を考慮して選定した基準地震動SS-1～

基準地震動SS-5の応答スペクトルを第5.6.37図(1)から第5.6.37図(3)に示す。 

 

5.6.3.2 震源を特定せず策定する地震動に基づく基準地震動 SS 

 震源を特定せず策定する地震動による基準地震動SSは、「5.6.2.3 震源を特定せ

ず策定する地震動の設定」における震源を特定せず策定する地震動の評価結果と、

「5.6.3.1 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動に基づく基準地震動SS」に示

す基準地震動SSを比較し、包絡関係を考慮して選定する。 

 震源を特定せず策定する地震動の評価結果と基準地震動SS-Dの設計用応答スペクト

ルを比較したものを第5.6.38図(1)及び第5.6.38図(2)に示す。第5.6.38図(1)及び第

5.6.38図(2)より、包絡関係を考慮して標準応答スペクトルを考慮した地震動を基準

地震動Ss-6として選定する。 

 

5.6.3.3 基準地震動 SSの応答スペクトル 

 「5.6.3.1 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動に基づく基準地震動SS」及

び「5.6.3.2 震源を特定せず策定する地震動に基づく基準地震動SS」を踏まえて策

定した基準地震動SSの応答スペクトルを第5.6.39図(1)から第5.6.39図(3)に示す。 

 

5.6.3.4 基準地震動 SSの時刻歴波形 

 基準地震動SSの時刻歴波形は、応答スペクトルに基づく手法による基準地震動SS-D

の設計用応答スペクトルに適合する模擬地震波、断層モデルを用いた手法による基準

地震動SS-1～基準地震動SS-5及び震源を特定せず策定する地震動による基準地震動

Ss-6の地震波とする。 

 基準地震動SS-Dの設計用応答スペクトルに適合する模擬地震波は、乱数の位相を持

つ正弦波の重ね合わせによって作成するものとし、振幅包絡線の経時的変化について

は、Noda et al.（2002）の方法に基づき、第5.6.25表に示す形状とする。 

 基準地震動SS-Dの模擬地震波の作成結果を第5.6.26表に、基準地震動SS-Dの設計用

応答スペクトルに対する模擬地震波の応答スペクトルの比を第5.6.40図に示す。 

 以上より、策定した基準地震動SS-Dの時刻歴波形を第5.6.41図に、断層モデルを用

いた手法による基準地震動SS-1～基準地震動SS-5の時刻歴波形を第5.6.42図(1)から

第5.6.42図(5)に、震源を特定せず策定する地震動に基づく基準地震動SS-6の時刻歴

波形を第5.6.43図に示す。また、基準地震動SSの最大加速度値を第5.6.27表に示す。 

 

5.7 基準地震動 SSの超過確率の参照 

日本原子力学会（2015）(39)を参考に、敷地における地震動の一様ハザードスペクトルを評

価する。 

震源モデルについては、特定震源モデル及び領域震源モデルを設定し、それぞれ調査結果等

に基づき設定した震源モデル（以下「調査モデル」という。）及び地震調査研究推進本部

（2012b）(40)の知見を参考に設定した震源モデル（以下「推本参考モデル」という。）を考慮
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する。また、地震動伝播モデルについては、2011 年東北地方太平洋沖型地震については断層

モデルを用いた手法による地震動評価を、それ以外の震源については Noda et al.（2002）の

方法を用いた地震動評価を行う。作成したロジックツリーを第 5.7.1 図に、これらの設定に基

づき評価した敷地における地震動の一様ハザードスペクトルと基準地震動 Ss との比較を第

5.7.2図(1)及び第 5.7.2図(2)に示す。 

第 5.7.2図(1)及び第 5.7.2図(2)によると、基準地震動 Ss-Dの年超過確率は 10-4～10-6程度

である。また、基準地震動 Ss-1～基準地震動 Ss-6の年超過確率は基準地震動 Ss-Dを超過する

周期帯で 10-5～10-6程度である。 
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第 5.2.1表(1) 敷地周辺の主な被害地震 

 

北緯 東経

818 － － 36.0～37.0° 139.0～140.0° － ≧7.5 98  関東諸国

841 － － 35.1° 138.9° － ≒7.0 197  伊豆

878 11 1 35.5° 139.3° － 7.4 141  関東諸国

1257 10 9 35.2° 139.5° － 7.0～7.5 151  関東南部

1360 － － 35.2° 140.0° － － 128  上総

1433 11 6 34.9° 139.5° － ≧7.0 178  相模

1433 11 6 37.7° 139.8° － 6.7 173  会津

1611 9 27 37.6° 139.8° － ≒6.9 163  会津

1615 6 26 35.7° 139.7° －
6 1/4

～6 3/4
99  江戸

1630 8 2 35 3/4° 139 3/4° － 6 1/4 92  江戸

1633 3 1 35.2° 139.2° － 7.0±1/4 170  相模・駿河・伊豆

1635 3 12 35 3/4° 139 3/4° － ≒6.0 92  江戸

1636 12 3 37.0° 138.7° － ≒5.0～5.5 185  越後中魚沼郡

1646 6 9 38.1° 140.65° － 6.5～6.7 204  陸前

1648 6 13 35.2° 139.2° － ≒7.0 170  相模

1649 7 30 35.8° 139.5° － 7.0±1/4 108  武蔵・下野

1649 9 1 35.5° 139.7° － 6.4 114  江戸・川崎

1659 4 21 37.1° 139.8° － 6 3/4～7.0 115  岩代・下野

1670 6 22 37.75° 139.15° － ≒6 3/4 207  越後中・南蒲原郡

1677 11 4 35.5° 142.0° － ≒8.0 156  磐城・常陸・安房・上総・下総

1683 6 17 36.7° 139.6° － 6.0～6.5 98  日光

1683 6 18 36.75° 139.65° － 6.5～7.0 97  日光

1683 10 20 36.9° 139.7° － 7.0±1/4 104  日光

1697 11 25 35.4° 139.6° － ≒6.5 128  相模・武蔵

1703 12 31 34.7° 139.8° － 7.9～8.2 186  江戸・関東諸国（元禄地震）

1706 10 21 35.6° 139.8° － 5 3/4 100  江戸

マグニ
チュード

年 月 日
震央位置 深さ

(km)
地名

（地震名）
震央距離

(km)
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第 5.2.1表(2) 敷地周辺の主な被害地震 

 

北緯 東経

1710 9 15 37.0° 141.5° － 6.5±1/2 118  磐城

1725 5 29 36.25° 139.7° － ≒6.0 76  日光

1731 10 7 38.0° 140.6° － ≒6.5 193  岩代

1738 1 3 37.0° 138.7° － ≒5 1/2 185  中魚沼郡

1755 4 21 36.75° 139.6° － － 101  日光

1756 2 20 35.7° 140.9° － 5.5～6.0 70  銚子

1767 10 22 35.7° 139.8° － ≒6.0 92  江戸

1768 7 19 35.3° 139.05° － ≒5.0 172  箱根

1782 8 23 35.4° 139.1° － ≒7.0 162  相模・武蔵・甲斐

1786 3 23 35.2° 139.1° － 5～5 1/2 176  箱根

1791 1 1 35.8° 139.6° － 6.0～6.5 100  川越・蕨

1801 5 27 35.3° 140.1° － 6.5 114  上総

1812 12 7 35.45° 139.65° － 6 1/4±1/4 121  武蔵・相模東部

1817 12 12 35.20° 139.05° － ≒6.0 180  箱根

1821 12 13 37.45° 139.6° － 5.5～6.0 157  岩代

1828 12 18 37.6° 138.9° － 6.9 209  越後

1831 3 26 35.65° 139 3/4° － ≒5.5 99  江戸

1843 3 9 35.35° 139.1° － 6.5±1/4 165  御殿場・足柄

1853 3 11 35.3° 139.15° － 6.7±0.1 165  小田原付近

1855 11 11 35.65° 139.8° － 7.0～7.1 96  江戸および付近（江戸地震）

1856 11 4 35.7° 139.5° － 6.0～6.5 113  江戸・立川・所沢

1859 1 11 35.9° 139.7° － ≒6.0 86  岩槻

1870 5 13 35.25° 139.1° － 6.0～6.5 172  小田原

1880 2 22 35.4° 139.75° － 5.5～6.0 120  横浜

1882 9 29 35°07′ 139°05′ － － 184  熱海付近

1884 10 15 35.7° 139.75° － － 95  東京付近

震央距離
(km)

地名
（地震名）

年 月 日
震央位置 深さ

(km)
マグニ

チュード
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第 5.2.1表(3) 敷地周辺の主な被害地震 

 

北緯 東経

1886 7 23 37.05° 138.5° － 5.3 203  信越国境

1887 1 15 35.5° 139.25° － 6.2 145  相模・武蔵南東部

1887 7 22 37.5° 138.9° － 5.7 201  新潟県古志郡

1888 4 29 36.6° 140.0° － 6.0 62  栃木県

1889 2 18 35.5° 139.7° － 6.0 114  東京湾周辺

1891 12 24 35.4° 138.9° － 6.5 177  山中湖付近

1892 6 3 35.7° 139.9° － 6.2 85  東京湾北部

1894 6 20 35.7° 139.8° － 7.0 92  東京湾北部

1894 10 7 35.6° 139.8° － 6.7 100  東京湾北部

1895 1 18 36.1° 140.4° － 7.2 22  霞ヶ浦付近

1896 1 9 36 1/2° 141° － 7.3 48  鹿島灘

1896 8 1 37 1/2° 141 1/2° － 6.5 162  福島県沖

1897 1 17 36.2° 139.9° － 5.6 59  利根川中流域

1897 10 2 38.0° 141.7° － 6.6 218  仙台沖

1898 2 13 36.2° 139.8° － 5.6 68  茨城県南西部

1898 5 26 37.0° 138.9° － 6.1 169  新潟県六日町付近

1899 4 15 36.3° 141.0° － 5.8 41  茨城県沖

1902 3 25 35.9° 140.5° － 5.6 40  千葉県佐原町付近

1902 5 25 35.6° 139.0° － 5.4 158  甲斐東部

1904 5 8 37.1° 138.9° － 6.1 174  新潟県六日町付近

1905 6 7 34.8° 139.3° － 5.8 198  大島近海

1906 2 23 34.8° 139.8° － 6.3 176  安房沖

1906 2 24 35.45° 139.75° － 6.4 115  東京湾

1908 12 28 35.6° 138.65° － 5.8 186  山梨県中部

1909 7 3 35.6° 139.8° － 6.1 100  東京湾西部

1910 9 26 36.8° 141.5° － 5.9 104  常陸沖

震央距離
(km)

年 月 日
震央位置 深さ

(km)
マグニ

チュード
地名

（地震名）
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第 5.2.1表(4) 敷地周辺の主な被害地震 

 

北緯 東経

1912 7 16 36.4° 138.55° － 5.7 180  浅間山

1913 12 15 35.5° 140.0° － 6.0 98  東京湾

1915 6 20 35.5° 139.0° － 5.9 163  山梨県南東部

1915 11 16 35.4° 140.3° － 6.0 98  房総南部

1916 2 22 36.5° 138.5° － 6.2 186  浅間山麓

1917 1 31 35.2° 139.0° － 4 1/2 183  箱根地方

1918 6 26 35.4° 139.1° － 6.3 162  山梨県上野原付近

1920 12 27 35.23° 139.05° － 5.7 177  箱根山

1921 12 8 36.0° 140.2° － 7.0 43  茨城県龍ヶ崎付近

1922 1 23 37.5° 141.5° － 6.5 162  磐城沖

1922 4 26 35.2° 139.75° － 6.8 138  浦賀水道

1922 5 9 36.0° 140.0° － 6.1 57  茨城県谷田部付近

1923 1 14 36°04.78′ 140°03.21′ 87 6.0 49  水海道付近

1923 9 1 35°19.87′ 139°08.14′ 23 7.9 164  関東南部（関東大地震）

1923 9 1 35°14.01′ 138°46.13′ 0 6.6 197  山梨県東部

1923 9 2 34°41.31′ 140°02.69′ 14 7.3 180  千葉県勝浦沖

1924 1 15 35°20.44′ 139°03.30′ 0 7.3 169  丹沢山塊

1926 8 3 35°35.41′ 139°43.89′ 57 6.3 105  東京市南東部

1927 10 27 37°30.00′ 138°50.97′ 0 5.2 205  新潟県中部（関原地震）

1928 5 21 35°40.16′ 140°03.98′ 75 6.2 79  千葉付近

1929 7 27 35°30.87′ 139°05.01′ 37 6.3 156  丹沢山付近

1930 3 22 35°02.39′ 139°05.81′ 10 5.9 189  伊東沖（伊東群発地震）

1930 6 1 36°25.57′ 140°32.22′ 54.21 6.5 18  那珂川下流域

1930 11 26 35°02.58′ 138°58.42′ 0.59 7.3 196  伊豆北部（北伊豆地震）

1931 9 21 36°09.50′ 139°14.85′ 3.03 6.9 118  埼玉県中部（西埼玉地震）

1933 10 4 37°14.35′ 138°57.55′ 0 6.1 179  新潟県小千谷

震央距離
(km)

震央位置 深さ
(km)

マグニ
チュード

地名
（地震名）

年 月 日
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第 5.2.1表(5) 敷地周辺の主な被害地震 

 

北緯 東経

1936 11 2 37°22.35′ 140°00.92′ 1 4.1 132  会津若松市付近

1938 5 23 36°34.43′ 141°19.44′ 0 7.0 78  塩屋崎沖

1938 9 22 36°26.61′ 141°03.49′ 48 6.5 50  鹿島灘

1938 11 5 36°55.54′ 141°55.12′ 43 7.5 143
 福島県東方沖（福島県東方沖
地震）

1942 2 21 37°42.63′ 141°50.75′ 42 6.5 198  福島県沖

1943 8 12 37°20.16′ 139°52.48′ 26 6.2 134  福島県田島付近（田島地震）

1949 12 26 36°42.31′ 139°41.76′ 1.35 6.2 91  今市地方（今市地震）

1949 12 26 36°43.11′ 139°46.99′ 8 6.4 85  今市地方（今市地震）

1950 9 10 35°17.71′ 140°32.98′ 56 6.3 107  九十九里浜

1951 1 9 35°27.04′ 140°04.24′ 64 6.1 100  千葉県中部

1956 2 14 35°42.24′ 139°56.68′ 54.41 5.9 82  東京湾北岸

1956 9 30 37°58.74′ 140°36.62′ 11.02 6.0 191  宮城県南部

1956 9 30 35°37.80′ 140°11.40′ 81 6.3 77  千葉県中部

1961 2 2 37°26.9′ 138°50.1′ 0 5.2 202  長岡付近

1961 7 22 34°51.8′ 139°19.3′ 0 4.6 191  伊豆大島近海

1968 7 1 36°02.75′ 139°23.88′ 65 6.1 106  埼玉県中部

1972 1 14 34°46.09′ 139°19.12′ 0 3.3 200  大島近海

1974 8 4 36°04.35′ 139°53.63′ 53 5.8 63  茨城県南西部

1975 8 15 37°02.75′ 141°10.04′ 54 5.5 103  福島県沿岸

1976 6 16 35°30.91′ 138°59.35′ 26.02 5.5 163  山梨県東部

1977 10 5 36°08′ 139°52′ 60 5.5 63  茨城県南西部

1978 12 3 34°53′ 139°11′ 20 5.5 197  大島近海

1979 4 25 37°22′ 139°29′ 0 4.4 155  福島県西部

1979 5 5 35°48′ 139°11′ 20 4.7 133  秩父市付近

1980 6 29 34°55′ 139°14′ 10 6.7 191  伊豆半島中部沿岸

1980 9 24 35°58′ 139°48′ 80 5.4 75  埼玉県東部

震央距離
(km)

年 月 日
震央位置 深さ

(km)
マグニ

チュード
地名

（地震名）



添-2-29 

第 5.2.1表(6) 敷地周辺の主な被害地震 

 

北緯 東経

1980 9 25 35°31′ 140°13′ 80 6.0 88  千葉県中部

1982 8 12 34°53′ 139°34′ 30 5.7 177  伊豆大島近海

1983 2 27 35°56.4′ 140°09.1′ 72 6.0 50  茨城県南部

1983 8 8 35°31.3′ 139°01.3′ 22 6.0 160  神奈川・山梨県境

1984 2 14 35°35.3′ 139°06.2′ 25 5.4 150  神奈川・山梨県境

1984 12 17 35°36.0′ 140°03.3′ 78 4.9 86  東京湾

1986 8 24 36°19.4′ 138°19.4′ 3.7 4.9 200  長野県東部

1987 2 6 36°57.9′ 141°53.6′ 35 6.7 143  福島県沖

1987 4 7 37°18.2′ 141°51.8′ 44 6.6 165  福島県沖

1987 4 23 37°05.5′ 141°37.4′ 46.8 6.5 133  福島県沖

1987 6 16 37°30.5′ 140°03.4′ 7.1 4.5 145  会津若松付近

1987 9 14 36°59.5′ 138°29.0′ 7.1 4.8 202  長野県北部

1987 12 17 35°22.5′ 140°29.6′ 57.9 6.7 98  千葉県東方沖

1988 3 18 35°39.9′ 139°38.6′ 96.1 5.8 105  東京都東部

1988 8 12 35°05.9′ 139°51.8′ 69.4 5.3 143  千葉県南部

1988 9 5 35°30.0′ 138°59.0′ 29.6 5.6 165  山梨県東部

1989 2 19 36°01.3′ 139°54.3′ 55.3 5.6 64  茨城県南西部

1989 3 6 35°41.8′ 140°42.6′ 55.7 6.0 64  千葉県北部

1989 7 9 34°59.7′ 139°06.5′ 3.4 5.5 192  伊豆半島東方沖

1989 10 14 34°49.6′ 139°30.0′ 21.2 5.7 185  伊豆大島近海

1990 5 3 36°26.2′ 140°36.6′ 58.0 5.4 20  鹿島灘

1992 2 2 35°13.8′ 139°47.3′ 92.3 5.7 133  東京湾南部

1992 5 11 36°32.0′ 140°32.2′ 56.2 5.6 30  茨城県中部

1992 12 27 36°58.6′ 138°34.8′ 10 4.5 193  新潟県南部

1993 5 21 36°02.7′ 139°53.8′ 60.8 5.4 63  茨城県南西部

1994 10 25 35°10.9′ 138°59.0′ 3.9 4.9 185  箱根山

震央距離
(km)

マグニ
チュード

震央位置 深さ
(km)

年 月 日
地名

（地震名）



添-2-30 

第 5.2.1表(7) 敷地周辺の主な被害地震 

 

北緯 東経

1994 12 18 37°17.7′ 139°53.5′ 6.3 5.5 129  福島県西部

1995 1 7 36°18.10′ 139°58.63′ 71.49 5.4 52  茨城県南西部

1995 4 1 37°53.47′ 139°14.88′ 16.16 5.6 215  新潟県北東部

1995 12 22 38°12.21′ 140°23.05′ 11.05 4.6 216  蔵王付近

1996 2 17 37°18.57′ 142°32.86′ 58 6.8 213  福島県沖

1996 3 6 35°28.55′ 138°56.86′ 19.59 5.5 169  山梨県東部

1996 9 11 35°38.33′ 141°13.01′ 51.99 6.4 91  銚子沖

1996 12 21 36°05.77′ 139°51.65′ 53.11 5.6 65  茨城県南部

1997 3 4 34°57.34′ 139°10.18′ 2.64 5.9 191  伊豆半島東方沖

1998 2 21 37°16.22′ 138°47.74′ 19.12 5.2 193  中越地方

1999 3 26 36°27.04′ 140°36.93′ 59.04 5.0 22  水戸付近

1999 9 13 35°35.86′ 140°09.59′ 75.81 5.1 81  千葉市付近

2000 4 26 37°34.80′ 140°00.73′ 12.57 4.5 154  会津若松・喜多方付近

2000 6 3 35°41.39′ 140°44.79′ 48.06 6.1 66  千葉県北東部

2000 7 21 36°31.76′ 141°07.12′ 49.37 6.4 59  茨城県沖

2001 1 4 36°57.39′ 138°46.12′ 11.23 5.3 177  中越地方

2002 2 12 36°35.38′ 141°04.96′ 47.79 5.7 60  茨城県沖

2002 6 14 36°12.98′ 139°58.63′ 56.99 5.1 52  茨城県南部

2003 5 12 35°52.13′ 140°05.14′ 46.87 5.3 60  茨城県南部

2003 9 20 35°13.13′ 140°18.02′ 69.96 5.8 118  千葉県南部

2003 10 15 35°36.82′ 140°02.99′ 73.90 5.1 85  千葉県北西部

2003 11 15 36°25.95′ 141°09.91′ 48.40 5.8 58  茨城県沖

2004 4 4 36°23.41′ 141°09.24′ 48.99 5.8 56  茨城沖

2004 7 17 34°50.29′ 140°21.36′ 68.68 5.5 159  房総半島南東沖

2004 10 6 35°59.33′ 140°05.39′ 65.97 5.7 51  茨城県南部

2004 10 23 37°17.55′ 138°52.03′ 13.08 6.8 189
 中越地方（平成16年(2004年)
新潟県中越地震）

震央距離
(km)

年 月 日
震央位置 深さ

(km)
マグニ

チュード
地名

（地震名）
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第 5.2.1表(8) 敷地周辺の主な被害地震 

 

北緯 東経

2005 1 18 37°22.24′ 138°59.81′ 7.62 4.7 185  中越地方

2005 2 16 36°02.31′ 139°53.33′ 46.15 5.3 64  茨城県南部

2005 4 11 35°43.61′ 140°37.27′ 51.51 6.1 60  千葉県北東部

2005 6 20 35°44.03′ 140°41.68′ 50.65 5.6 60  千葉県北東部

2005 6 20 37°13.76′ 138°35.44′ 14.51 5.0 205  中越地方

2005 7 23 35°34.90′ 140°08.31′ 73.08 6.0 84  千葉県北西部

2005 7 28 36°07.57′ 139°50.78′ 51.12 5.0 65  茨城県南部

2005 8 7 35°33.57′ 140°06.89′ 73.28 4.7 87  千葉県北西部

2005 8 21 37°17.90′ 138°42.71′ 16.73 5.0 201  中越地方

2005 10 16 36°02.36′ 139°56.25′ 47.12 5.1 60  茨城県南部

2005 10 19 36°22.90′ 141°02.59′ 48.32 6.3 46  茨城県沖

2006 4 21 34°56.49′ 139°11.75′ 7.11 5.8 191  伊豆半島東方沖

2007 8 16 35°26.62′ 140°31.83′ 30.77 5.3 91  九十九里浜付近

2007 10 1 35°13.77′ 139°06.60′ 12.94 4.9 173  神奈川県西部

2008 3 8 36°27.15′ 140°36.70′ 57.04 5.2 22  茨城県北部

2008 5 8 36°13.69′ 141°36.46′ 50.57 7.0 95  茨城県沖

2008 7 5 36°38.56′ 140°57.12′ 49.69 5.2 56  茨城県沖

2009 5 12 37°04.32′ 138°31.99′ 12.12 4.8 202  上越地方

2009 10 12 37°25.93′ 139°41.80′ 3.89 4.9 151  会津地方

2009 12 17 34°57.53′ 139°08.19′ 4.00 5.0 193  伊豆半島東方沖

2010 3 13 37°36.85′ 141°28.30′ 77.70 5.5 171  福島県東方沖

2010 3 14 37°43.45′ 141°49.08′ 39.75 6.7 198  福島県沖

2010 5 1 37°33.55′ 139°11.47′ 9.26 4.9 188  中越地方

2010 6 13 37°23.76′ 141°47.74′ 40.30 6.2 168  福島県沖

2010 9 29 37°17.10′ 140°01.53′ 7.62 5.7 123  福島県中通り

2011 3 11 38°06.21′ 142°51.66′ 23.74 9.0 290
 東北沖 平成23年（2011年）東北
地方太平洋沖地震 東日本大震災

震央距離
(km)

年 月 日
震央位置 深さ

(km)
マグニ

チュード
地名

（地震名）
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第 5.2.1表(9) 敷地周辺の主な被害地震 

 
 

北緯 東経

2011 3 11 36°07.25′ 141°15.15′ 42.70 7.6 65  茨城県沖

2011 3 12 36°59.16′ 138°35.87′ 8.38 6.7 192  長野県北部

2011 3 15 35°18.57′ 138°42.87′ 14.31 6.4 197  静岡県東部

2011 4 11 36°56.74′ 140°40.36′ 6.42 7.0 77  福島県浜通り

2011 4 12 37°03.15′ 140°38.61′ 15.08 6.4 88  福島県東部

2011 4 16 36°20.45′ 139°56.73′ 78.80 5.9 55  茨城県南部

2011 4 17 37°01.37′ 138°41.32′ 7.97 4.9 187  中越地方

2011 6 2 37°01.05′ 138°42.30′ 5.68 4.7 185  中越地方

2011 7 31 36°54.19′ 141°13.28′ 57.31 6.5 93  福島県沖

2011 8 19 37°38.94′ 141°47.80′ 51.15 6.5 190  福島県沖

2011 11 20 36°42.64′ 140°35.29′ 8.99 5.3 50  茨城県北部

2012 1 28 35°29.35′ 138°58.62′ 18.16 5.4 166  富士五湖地方

2012 3 14 35°44.86′ 140°55.92′ 15.08 6.1 66  千葉県東方沖

2013 9 20 37°03.08′ 140°41.72′ 16.69 5.9 89  福島県浜通り

2014 9 16 36°05.62′ 139°51.84′ 46.51 5.6 64  茨城県南部

2015 5 25 36°03.26′ 139°38.32′ 55.71 5.5 85  埼玉県北部

2015 9 12 35°33.27′ 139°49.75′ 56.64 5.2 102  東京湾

地名
（地震名）

年 月 日
震央位置 深さ

(km)
マグニ

チュード
震央距離

(km)
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第 5.4.1表 気象庁震度階級関連解説表（2009）（抜粋） 
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第 5.5.1 表 敷地地盤で観測された主な地震 

  

No.
発震日時

地名又は地震名

震央位置
北緯
東経

ﾏｸﾞﾆ
ﾁｭｰﾄﾞ

M

震源
深さ
(km)

震央
距離
(km)

6強： 日立市助川小学校、日立市十王町友部、高萩市本町、笠
間市中央、常陸大宮市北町、那珂市瓜連、小美玉市上玉
里、筑西市舟生、鉾田市当間

6弱： 水戸市金町、水戸市千波町、水戸市中央、水戸市内原町
（旧）、日立市役所、常陸太田市高柿町（旧）、高萩市
安良川、北茨城市磯原町、笠間市石井（旧）、笠間市下
郷、ひたちなか市南神敷台、ひたちなか市東石川、茨城
町小堤、東海村東海（旧）、常陸大宮市中富町、常陸大
宮市野口、常陸大宮市山方、那珂市福田、城里町石塚
（旧）、城里町阿波山（旧）、小美玉市小川、小美玉市
堅倉、土浦市常名、土浦市下高津、石岡市柿岡、石岡市
石岡、取手市井野、つくば市天王台、つくば市苅間、茨
城鹿嶋市鉢形、茨城鹿嶋市宮中、潮来市辻、美浦村受
領、坂東市山、稲敷市役所、稲敷市結佐、筑西市門井、
かすみがうら市上土田、行方市麻生（旧）、行方市山
田、行方市玉造、桜川市岩瀬、桜川市真壁、鉾田市鉾
田、鉾田市造谷、鉾田市汲上、常総市新石下、つくばみ
らい市加藤

5強： 常陸太田市町屋町、常陸太田市町田町、常陸太田市大中
町、大洗町磯浜町、大子町池田、常陸大宮市高部、常陸
大宮市上小瀬、城里町徳蔵、土浦市藤沢、茨城古河市下
大野、茨城古河市仁連、石岡市八郷、結城市結城、龍ケ
崎市寺後、下妻市本城町、下妻市鬼怒、取手市寺田、取
手市藤代、牛久市中央、つくば市小茎、阿見町中央、河
内町源清田、八千代町菅谷、五霞町小福田、境町旭町、
守谷市大柏、坂東市岩井、坂東市馬立、坂東市役所、稲
敷市江戸崎甲、稲敷市柴崎、筑西市下中山、筑西市海
老ヶ島、かすみがうら市大和田、神栖市溝口、神栖市波
崎、桜川市羽田、つくばみらい市福田

5弱： 茨城古河市長谷町、利根町布川
6強： 鉾田市当間
6弱： 神栖市溝口、鉾田市鉾田
5強： 水戸市金町、水戸市千波町、水戸市中央、日立市助川小

学校、笠間市中央、東海村東海（旧）、那珂市瓜連、城
里町石塚（旧）、城里町阿波山（旧）、小美玉市小川、
土浦市常名、土浦市下高津、茨城鹿嶋市鉢形、茨城鹿嶋
市宮中、潮来市辻、稲敷市須賀津、稲敷市結佐、筑西市
舟生、神栖市波崎、行方市麻生（旧）、行方市玉造、鉾
田市造谷、つくばみらい市福田

5弱： 水戸市内原町（旧）、日立市役所、高萩市安良川、笠間
市石井（旧）、笠間市下郷、ひたちなか市東石川、大洗
町磯浜町、常陸大宮市北町、常陸大宮市野口、小美玉市
堅倉、土浦市藤沢、茨城古河市下大野、石岡市柿岡、石
岡市八郷、結城市結城、下妻市本城町、取手市寺田、取
手市井野、牛久市中央、つくば市天王台、つくば市苅
間、つくば市小茎、阿見町中央、河内町源清田、八千代
町菅谷、利根町布川、坂東市山、稲敷市江戸崎甲、稲敷
市柴崎、筑西市下中山、筑西市海老ヶ島、筑西市門井、
かすみがうら市上土田、かすみがうら市大和田、桜川市
岩瀬、桜川市真壁、桜川市羽田

6弱： 鉾田市当間
5強： 日立市助川小学校、高萩市安良川、北茨城市磯原町、小

美玉市上玉里、筑西市舟生、かすみがうら市上土田、鉾
田市鉾田、鉾田市汲上

5弱： 水戸市千波町、水戸市中央、日立市役所、日立市十王町
友部、高萩市本町、笠間市中央、ひたちなか市南神敷
台、ひたちなか市東石川、茨城町小堤、大子町池田、常
陸大宮市北町、常陸大宮市野口、那珂市福田、那珂市瓜
連、城里町石塚（旧）、城里町阿波山（旧）、小美玉市
小川、小美玉市堅倉、土浦市常名、土浦市下高津、土浦
市藤沢、石岡市柿岡、石岡市石岡、石岡市八郷、つくば
市天王台、つくば市苅間、阿見町中央、坂東市馬立、坂
東市山、稲敷市役所、行方市山田、常総市新石下、つく
ばみらい市加藤

1
2011年3月11日14：46
東北地方太平洋沖地震

の本震

38°06.21′
142°51.66′

2011年4月11日17：16
福島県浜通りの地震

36°56.74′
140°40.36′

3

2
2011年3月11日15：15
東北地方太平洋沖地震

の

36°07.25′
141°15.15′

地震諸元及び震度は気象庁による。
※はモーメントマグニチュードMw

気象庁震度階級
（茨城県、抜粋）

65

7.0 6.42 77

7.6 42.70

9.0※ 23.74 290

余震 
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第 5.5.2 表 敷地の地盤構造モデル（浅部） 

  

h0 α h0 α

37.1 0.0 1.0 1.33
153

（151、148）
819

（740）

36.1 -1.0 2.3 1.33
149

（147、137）
787

（712）

33.8 -3.3 5.4 1.92
334

（282、302）
761

（744）

28.4 -8.7 1.5 1.74
300

（240、240）
940

（1105）

26.9 -10.2 6.2 1.84
439

（434、404）
880

（938）

20.7 -16.4 1.9 1.79
447

（451、513）
1239

（1227）

18.8 -18.3 2.6 1.78
415

（391、480）
1020

（1127）

16.2 -20.9 5.7 2.02
527

（500、538）
1118

（1522）

10.5 -26.6 3.4 1.86
411

（363、344）
1354

（1284）

7.1 -30.0 2.0 1.86
411

（450、382）
1354

（1645）

5.1 -32.0 7.3 1.86
448

（450、382）
1435

（1645）

-2.2 -39.3 1.1 1.89
387

（364、352）
1696

（1444）

-3.3 -40.4 25.5 1.84
372

（298、355）
1633

（1856）

-28.8 -65.9 6.3 1.81
383

（411、354）
1595

（1495）

-35.1 -72.2 12.4 1.92
398

（450、514）
1768

（1884）

-47.5 -84.6 1.4 2.05
514

（414、586）
1664

（1490）

-48.9 -86.0 5.1 1.97
482

（549、438）
1735

（1589）

-54.0 -91.1 2.9 1.79
452

（442、509）
1668

（1708）

-56.9 -94.0 1.0 1.79
452

（558、485）
1668

（1656）

-57.9 -95.0 42.1 1.79
501

（558、485）
1670

（1656）

-100.0 -137.1 23.6 1.82
609

（583、593）
1928

（1771）

-123.6 -160.7 11.8 1.81
663

（669、535）
1978

（2090）

-135.4 -172.5 1.5 1.98
1010

（1010、1010）
2170

（2170）

-136.9 -174.0 10.9 1.98
1010

（1010、1010）
2170

（2170）

-147.8 -184.9 40.2 2.00
1000

（1000、1000）
2250

（2250）

-188.0 -225.1 24.9 1.85
1080

（1080、1080）
2260

（2260）

-212.9 -250.0 ∞ 1.85
1080

（1080、1080）
2260

（2260）

※1 括弧内の数値は2011年東北地方太平洋沖地震の本震の解析に使用。なお、水平成分の左側はNS成分を、右側はEW成分を示す。

※2 h=h0×f
-α

 ここでfは周波数(Hz)

鉛直成分

S波速度※1

(m/s)

減衰定数h※1、2
P波速度※1

(m/s)

減衰定数h※1、2
上面
G.L.
(m)

上面
T.P.
（m)

層厚
(m)

密度

(g/cm3)

水平成分

0.156
（0.078、0.125）

0.064
（0.063、0.063）

0.734
（0.266、0.344）

1.125
（0.297、0.438）

1.347
（0.922、0.844）

0.859
（0.797、0.703）

0.565
（0.641、0.547）

0.726
（0.188、0.266）

0.667
（0.297）

1.094
（0.922）

1.719
（0.953）

0.250
（0.484）

1.194
（0.188）

0.918
（0.531）

0.744
（0.344）

0.922
（0.563）
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第 5.5.3 表 敷地の地盤構造モデル（深部） 

 

Qs hs Qp hp

0.037 0.000 0.173 － ― ― ― ― ― ―

-0.135 -0.173 0.100 1.98 1.010 2.170

-0.235 -0.273 0.350 2.11 1.186 2.590

-0.585 -0.623 0.670 2.44 2.086 4.100

-1.255 -1.293 2.708 2.68 3.052 5.750

-3.963 -4.000 11.900 2.70 3.600 5.960

-15.863 -15.900 14.600 2.80 4.170 6.810

-30.463 -30.500 ∞ 3.20 4.320 7.640

※1 G.L.-0.273km～G.L.-4.000kmはLudwig et al .(1970)(41)、G.L.-4.000km以深はiasp91(Kennett et al .(1991)(42))を踏まえて設定

※2 fは周波数(Hz)、G.L.-1.293km以深は佐藤ほか(1994) (43)を踏まえて設定

※3 G.L.-0.273km～G.L.-4.000kmはYoshimura et al .(1982)(44)を踏まえて設定

上面
G.L.
(km)

層厚
(km)

密度※1

(g/cm3) S波速度
(km/s)

水平成分
上面
T.P.
（km)

鉛直成分

100

110×f 0.69

0.005

0.0045×f -0.69

P波速度※3

(km/s)

減衰定数※2

100 0.005

110×f 0.69 0.0045×f -0.69

減衰定数※2
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第 5.6.1 表 検討用地震の選定に用いる内陸地殻内地震の諸元 

 

 

地震名
長さ

（km）

地震
規模
Ｍ

断層上
端深さ
(km)

等価
震源距離

（km）

補正

 係数※2

818年関東諸国の地震 － 7.5 － 101 －

関谷断層 40 7.5 5 103 －

深谷断層帯・綾瀬川断層 103 8.2 5 115 －

関口－米平リニアメント 6    6.8※１ 3 49 考慮

竪破山リニアメント 4    6.8※１ 3 45 考慮

宮田町リニアメント 1    6.8※１ 3 42 考慮

吾国山断層 6    6.8※１ 5 35 －

Ｆ８断層 26 7.2 5 36 －

Ｆ１１断層 5    6.8※１ 3 60 考慮

Ｆ１６断層 26 7.2 5 39 －

Ａ－１背斜 19 7.0 5 31 －

棚倉破砕帯西縁断層～
同東縁付近の推定活断層

42 7.5 3 55 考慮

Ｆ１断層～北方陸域の断層～
塩ノ平地震断層

58 7.8 3 56 考慮

Ｆ３断層～Ｆ４断層 17 6.9 5 12 －

※1 長さの短い断層については、地震規模をM6.8として評価

※2 福島県と茨城県の県境付近で発生した内陸地殻内地震による補正係数
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第 5.6.2 表 検討用地震の選定に用いるプレート間地震の諸元 

 

 

年月日
地名

（地震名）

地震
規模
Ｍ

等価
震源距離

（km）

補正
係数

1677.11.4
磐城・常陸・安房・上総・下総
の地震

8.0 161 考慮※3

1703.12.31 元禄地震 8.05 192 －

1896.1.9 鹿島灘の地震 7.3 68 考慮※2

1923.9.1 関東大地震 7.9 169 －

1930.6.1 那珂川下流域の地震 6.5 57 考慮※3

1938.5.23 塩屋崎沖の地震 7.0 78 考慮※3

1938.9.22 鹿島灘の地震 6.5 70 考慮※2

1938.11.5 福島県東方沖の地震 7.5 151 考慮※3

2011.3.11
2011年東北地方太平洋沖地震

の本震※1 9.0(Ｍw) － －

2011.3.11
2011年東北地方太平洋沖地震

の余震※1 7.6 － －

－
茨城県南部の地震
(中央防災会議(2013))

7.3 62 －

－
茨城県沖の地震
(地震調査研究推進本部(2012a))

7.6 81 考慮※2

※1 観測記録より求めた解放基盤波を用いる

※2 鹿島灘付近で発生した太平洋プレート間地震による補正係数

※3 鹿島灘付近で発生した地震を除く太平洋プレート間地震による補正係数
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第 5.6.3 表 検討用地震の選定に用いる海洋プレート内地震の諸元 

 

 

年月日
地名

（地震名）

地震
規模
Ｍ

等価
震源距離

（km）

補正

 係数※1

1895. 1.18 霞ヶ浦付近の地震 7.2 52 考慮

1921.12. 8 茨城県龍ヶ崎付近の地震 7.0 63 考慮

－
茨城県南部の地震
(中央防災会議(2004))

7.3 52 考慮

－
茨城県南部の地震
(中央防災会議(2013))

7.3 57 考慮

－
震源断層を予め特定しにくい地震(陸域)
(地震調査研究推進本部(2009a))

7.1 89 考慮

－
震源断層を予め特定しにくい地震(海域)
(地震調査研究推進本部(2009a))

7.3 81 考慮

－
海溝寄りのプレート内地震
(地震調査研究推進本部(2009a))

8.2 164 －

※1 陸域寄りで発生した海洋プレート内地震による補正係数
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第 5.6.4 表 F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の 

断層パラメータ（基本震源モデル） 

  

 

(45)

(46)
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第 5.6.5 表 F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の 

検討ケース 

 

 

ケース名
断層
長さ
(km)

断層
上端
 深さ
(km)

断層
下端
 深さ
(km)

断層
幅

(km)

断層
傾斜角

(°)
アスペリティ位置

破壊
開始点

短周期
レベル

基本震源モデル 58 3 18 17.3
60

(西傾斜)
断層端部から

１マス空けて配置
複数設定し影響の大きい

破壊開始点を選定
平均

短周期レベルの
不確かさを考慮

58 3 18 17.3
60

(西傾斜)
断層端部から

１マス空けて配置
基本震源モデルと
同様の位置に設定

基本震源
モデルの

1.5倍

断層傾斜角の
不確かさを考慮

58 3 18 21.2
45

(西傾斜)
断層端部から

１マス空けて配置
基本震源モデルと
同様の位置に設定

平均

アスペリティ位置の
不確かさを考慮

58 3 18 17.3
60

(西傾斜)
敷地により近くなるよう

に断層端部に配置
基本震源モデルと
同様の位置に設定

平均

※ 応答スペクトルに基づく手法における基本震源モデルと短周期レベルの不確かさを考慮したケースは共通
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第 5.6.6表(1) F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の 

断層パラメータ（不確かさを考慮したケース：短周期レベル） 

 

 

項目
設定値

設定方法
全体 北部 南部

断層上端長さ（km）
断層下端長さ（km）

57.7
54.2

21.8
20.1

35.9
34.1

活断層調査結果による位置を基に設定

断層傾斜角（°） 60（西傾斜） 60（西傾斜） 60（西傾斜） 活断層調査結果に基づき設定

断層上端深さ（km）

断層下端深さ（km）

3

18

3

18

3

18
微小地震の発生及び地下構造から設定

断層幅W（km） 17.3 17.3 17.3 地震発生層と断層傾斜角から設定

断層面積S（km2） 967.9 362.4 605.5 断層面より算定

破壊伝播様式 同心円状 同心円状 同心円状 －

地震モーメントM0（N・m） 5.21E+19 1.65E+19 3.56E+19
M0={S/(4.24×10-11)}2/107

全体の地震モーメントを断層面積の1.5乗
比で分配

剛性率(N/m2) 3.50E+10 3.50E+10 3.50E+10

μ=ρβ2，ρ=2.7g/cm3，β=3.6km/s

（βは敷地周辺を対象にした地震波速度
トモグラフィ，ρは地震調査研究推進本
部(2009a)の「全国1次地下構造モデル
（暫定版）」を参考に設定）

平均すべり量D（cm） 153.9 130.1 168.1 D=M0/(μS)

平均応力降下量Δσ（MPa） 3.1 3.1 3.1 Fujii and Matsu’ura(2000)による

破壊伝播速度Vr（km/s） 2.59 2.59 2.59 Vr=0.72β（Geller(1976)による）

短周期レベルA（N・m/s2）（参考） 1.98E+19 － － A=2.46×1010×（M0×107）1/3

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ

面積Sa（km2） 212.9 79.7 133.2 Sa=0.22S

平均すべり量Da（cm） 307.7 260.1 336.2 Da=2D

地震モーメントM0a（N・m） 2.29E+19 7.26E+18 1.57E+19 M0a=μSaDa

応力降下量Δσa（MPa） 21.14 21.14 21.14 Δσa =Δσ×S/Sa×1.5

短周期レベルA（N・m/s2）（参考） 2.83E+19 1.73E+19 2.24E+19 A=4πraΔσaβ
2

背
景
領
域

面積Sb（km2） 755.0 282.7 472.3 Sb=S-Sa

平均すべり量Db（cm） 110.5 93.4 120.7 Db=M0b/(μSb)

地震モーメントM0b（N・m） 2.92E+19 9.24E+18 1.99E+19 M0b=M0-M0a

実効応力Δσb（MPa） 4.23 4.23 4.23 Δσb=0.2Δσa
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第 5.6.6表(2) F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の 

断層パラメータ（不確かさを考慮したケース：断層傾斜角） 

 

 

項目
設定値

設定方法
全体 北部 南部

断層上端長さ（km）
断層下端長さ（km）

57.1
51.1

21.5
18.5

35.6
32.6

活断層調査結果による位置を基に設定

断層傾斜角（°） 45（西傾斜） 45（西傾斜） 45（西傾斜）
活断層調査結果の不確かさなどを踏まえ
設定

断層上端深さ（km）

断層下端深さ（km）

3

18

3

18

3

18
微小地震の発生及び地下構造から設定

断層幅W（km） 21.2 21.2 21.2 地震発生層と断層傾斜角から設定

断層面積S（km2） 1146.9 424.0 722.9 断層面より算定

破壊伝播様式 同心円状 同心円状 同心円状 －

地震モーメントM0（N・m） 7.32E+19 2.27E+19 5.05E+19
M0={S/(4.24×10-11)}2/107

全体の地震モーメントを断層面積の1.5乗
比で分配

剛性率(N/m2) 3.50E+10 3.50E+10 3.50E+10

μ=ρβ2，ρ=2.7g/cm3，β=3.6km/s

（βは敷地周辺を対象にした地震波速度
トモグラフィ，ρは地震調査研究推進本
部(2009a)の「全国1次地下構造モデル
（暫定版）」を参考に設定）

平均すべり量D（cm） 182.3 152.9 199.6 D=M0/(μS)

平均応力降下量Δσ（MPa） 3.1 3.1 3.1 Fujii and Matsu’ura(2000)による

破壊伝播速度Vr（km/s） 2.59 2.59 2.59 Vr=0.72β（Geller(1976)による）

短周期レベルA（N・m/s2）（参考） 2.22E+19 － － A=2.46×1010×（M0×107）1/3

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ

面積Sa（km2） 252.3 93.3 159.0 Sa=0.22S

平均すべり量Da（cm） 364.6 305.7 399.2 Da=2D

地震モーメントM0a（N・m） 3.22E+19 9.98E+18 2.22E+19 M0a=μSaDa

応力降下量Δσa（MPa） 14.09 14.09 14.09 Δσa =Δσ×S/Sa

短周期レベルA（N・m/s2）（参考） 2.06E+19 1.25E+19 1.63E+19 A=4πraΔσaβ
2

背
景
領
域

面積Sb（km2） 894.6 330.7 563.9 Sb=S-Sa

平均すべり量Db（cm） 130.9 109.7 143.3 Db=M0b/(μSb)

地震モーメントM0b（N・m） 4.10E+19 1.27E+19 2.83E+19 M0b=M0-M0a

実効応力Δσb（MPa） 2.82 2.82 2.82 Δσb=0.2Δσa
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第 5.6.6表(3) F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の 

断層パラメータ（不確かさを考慮したケース：アスペリティ位置） 

 

 

項目
設定値

設定方法
全体 北部 南部

断層上端長さ（km）
断層下端長さ（km）

57.7
54.2

21.8
20.1

35.9
34.1

活断層調査結果による位置を基に設定

断層傾斜角（°） 60（西傾斜） 60（西傾斜） 60（西傾斜） 活断層調査結果に基づき設定

断層上端深さ（km）

断層下端深さ（km）

3

18

3

18

3

18
微小地震の発生及び地下構造から設定

断層幅W（km） 17.3 17.3 17.3 地震発生層と断層傾斜角から設定

断層面積S（km2） 967.9 362.4 605.5 断層面より算定

破壊伝播様式 同心円状 同心円状 同心円状 －

地震モーメントM0（N・m） 5.21E+19 1.65E+19 3.56E+19
M0={S/(4.24×10-11)}2/107

全体の地震モーメントを断層面積の1.5乗
比で分配

剛性率(N/m2) 3.50E+10 3.50E+10 3.50E+10

μ=ρβ2，ρ=2.7g/cm3，β=3.6km/s

（βは敷地周辺を対象にした地震波速度
トモグラフィ，ρは地震調査研究推進本
部(2009a)の 「全国1次地下構造モデル
（暫定版）」を参考に設定）

平均すべり量D（cm） 153.9 130.1 168.1 D=M0/(μS)

平均応力降下量Δσ（MPa） 3.1 3.1 3.1 Fujii and Matsu’ura(2000)による

破壊伝播速度Vr（km/s） 2.59 2.59 2.59 Vr=0.72β（Geller(1976)による）

短周期レベルA（N・m/s2）（参考） 1.98E+19 － － A=2.46×1010×（M0×107）1/3

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ

面積Sa（km2） 212.9 79.7 133.2 Sa=0.22S

平均すべり量Da（cm） 307.7 260.1 336.2 Da=2D

地震モーメントM0a（N・m） 2.29E+19 7.26E+18 1.57E+19 M0a=μSaDa

応力降下量Δσa（MPa） 14.09 14.09 14.09 Δσa =Δσ×S/Sa

短周期レベルA（N・m/s2）（参考） 1.89E+19 1.16E+19 1.49E+19 A=4πraΔσaβ
2

背
景
領
域

面積Sb（km2） 755.0 282.7 472.3 Sb=S-Sa

平均すべり量Db（cm） 110.5 93.4 120.7 Db=M0b/(μSb)

地震モーメントM0b（N・m） 2.92E+19 9.24E+18 1.99E+19 M0b=M0-M0a

実効応力Δσb（MPa） 2.82 2.82 2.82 Δσb=0.2Δσa
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第 5.6.7 表 F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の 

地震動評価に用いる要素地震の諸元 

 

 

 

設定値

2011 年 4 月14 日 7 時 35 分

5.1

東経 (°) 140.57

北緯 (°) 36.78

8.8

155 ； 314 

63 ； 29 

  -80 ； -109 

2.41×1016

1.2

7.54

※ Ｆ-ｎｅｔによる

走向 (°) ※

震央位置

項目

発生日時

気象庁マグニチュード

震源深さ (km)

傾斜 (°) ※

すべり角 (°) ※

地震モーメント (N・m) ※

コーナー周波数 (Hz)

応力降下量 (MPa)
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第 5.6.8表 F3断層～F4断層による地震の断層パラメータ 

（基本震源モデル） 

 

 

項目 設定値 設定方法

断層上端長さ（km）
断層下端長さ（km）

21.4

27.5
活断層調査結果による位置を基に，断層面積を踏まえて設定

断層傾斜角（°） 60（西傾斜） 活断層調査結果に基づき設定

断層上端深さ（km）

断層下端深さ（km）

5

18
微小地震の発生及び地下構造から設定

断層幅W（km） 15.0 地震発生層と断層傾斜角から設定

断層面積S（km2） 367.3 M0={S/(4.24×10-11)}2/107

破壊伝播様式 同心円状 －

地震モーメントM0（N・m） 7.50E+18 与条件として設定

剛性率(N/m2) 3.50E+10

μ=ρβ2，ρ=2.7g/cm3，β=3.6km/s

（βは敷地周辺を対象にした地震波速度トモグラフィ，ρは地震調査研究
推進本部（2009a）の「全国1次地下構造モデル（暫定版）」を参考に設定）

平均すべり量D（cm） 58.4 D=M0/(μS)

平均応力降下量Δσ（MPa） 2.6 Δσ=(7/16)(M0/R3)

破壊伝播速度Vr（km/s） 2.59 Vr=0.72β（Geller(1976)による）

短周期レベルA（N・m/s2） 1.04E+19 A=2.46×1010×（M0×107）1/3

高周波遮断振動数fmax((Hz) 6 活断層による地震に関する強震動予測レシピ

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ

面積Sa（km2） 71.4 Sa=πra
2，ra=(7πM0β

2)/(4AR)

平均すべり量Da（cm） 116.8 Da=2D

地震モーメントM0a（N・m） 2.92E+18 M0a=μSaDa

応力降下量Δσa（MPa） 13.4 Δσa=(7/16)M0/(ra
2R)

短周期レベルA（N・m/s2）（参考） 1.04E+19 A=4πraΔσaβ
2

背
景
領
域

面積Sb（km2） 295.9 Sb=S-Sa

平均すべり量Db（cm） 44.3 Db=M0b/(μSb)

地震モーメントM0b（N・m） 4.59E+18 M0b=M0-M0a

実効応力Δσb（MPa） 2.67 Δσb=0.2Δσa
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第 5.6.9 表 F3断層～F4断層による地震の検討ケース 

 

 

ケース名

断層
面積

(km2)

断層
上端
 深さ
(km)

断層
下端
 深さ
(km)

断層
幅

(km)

断層
傾斜角

(°)
アスペリティ位置

破壊
開始点

短周期
レベル

基本震源モデル 367.3 5 18 15
60

(西傾斜)
Ｆ３断層部の

敷地近傍に配置
複数設定し影響の大きい

破壊開始点を選定
平均

短周期レベルの
不確かさを考慮

367.3 5 18 15
60

(西傾斜)
Ｆ３断層部の

敷地近傍に配置
複数設定し影響の大きい

破壊開始点を選定

基本震源
モデルの

1.5倍

断層傾斜角の
不確かさを考慮

522.1 5 18 18.4
45

(西傾斜)
Ｆ３断層部の

敷地近傍に配置
複数設定し影響の大きい

破壊開始点を選定
平均

アスペリティ位置の
不確かさを考慮

367.3 5 18 15
60

(西傾斜)
Ｆ４断層部を

含む位置に配置
複数設定し影響の大きい

破壊開始点を選定
平均

※ 応答スペクトルに基づく手法における基本震源モデルと短周期レベルの不確かさを考慮したケースは共通
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第 5.6.10表(1) F3断層～F4断層による地震の断層パラメータ 

（不確かさを考慮したケース：短周期レベル） 

 

 

項目 設定値 設定方法

断層上端長さ（km）
断層下端長さ（km）

21.4

27.5
活断層調査結果による位置を基に，断層面積を踏まえて設定

断層傾斜角（°） 60（西傾斜） 活断層調査結果に基づき設定

断層上端深さ（km）

断層下端深さ（km）

5

18
微小地震の発生及び地下構造から設定

断層幅W（km） 15.0 地震発生層と断層傾斜角から設定

断層面積S（km2） 367.3 M0={S/(4.24×10-11)}2/107

破壊伝播様式 同心円状 －

地震モーメントM0（N・m） 7.50E+18 与条件として設定

剛性率(N/m2) 3.50E+10

μ=ρβ2，ρ=2.7g/cm3，β=3.6km/s

（βは敷地周辺を対象にした地震波速度トモグラフィ，ρは地震調査研究
推進本部（2009a）の「全国1次地下構造モデル（暫定版）」を参考に設定）

平均すべり量D（cm） 58.4 D=M0/(μS)

平均応力降下量Δσ（MPa） 2.6 Δσ=(7/16)(M0/R3)

破壊伝播速度Vr（km/s） 2.59 Vr=0.72β（Geller(1976)による）

短周期レベルA（N・m/s2） 1.04E+19 A=2.46×1010×（M0×107）1/3

高周波遮断振動数fmax((Hz) 6 活断層による地震に関する強震動予測レシピ

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ

面積Sa（km2） 71.4 Sa=πra
2，ra=(7πM0β

2)/(4AR)

平均すべり量Da（cm） 116.8 Da=2D

地震モーメントM0a（N・m） 2.92E+18 M0a=μSaDa

応力降下量Δσa（MPa） 20.1 Δσa=(7/16)M0/(ra
2R)×1.5

短周期レベルA（N・m/s2）（参考） 1.56E+19 A=4πraΔσaβ
2

背
景
領
域

面積Sb（km2） 295.9 Sb=S-Sa

平均すべり量Db（cm） 44.3 Db=M0b/(μSb)

地震モーメントM0b（N・m） 4.59E+18 M0b=M0-M0a

実効応力Δσb（MPa） 4.01 Δσb=0.2Δσa
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第 5.6.10表(2) F3断層～F4断層による地震の断層パラメータ 

（不確かさを考慮したケース：断層傾斜角） 

 

 

  

項目 設定値 設定方法

断層上端長さ（km）
断層下端長さ（km）

23.1

33.6
基本震源モデルを基に，断層傾斜角等を踏まえて設定

断層傾斜角（°） 45（西傾斜） 活断層調査結果に基づき設定

断層上端深さ（km）

断層下端深さ（km）

5

18
微小地震の発生及び地下構造から設定

断層幅W（km） 18.4 地震発生層と断層傾斜角から設定

断層面積S（km2） 522.1 断層面より算定

破壊伝播様式 同心円状 －

地震モーメントM0（N・m） 1.52E+19 M0={S/(4.24×10-11)}2/107

剛性率(N/m2) 3.50E+10

μ=ρβ2，ρ=2.7g/cm3，β=3.6km/s

（βは敷地周辺を対象にした地震波速度トモグラフィ，ρは地震調査研究
推進本部（2009a）の「全国1次地下構造モデル（暫定版）」を参考に設定）

平均すべり量D（cm） 83.0 D=M0/(μS)

平均応力降下量Δσ（MPa） 3.1 Δσ=(7/16)(M0/R3)

破壊伝播速度Vr（km/s） 2.59 Vr=0.72β（Geller(1976)による）

短周期レベルA（N・m/s2） 1.31E+19 A=2.46×1010×（M0×107）1/3

高周波遮断振動数fmax((Hz) 6 活断層による地震に関する強震動予測レシピ

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ

面積Sa（km2） 128.2 Sa=πra
2，ra=(7πM0β

2)/(4AR)

平均すべり量Da（cm） 166.0 Da=2D

地震モーメントM0a（N・m） 7.45E+18 M0a=μSaDa

応力降下量Δσa（MPa） 12.6 Δσa=(7/16)M0/(ra
2R)

短周期レベルA（N・m/s2）（参考） 1.31E+19 A=4πraΔσaβ
2

背
景
領
域

面積Sb（km2） 393.9 Sb=S-Sa

平均すべり量Db（cm） 56.0 Db=M0b/(μSb)

地震モーメントM0b（N・m） 7.71E+18 M0b=M0-M0a

実効応力Δσb（MPa） 2.52 Δσb=0.2Δσa
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第 5.6.10表(3) F3断層～F4断層による地震の断層パラメータ 

（不確かさを考慮したケース：アスペリティ位置） 

 

 

項目 設定値 設定方法

断層上端長さ（km）
断層下端長さ（km）

21.4

27.5
活断層調査結果による位置を基に，断層面積を踏まえて設定

断層傾斜角（°） 60（西傾斜） 活断層調査結果に基づき設定

断層上端深さ（km）

断層下端深さ（km）

5

18
微小地震の発生及び地下構造から設定

断層幅W（km） 15.0 地震発生層と断層傾斜角から設定

断層面積S（km2） 367.3 M0={S/(4.24×10-11)}2/107

破壊伝播様式 同心円状 －

地震モーメントM0（N・m） 7.50E+18 与条件として設定

剛性率(N/m2) 3.50E+10

μ=ρβ2，ρ=2.7g/cm3，β=3.6km/s

（βは敷地周辺を対象にした地震波速度トモグラフィ，ρは地震調査研究
推進本部（2009a）の「全国1次地下構造モデル（暫定版）」を参考に設定）

平均すべり量D（cm） 58.4 D=M0/(μS)

平均応力降下量Δσ（MPa） 2.6 Δσ=(7/16)(M0/R3)

破壊伝播速度Vr（km/s） 2.59 Vr=0.72β（Geller(1976)による）

短周期レベルA（N・m/s2） 1.04E+19 A=2.46×1010×（M0×107）1/3

高周波遮断振動数fmax((Hz) 6 活断層による地震に関する強震動予測レシピ

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ

面積Sa（km2） 71.4 Sa=πra
2，ra=(7πM0β

2)/(4AR)

平均すべり量Da（cm） 116.8 Da=2D

地震モーメントM0a（N・m） 2.92E+18 M0a=μSaDa

応力降下量Δσa（MPa） 13.4 Δσa=(7/16)M0/(ra
2R)

短周期レベルA（N・m/s2）（参考） 1.04E+19 A=4πraΔσaβ
2

背
景
領
域

面積Sb（km2） 295.9 Sb=S-Sa

平均すべり量Db（cm） 44.3 Db=M0b/(μSb)

地震モーメントM0b（N・m） 4.59E+18 M0b=M0-M0a

実効応力Δσb（MPa） 2.67 Δσb=0.2Δσa
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第 5.6.11表 各距離減衰式の概要 

  

 

距離減衰式
データベース

対象地域
地震タイプ 主なパラメータ Ｍｗの範囲 距離の範囲 地盤条件・種別

Kanno et al .

(2006) 
Mw、断層最短距離、

震源深さ、Vs30※1 5.5～8.2 1～500km 100＜Vs30＜1400m/s

Zhao et al .

(2006) 
Mw、断層最短距離、
震源深さ

5.0～8.3 0.3～300km
Soft Soil ～ Hard
Rock(Hard Rock
Vs＝2000m/s)

内山・翠川ほか

(2006) 
日本周辺

Mw、断層最短距離、
震源深さ

5.5～8.3 300km以内 150≦Vs30※1≦750m/s

片岡ほか
(2006)

国内
内陸

海溝性
Mw、断層最短距離、
短周期レベル

陸：4.9～6.9
海：5.2～8.2

250km以内
Ⅰ種、Ⅱ種、Ⅲ種地盤

及び工学的基盤

Abrahamson et al .

(2014) 
国内外 内陸

Mw、断層最短距離、

Vs30※1、断層上端深さ
3.0～8.5 0～300km 180≦Vs30※1≦1000m/s

Boore et al .

(2014) 
国内外 内陸

Mw、断層面の地表投影面

への最短距離、Vs30※1
3.0～8.5(横ずれ、逆断層)
3.0～7.0(正断層)

0～400km 150≦Vs30※1≦1500m/s

Campbell et al .

(2014) 
国内外 内陸

Mw、断層最短距離、

Vs30※1、断層上端深さ

3.3～8.5(横ずれ断層)
3.3～8.0(逆断層)
3.3～7.5(正断層)

0～300km 150≦Vs30※1≦1500m/s

Chiou et al .

(2014) 
国内外 内陸

Mw、断層最短距離、

Vs30※1、断層上端深さ

3.5～8.5(横ずれ断層)
3.5～8.0(逆、正断層)

0～300km 180≦Vs30※1≦1500m/s

Idriss

(2014) 
国内外 内陸

Mw、断層最短距離、

Vs30※1 5≦Ｍｗ ≦150km 450≦Vs30※1

※1 Vs30：表層地盤（地表からおよそ30mの深さまで）の平均Ｓ波速度

内陸
プレート間
プレート内

主に国内

(47)

(48)

(49)

(50)

(51)

(52)

(53)

(54)
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第 5.6.12表 2011年東北地方太平洋沖型地震の断層パラメータ 

（基本震源モデル） 

    

(55)

(56)

(57)

(58) (59)
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第 5.6.13表 2011年東北地方太平洋沖型地震の検討ケース 

 

 

ケース名 断層設定位置
地震
規模

断層
傾斜角

(°)
SMGA位置

短周期
レベル

基本震源モデル

フィリピン海プレート
の北東限を考慮し、

三陸沖中部～
茨城県沖に設定

Mw9.0
12(東半分)
21(西半分)

過去の地震
発生状況を
踏まえ配置

当該地域で発生
した過去の地震
の短周期レベル

に基づき設定

SMGA位置の
不確かさを考慮

フィリピン海プレート
の北東限を考慮し、

三陸沖中部～
茨城県沖に設定

Mw9.0
12(東半分)
21(西半分)

茨城県沖の
SMGA位置
を敷地近傍

に配置

当該地域で発生
した過去の地震
の短周期レベル

に基づき設定

短周期レベルの
不確かさを考慮

フィリピン海プレート
の北東限を考慮し、

三陸沖中部～
茨城県沖に設定

Mw9.0
12(東半分)
21(西半分)

過去の地震
発生状況を
踏まえ配置

基本震源モデル
の1.5倍

SMGA位置と
短周期レベルの
不確かさの重畳
を考慮

フィリピン海プレート
の北東限を考慮し、

三陸沖中部～
茨城県沖に設定

Mw9.0
12(東半分)
21(西半分)

茨城県沖の
SMGA位置
を敷地近傍

に配置

基本震源モデル
の1.5倍
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第 5.6.14表(1) 2011年東北地方太平洋沖型地震の断層パラメータ 

（不確かさを考慮したケース：SMGA位置） 

 

 

 

SMGA全体

面積 Sa(km2) 12500 Sa=cS, c=0.125

地震モーメント M0a(N･m） 1.00E+22 M0a=μDaSa

すべり量 Da(cm) 1708.6 Da=2×D

応力降下量 Δσa(MPa) 24.6 Δσa=S/Sa×Δσ

短周期レベル Aa(N･m/s2) 2.97E+20 Aa=(ΣAai
2)1/2=51/2Aa1

各SMGA

面積 Sa1(km2) 2500 Sa1=Sa/5

地震モーメント M0a1(N･m） 2.00E+21 M0a1=M0aSa1
1.5/ΣSai

1.5=M0a/5

すべり量 Da1(cm) 1708.6 Da1=M0a1/(μSa1)

応力降下量 Δσa1(MPa) 24.6 Δσa1=Δσa

短周期レベル Aa1(N･m/s2) 1.33E+20 Aa1=4πr1Δσa1Vs
2, r1=(Sa1/π)1/2

ライズタイム τa1(s) 8.33 τa1=0.5Wai/Vr，Wai:SMGA幅

背景領域

面積 Sb(km2) 87500 Sb=S-Sa

地震モーメント M0b(N･m） 3.00E+22 M0b=M0-M0a

すべり量 Db(cm) 732.2 Db=M0b/μSb

応力降下量 Δσb(MPa) 4.9 Δσb=0.2Δσa

ライズタイム τb(s) 33.33 τb=0.5W/Vr，W:断層幅

Q値 Q 110f 0.69 佐藤ほか（1994）

項目 設定値 設定方法

走向 θ(°) 200 F-net

傾斜角1（東側） δ1(°) 12 壇ほか(2005)

傾斜角2（西側） δ2(°) 21 壇ほか(2005)

すべり角 λ(°) 88 F-net

長さ L(km) 500 断層面積に基づき算定

幅 W(km) 200 断層面積に基づき算定

基準点北緯 N(°) 38.1035 本震の震源位置（気象庁）

基準点東経 E(°) 142.8610 本震の震源位置（気象庁）

基準点深さ H(km) 23.7 本震の震源位置（気象庁）

上端深さ hu(km) 12.3 hu=H-w1sinδ1, w1=55km

下端深さ hl(km) 68.9 hl=H+(100-w1)sinδ1+100sinδ2

断層面積 S(km2) 100000 logS=M-4.0，佐藤(1989)

平均応力降下量 Δσ(MPa) 3.08 M0=16/7×(S/π)3/2Δσ

地震モーメント M0(N･m） 4.00E+22 logM0=1.5Mw+9.1，Hanks and Kanamori (1979)

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ MW 9.0 2011年東北地方太平洋沖地震

平均すべり量 D(cm) 854.3 D=M0/(μS)

剛性率 μ(N/m2) 4.68E+10
μ=ρVs

2，ρ=3.08g/cm3

地震調査研究推進本部
（2002），（2005）

せん断波速度 Vs(km/s) 3.9 
地震調査研究推進本部
（2002），（2005）

破壊伝播速度 Vr(km/s) 3.0 
地震調査研究推進本部
（2002），（2005）



添-2-55 

第 5.6.14表(2) 2011年東北地方太平洋沖型地震の断層パラメータ 

（不確かさを考慮したケース：短周期レベル） 

SMGA全体

面積 Sa(km2) 12500 Sa=cS, c=0.125

地震モーメント M0a(N･m） 1.00E+22 M0a=μDaSa

すべり量 Da(cm) 1708.6 Da=2×D

応力降下量 Δσa(MPa) 37.0 Δσa=S/Sa×Δσ×1.5

短周期レベル Aa(N･m/s2) 4.46E+20 Aa=(ΣAai
2)1/2=51/2Aa1

各SMGA

面積 Sa1(km2) 2500 Sa1=Sa/5

地震モーメント M0a1(N･m） 2.00E+21 M0a1=M0aSa1
1.5/ΣSai

1.5=M0a/5

すべり量 Da1(cm) 1708.6 Da1=M0a1/(μSa1)

応力降下量 Δσa1(MPa) 37.0 Δσa1=Δσa

短周期レベル Aa1(N･m/s2) 1.99E+20 Aa1=4πr1Δσa1Vs
2, r1=(Sa1/π)1/2

ライズタイム τa1(s) 8.33 τa1=0.5Wai/Vr，Wai:SMGA幅

背景領域

面積 Sb(km2) 87500 Sb=S-Sa

地震モーメント M0b(N･m） 3.00E+22 M0b=M0-M0a

すべり量 Db(cm) 732.2 Db=M0b/μSb

応力降下量 Δσb(MPa) 7.4 Δσb=0.2Δσa

ライズタイム τb(s) 33.33 τb=0.5W/Vr，W:断層幅

Q値 Q 110f 0.69 佐藤ほか（1994）

項目 設定値 設定方法

走向 θ(°) 200 F-net

傾斜角1（東側） δ1(°) 12 壇ほか(2005)

傾斜角2（西側） δ2(°) 21 壇ほか(2005)

すべり角 λ(°) 88 F-net

長さ L(km) 500 断層面積に基づき算定

幅 W(km) 200 断層面積に基づき算定

基準点北緯 N(°) 38.1035 本震の震源位置（気象庁）

基準点東経 E(°) 142.8610 本震の震源位置（気象庁）

基準点深さ H(km) 23.7 本震の震源位置（気象庁）

上端深さ hu(km) 12.3 hu=H-w1sinδ1, w1=55km

下端深さ hl(km) 68.9 hl=H+(100-w1)sinδ1+100sinδ2

断層面積 S(km2) 100000 logS=M-4.0，佐藤(1989)

平均応力降下量 Δσ(MPa) 3.08 M0=16/7×(S/π)3/2Δσ

地震モーメント M0(N･m） 4.00E+22 logM0=1.5Mw+9.1，Hanks and Kanamori (1979)

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ MW 9.0 2011年東北地方太平洋沖地震

平均すべり量 D(cm) 854.3 D=M0/(μS)

剛性率 μ(N/m2) 4.68E+10
μ=ρVs

2，ρ=3.08g/cm3

地震調査研究推進本部
（2002），（2005）

せん断波速度 Vs(km/s) 3.9 
地震調査研究推進本部
（2002），（2005）

破壊伝播速度 Vr(km/s) 3.0 
地震調査研究推進本部
（2002），（2005）
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第 5.6.14表(3) 2011年東北地方太平洋沖型地震の断層パラメータ 

（不確かさを考慮したケース：SMGA位置と短周期レベルの不確かさの重畳） 

SMGA全体

面積 Sa(km2) 12500 Sa=cS, c=0.125

地震モーメント M0a(N･m） 1.00E+22 M0a=μDaSa

すべり量 Da(cm) 1708.6 Da=2×D

応力降下量 Δσa(MPa) 37.0 Δσa=S/Sa×Δσ×1.5

短周期レベル Aa(N･m/s2) 4.46E+20 Aa=(ΣAai
2)1/2=51/2Aa1

各SMGA

面積 Sa1(km2) 2500 Sa1=Sa/5

地震モーメント M0a1(N･m） 2.00E+21 M0a1=M0aSa1
1.5/ΣSai

1.5=M0a/5

すべり量 Da1(cm) 1708.6 Da1=M0a1/(μSa1)

応力降下量 Δσa1(MPa) 37.0 Δσa1=Δσa

短周期レベル Aa1(N･m/s2) 1.99E+20 Aa1=4πr1Δσa1Vs
2, r1=(Sa1/π)1/2

ライズタイム τa1(s) 8.33 τa1=0.5Wai/Vr，Wai:SMGA幅

背景領域

面積 Sb(km2) 87500 Sb=S-Sa

地震モーメント M0b(N･m） 3.00E+22 M0b=M0-M0a

すべり量 Db(cm) 732.2 Db=M0b/μSb

応力降下量 Δσb(MPa) 7.4 Δσb=0.2Δσa

ライズタイム τb(s) 33.33 τb=0.5W/Vr，W:断層幅

Q値 Q 110f 0.69 佐藤ほか（1994）

項目 設定値 設定方法

走向 θ(°) 200 F-net

傾斜角1（東側） δ1(°) 12 壇ほか(2005)

傾斜角2（西側） δ2(°) 21 壇ほか(2005)

すべり角 λ(°) 88 F-net

長さ L(km) 500 断層面積に基づき算定

幅 W(km) 200 断層面積に基づき算定

基準点北緯 N(°) 38.1035 本震の震源位置（気象庁）

基準点東経 E(°) 142.8610 本震の震源位置（気象庁）

基準点深さ H(km) 23.7 本震の震源位置（気象庁）

上端深さ hu(km) 12.3 hu=H-w1sinδ1, w1=55km

下端深さ hl(km) 68.9 hl=H+(100-w1)sinδ1+100sinδ2

断層面積 S(km2) 100000 logS=M-4.0，佐藤(1989)

平均応力降下量 Δσ(MPa) 3.08 M0=16/7×(S/π)3/2Δσ

地震モーメント M0(N･m） 4.00E+22 logM0=1.5Mw+9.1，Hanks and Kanamori (1979)

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ MW 9.0 2011年東北地方太平洋沖地震

平均すべり量 D(cm) 854.3 D=M0/(μS)

剛性率 μ(N/m2) 4.68E+10
μ=ρVs

2，ρ=3.08g/cm3

地震調査研究推進本部
（2002），（2005）

せん断波速度 Vs(km/s) 3.9 
地震調査研究推進本部
（2002），（2005）

破壊伝播速度 Vr(km/s) 3.0 
地震調査研究推進本部
（2002），（2005）
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第 5.6.15表 2011年東北地方太平洋沖型地震の 

地震動評価に用いる要素地震の諸元 

 

 

設定値

2011 年 3 月28 日 7 時 23 分

6.5

東経 (°) 142.35

北緯 (°) 38.38

31.7

 281 ； 127

  67 ； 26 

-101；-67

1.66×1018

0.58

47.5

※ Ｆ-ｎｅｔによる

設定値

2005 年 10 月 19 日 20 時 44 分

6.3

東経 (°) 141.04

北緯 (°) 36.38

48.3

  25 ； 209 

68 ； 22 

88 ； 94 

3.18×1018

0.31

12.5

※ Ｆ-ｎｅｔによる

（要素地震（北部））

（要素地震（南部））

項目

項目

発生日時

気象庁マグニチュード

震央位置

震源深さ (km)

走向 (°) ※

傾斜 (°) ※

すべり角 (°) ※

地震モーメント (N・m) ※

コーナー周波数 (Hz)

応力降下量 (MPa)

すべり角 (°) ※

地震モーメント (N・m) ※

コーナー周波数 (Hz)

応力降下量 (MPa)

発生日時

気象庁マグニチュード

震央位置

震源深さ (km)

走向 (°) ※

傾斜 (°) ※
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第 5.6.16表 茨城県南部の地震の断層パラメータ 

（基本震源モデル） 

  

(60)
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第 5.6.17表 茨城県南部の地震の検討ケース 

 

 

ケース名
地震
規模

M

断層
傾斜角

(°)

応力
降下量
(MPa)

アスペリティ位置 震源位置
等価

震源距離
(km)

基本震源モデル 7.3 90 62
海洋性マントルの

最上部に配置

フィリピン海プレート内の
地震を想定する 領域のうち

敷地に近い位置
63.1

断層傾斜角の
不確かさを考慮

7.3 48 62
海洋性マントルの

最上部に配置

フィリピン海プレート内の
地震を想定する 領域のうち

敷地に近い位置
66.7

アスペリティ位置の
不確かさを考慮

7.3 90 62
敷地に近くなるように

海洋性地殻内の
上端に配置

フィリピン海プレート内の
地震を想定する 領域のうち

敷地に近い位置
61.5

応力降下量の
不確かさを考慮

7.3 90 77.59
海洋性マントルの

最上部に配置

フィリピン海プレート内の
地震を想定する 領域のうち

敷地に近い位置
62.4

地震規模の
不確かさを考慮

7.4 90 62
海洋性マントルの

最上部に配置

フィリピン海プレート内の
地震を想定する 領域のうち

敷地に近い位置
63.2
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第 5.6.18表(1) 茨城県南部の地震の断層パラメータ 

（不確かさを考慮したケース：断層傾斜角） 

 

アスペリティ

面積 Sa(km2) 150 中央防災会議(2013)

すべり量 Da(m) 5.1 Da=2D

地震モーメント M0a(N･m） 3.52E+19 M0a=μDaSa

応力降下量 Δσa(MPa) 62 中央防災会議(2013)

短周期レベル
（参考）

A(N･m/s2) 8.61E+19 Aa=4πraΔσaVs
2

背景領域

面積 Sb(km2) 750 Sb=S-Sa

すべり量 Db(m) 2.23 Db=M0b/（μSb）

地震モーメント M0b(N･m） 7.7E+19 M0b=M0-M0a

実効応力 Δσb(MPa) 12.4 Δσb=0.2Δσa

Q値 Q 110f 0.69 佐藤ほか（1994）

項目 設定値 設定方法

基準点
（断層北西端）

N（°） 36.242 
中央防災会議(2013)のフィリピン海プレート内の
地震を想定する領域の北端

E（°） 140.11 

上端深さ h(km) 36～49 フィリピン海プレートの上面位置

気象庁ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ Mj 7.3 Mj=Mw

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ MW 7.3 中央防災会議(2013)

地震モーメント M0(N･m） 1.12E+20 logM0=1.5Mw+9.1，Hanks and Kanamori (1979)

走向 θ(°) 140.7
中央防災会議(2013)のフィリピン海プレート内の
地震を想定する領域

傾斜角 δ(°) 48 敷地へ向く傾斜角

ずれの種類
－ 右横ずれ 長谷川ほか(2013)

－ 縦ずれ 破壊の進行方向が敷地に向かう設定

すべり角
λ(°) 180 長谷川ほか(2013)：右横ずれの場合

λ(°) 90 逆断層：縦ずれの場合

平均応力降下量 Δσ(MPa) 10.3 中央防災会議(2013)

断層面積 S(km2) 900 中央防災会議(2013)

長さ L(km) 45 L=S/W

幅 W(km) 20 中央防災会議(2013)のフィリピン海プレートの厚さ

密度 ρ(g/cm3) 2.875 μ=ρVs
2

せん断波速度 Vs(km/s) 4.0 佐藤(2003)

剛性率 μ(N/m2) 4.6E+10 中央防災会議(2013)

平均すべり量 D(m) 2.55 D=M0/(μS)

破壊伝播速度 Vr(km/s) 2.9 中央防災会議(2013)

高周波遮断係数 fmax(Hz) 13.5 地震調査研究推進本部の海溝型地震
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第 5.6.18表(2) 茨城県南部の地震の断層パラメータ 

（不確かさを考慮したケース：アスペリティ位置） 
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第 5.6.18表(3) 茨城県南部の地震の断層パラメータ 

（不確かさを考慮したケース：応力降下量） 

 

アスペリティ

面積 Sa(km2) 135
Sa=1.25×10-16M0

2/3[dyne-cm]
（笹谷ほか（2006）のM0-Sa関係）

すべり量 Da(m) 7.16 Da=2D

地震モーメント M0a(N･m） 4.45E+19 M0a=μDaSa

応力降下量 Δσa(MPa) 77.59 Δσa=A/（4πβ2）/（Sa/π）0.5

背景領域

面積 Sb(km2) 546 Sb=S-Sa

すべり量 Db(m) 2.70 Db=M0b/（μSb）

地震モーメント M0b(N･m） 6.77E+19 M0b=M0-M0a

実効応力 Δσb(MPa) 15.52 Δσb=0.2Δσa

Q値 Q 110f 0.69 佐藤ほか（1994）

項目 設定値 設定方法

基準点
（断層北西端）

N（°） 36.200 
中央防災会議(2013)のフィリピン海プレート内の
地震を想定する領域の北端

E（°） 140.15 

上端深さ h(km) 38～50 フィリピン海プレートの上面位置

気象庁ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ Mj 7.3 Mj=Mw

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ MW 7.3 中央防災会議(2013)

地震モーメント M0(N･m） 1.12E+20 logM0=1.5Mw+9.1，Hanks and Kanamori (1979)

走向 θ(°) 140.7
中央防災会議(2013)のフィリピン海プレート内の
地震を想定する領域

傾斜角 δ(°) 90 中央防災会議(2013)

ずれの種類 － 右横ずれ 長谷川ほか(2013)

すべり角 λ(°) 180 長谷川ほか(2013)

平均応力降下量 Δσ(MPa) 15.37 Δσ=（7π1.5/16）（M0/S1.5）

断層面積 S(km2) 681 S=（49π4β4M0
2）/（16A2Sa）

長さ L(km) 34.07 L=S/W

幅 W(km) 20 中央防災会議(2013)のフィリピン海プレートの厚さ

密度 ρ(g/cm3) 2.875 μ=ρVs
2

せん断波速度 Vs(km/s) 4.0 佐藤(2003)

剛性率 μ(N/m2) 4.6E+10 中央防災会議(2013)

平均すべり量 D(m) 3.58 D=M0/(μS)

破壊伝播速度 Vr(km/s) 2.9 中央防災会議(2013)

短周期レベル A(N･m/s2) 1.02E+20
A=9.84×1017×M0

1/3[dyne-cm]
（笹谷ほか（2006）のM0-A関係）

高周波遮断係数 fmax(Hz) 13.5 地震調査研究推進本部の海溝型地震
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第 5.6.18表(4) 茨城県南部の地震の断層パラメータ 

（不確かさを考慮したケース：地震規模） 

 

 

 

アスペリティ
全体

面積 Sa(km2) 187 Sa =0.167S

すべり量 Da(m) 6.15 Da=2D

地震モーメント M0a(N･m） 5.28E+19 M0a=μDaSa

応力降下量 Δσa(MPa) 62 中央防災会議(2013)

短周期レベル（
参考）

Aa (N･m/s2) 9.61E+19 Aa=4πraΔσaVs
2

各
アスペリティ

面積 Sa1(km2) 93 Sa1 =Sa/2

すべり量 Da1(m) 6.15 Da1=Da

地震モーメント M0a1(N･m） 2.64E+19 M0a1=μDa1Sa1

応力降下量 Δσa1(MPa) 62 中央防災会議(2013)

短周期レベル
（参考）

Aa1 (N･m/s2) 6.79E+19 Aa1=4πra1Δσa1Vs
2

背景領域

面積 Sb(km2) 933 Sb=S-Sa

すべり量 Db(m) 2.46 Db=M0b/（μSb）

地震モーメント M0b(N･m） 1.06E+20 M0b=M0-M0a

実効応力 Δσb(MPa) 12.4 Δσb=0.2Δσa

Q値 Q 110f 0.69 佐藤ほか（1994）

項目 設定値 設定方法

基準点
（断層北西端）

N（°） 36.277 
中央防災会議(2013)のフィリピン海プレート内の
地震を想定する領域の北端

E（°） 140.07 

上端深さ h(km) 33～53 フィリピン海プレートの上面位置

気象庁ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ Mj 7.4 Mj=Mw

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ MW 7.4 与条件

地震モーメント M0(N･m） 1.58E+20 logM0=1.5Mw+9.1，Hanks and Kanamori (1979)

走向 θ(°) 140.7
中央防災会議(2013)のフィリピン海プレート内の
地震を想定する領域

傾斜角 δ(°) 90 中央防災会議(2013)

ずれの種類 － 右横ずれ 長谷川ほか(2013)

すべり角 λ(°) 180 長谷川ほか(2013)

平均応力降下量 Δσ(MPa) 10.3 中央防災会議(2013)

断層面積 S(km2) 1120 与条件より算定

長さ L(km) 56 L=S/W

幅 W(km) 20 中央防災会議(2013)のフィリピン海プレートの厚さ

密度 ρ(g/cm3) 2.875 μ=ρVs
2

せん断波速度 Vs(km/s) 4.0 佐藤(2003)

剛性率 μ(N/m2) 4.6E+10 中央防災会議(2013)

平均すべり量 D(m) 3.08 D=M0/(μS)

破壊伝播速度 Vr(km/s) 2.9 中央防災会議(2013)

高周波遮断係数 fmax(Hz) 13.5 地震調査研究推進本部の海溝型地震
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第 5.6.19表 標準応答スペクトルのコントロールポイント 

 

 

周期 

(s) 

水平成分 鉛直成分 

擬似速度 擬似速度 

(cm/s) (cm/s) 

0.02  1.910  1.273  

0.03  3.500  2.500  

0.04  6.300  4.400  

0.06  12.000  7.800  

0.09  20.000  13.000  

0.15  31.000  19.000  

0.30  43.000  26.000  

0.60  60.000  35.000  

5.00  60.000  35.000  
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第 5.6.20表 2008年岩手・宮城内陸地震の震源域と敷地近傍の比較 

  

 

 

項目
比較
結果

地質 △

・ 震源域近傍には、主に中新統から鮮新
統の堆積岩・火山岩等、第四系の火山
岩類が分布する。

・ 敷地近傍には、中新統の堆積岩、鮮
新統の堆積岩、更新統の段丘堆積物
等、完新統の沖積層及び砂丘砂層が
分布する。

地質
構造

×

・

・

震源域近傍には、中新世以降に形成さ
れた褶曲構造が認められる。
カルデラが密集することから、地質構
造が複雑である。

・

・

敷地近傍に広く分布する鮮新統～下
部更新統(久米層)及びこれを不整合
に覆う上部更新統はほぼ水平に分布
している。
敷地近傍にカルデラは分布しない。

変動
地形等

×

・

・

下記の観点より、震源域近傍は変動地
形等の認識が難しい地域である。
- 震源域は山間部に位置し、近傍に河
  成段丘が一部分布するのみであり、
  指標となる地形が少ない。
- 大規模地すべりを含めた地すべりが
  密集している。

田力ほか(2009)  によると、枛木立
付近には短いながら明瞭な断層変位地
形があり、低位段丘礫層堆積期以降に
複数回、比較的活発な活動を繰り返し
ていることが明らかとなった。

・

・

下記の観点より、敷地近傍は変動地
形等が認識しやすい地域である。
- 陸域には後期更新世以降に形成さ
  れた段丘面が広く分布している。
- 地すべりが認められない。
- 海域には堆積層からなる鮮新統及
  び下部更新統が水平に広く分布し
  ている。
変動地形学的調査の結果、敷地近傍
陸域に変動地形は認められない。

火山 ×
・ 火山フロントに近接する。 ・ 火山フロントの遠方に位置する。

地震地
体構造

×
・ 東北日本弧内帯（8C）

(垣見ほか(2003))
・ 東北日本弧外帯（8B）

(垣見ほか(2003))

応力場 ×

・

・

防災科学技術研究所(2013)  におい
て、ひずみ集中帯と指摘されている。
東西圧縮の逆断層型が卓越

・

・

ひずみ集中帯と指摘している文献は
ない。
敷地周辺の茨城県北部では南西－北
東引張の正断層型が卓越

【凡例】 〇：類似性あり、△：類似性低い～一部あり、×：類似性なし

敷地近傍
2008年岩手・宮城内陸地震

の震源域

(61)

(62)
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第 5.6.21表 2000年鳥取県西部地震の震源域と敷地近傍の比較 

  

 

 

  

項目
比較
結果

地質 ×

・ 震源域近傍には、主に白亜系～古第三
系の花崗岩及び中新統の安山岩～玄武
岩の岩脈が分布する。

・ 敷地近傍には、中新統の堆積岩、鮮
新統の堆積岩、更新統の段丘堆積物
等、完新統の沖積層及び砂丘砂層が
分布する。

地質
構造

×

・ 第四紀中期以降に新たに断層面を形成
して、断層が発達しつつあり、活断層
の発達過程としては初期ないし未成熟
な段階にある。

・ 敷地近傍に広く分布する鮮新統～下
部更新統(久米層)及びこれを不整合
に覆う上部更新統はほぼ水平に分布
している。

変動
地形等

×

・

・

下記の観点より、震源域近傍は変動地
形等の認識が難しい地域である。

- 岡田(2002)  によると、震源域近
  傍の活断層の特徴として、第四紀中
  期以降に新たな断層面を形成して断
  層が発達しつつあり、活断層の発達
  過程としては初期ないし未成熟な段
  階にある。
震源域に震源断層の方向とほぼ一致す
る短く断続するリニアメント群が判読
されるとともにリニアメント沿いで水
平に近い条線をもつ断層露頭が多く確
認され、これらの断層は横ずれ断層に
伴うフラワー構造を呈して地下では1本
の断層に収斂すると推測されている。

・

・

下記の観点より、敷地近傍は変動地
形等が認識しやすい地域である。
- 陸域には後期更新世以降に形成さ
  れた段丘面が広く分布している。
- 地すべりが認められない。
- 海域には堆積層からなる鮮新統及
  び下部更新統が水平に広く分布し
  ている。
変動地形学的調査の結果、敷地近傍
陸域に変動地形は認められない。

火山 ×
・ 火山フロントに近接する。 ・ 火山フロントの遠方に位置する。

地震地
体構造

×
・ 中国山地・瀬戸内海（10C5）

(垣見ほか(2003))
・ 東北日本弧外帯（8B）

(垣見ほか(2003))

応力場 ×

・

・

西村(2014)  において、ひずみ集中
帯と指摘されている。
東西圧縮の横ずれ断層型が卓越

・

・

ひずみ集中帯と指摘している文献は
ない。
敷地周辺の茨城県北部では南西－北
東引張の正断層型が卓越

【凡例】 〇：類似性あり、△：類似性低い～一部あり、×：類似性なし

2000年鳥取県西部地震
の震源域

敷地近傍

(64)

(63)
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第 5.6.22表 標準応答スペクトルに適合する模擬地震波の 

振幅包絡線の経時的変化   

 

 

  

 

 

  

tB tC tD

水平成分 29.8 3.7 16.3 29.8

鉛直成分 29.8 3.7 16.3 29.8

種別
継続時間

(s)

振幅包絡線の経時的変化 (s)

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

0 5 10 15 20 25 30

振
幅

時間（ｓ）

tB=3.7 (s) tC=16 3 (s)

tD=29.8 (s)

M=7.0、Xeq=10km として評価 

tB=100.5M-2.93 

tC-tB=100.3M-1.0 

tD-tC=100.17M+0.54logXeq-0.6 

 

E(t)= 
(t/tB)2                   0≤t≤tB  
1                       tB≤t≤tC  
exp[(ln0.1)(t-tC)/(tD-tC)]    tC≤t≤tD  
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第 5.6.23表 標準応答スペクトルに適合する模擬地震波の作成結果 
 

 

 

位相 
標準応答 

スペクトル 

作成条件 作成結果 

応答 

スペクトル 

最大 

加速度

（cm/s2） 

継続 

時間等 

応答スペクトル

比 R(T) 
SI 比 

乱数位相 

による検討 

水平成分 第 5.6.28 図  600 第 5.6.30 図(1) 第 5.6.31 図(1) 1.0 以上 

鉛直成分 第 5.6.28 図 400 第 5.6.30 図(1) 第 5.6.31 図(1) 1.0 以上 

実位相 

による検討 

水平成分 第 5.6.28 図 524 第 5.6.30 図(2) 第 5.6.31 図(2) 1.0 以上 

鉛直成分 第 5.6.28 図 350 第 5.6.30 図(2) 第 5.6.31 図(2) 1.0 以上 
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第 5.6.24表 設計用応答スペクトルのコントロールポイント 

 

 

 

 

  

ＴＡ ＴＢ ＴＣ ＴＤ ＴＥ ＴＦ

 周期 (s) 0.02 0.09 0.13 0.45 2.00 5.00

 速度 (cm/s) 2.228 25.783 37.242 125.335 220.000 220.000

（水平成分）

Ｓｓ-ＤＨ

応答スペクトル
コントロールポイント

ＴＡ ＴＢ ＴＣ ＴＤ ＴＥ ＴＦ ＴＧ ＴＨ

 周期 (s) 0.02 0.09 0.13 0.20 0.60 1.00 2.00 5.00

 速度 (cm/s) 1.592 16.473 24.828 38.197 85.000 100.000 110.000 110.000
Ｓｓ-ＤＶ

（鉛直成分）

応答スペクトル
コントロールポイント

TA～TH は周期(s) 

TA～TＦは周期(s) 



添-2-70 

 

第 5.6.25表 設計用応答スペクトルに適合する模擬地震波の振幅包絡線の経時的変化 

 

 

  

ｔB tC tD

Ｓｓ-ＤＨ 142.55 16.60 47.50 142.55

Ｓｓ-Ｄｖ 142.55 16.60 47.50 142.55

種別
継続時間

(s)

振幅包絡線の経時的変化（s）

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

0 20 40 60 80 100 120 140 160

振
幅

時間（s）

M＝8.3、Xeq＝144.9kmとして評価

tB＝10 0.5M－2.93

tC－tB＝10 0.3M－1.0

tD－tC＝10 0.17M＋0.54logXeq－0.6

(t／tB)2 0 ≤ t ≤ tB

E(t)＝ 1 tB ≤ t ≤ tC

exp[(ln0.1)(t－tC)／(tD－tC)] tC ≤ t ≤ tD

tB＝16.60 (s) tC＝47.50 (s)
tD＝142.55 (s)
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第 5.6.26表 設計用応答スペクトルに適合する模擬地震波の作成結果 

 

種別 

作成条件 作成結果 

応答スペクトル 
最大加速度

（cm/s2） 
継続時間等 応答スペクトル比 SI 比 

Ss-DH 
第 5.6.35 図 

(1) 
700 第 5.6.41 図 第 5.6.40 図 1.0 以上 

Ss-Dv 
第 5.6.35 図 

(2) 
500 第 5.6.41 図 第 5.6.40 図 1.0 以上 
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第 5.6.27表 基準地震動 Ssの最大加速度 

 

 

 

  

基準地震動
最大加速度（cm/s2）

NS成分 EW成分 UD成分

Ss-D 応答スペクトル手法による基準地震動 700 500

Ss-１
F３断層～F４断層による地震

（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点１）
973 711 474

Ss-２
F３断層～F４断層による地震

（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点２）
835 761 436

Ss-３
F３断層～F４断層による地震

（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点３）
948 850 543

Ss-４
F３断層～F４断層による地震

（断層傾斜角の不確かさ，破壊開始点３）
740 630 405

Ss-５
2011年東北地方太平洋沖型地震

（SMGA位置と短周期レベルの不確かさの重畳）
670 513 402

Ss-６ 標準応答スペクトルを考慮した地震動 827 591
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第 5.2.1図 敷地周辺における過去の被害地震の震央分布 
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第 5.2.2図(1) 敷地周辺における M4.0以上の地震の震央分布（深さ 30km以浅） 

 

(2011年 3月～2015年 12月) (1923年～2011年 2月) 
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第 5.2.2図(2) 敷地周辺における M4.0以上の地震の震央分布（深さ 30km～60km） 

 

 

(2011年 3月～2015年 12月) (1923年～2011年 2月) 



添
-2

-76 

 

  

 

 
 

第 5.2.2図(3) 敷地周辺における M4.0以上の地震の震央分布（深さ 60km～90km） 

 

(2011年 3月～2015年 12月) (1923年～2011年 2月) 
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第 5.2.2図(4) 敷地周辺における M4.0以上の地震の震央分布（深さ 90km以深） 

 

(2011年 3月～2015年 12月) (1923年～2011年 2月) 
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第 5.2.3 図(1) 敷地周辺における M4.0以上の地震の震源鉛直分布 

((1)～(1')断面) 

 

 

 

 

第 5.2.3 図(2) 敷地周辺における M4.0以上の地震の震源鉛直分布 

((2)～(2')断面) 

  

(2011年 3月～2015年 12月) (1923年～2011年 2月) 

(2011年 3月～2015年 12月) (1923年～2011年 2月) 

(1) 

(1) 

(1') 

(1') 敷地(投影) 

▽ 

 

(1) 

(1) 

(1') 

(1') 敷地(投影) 

▽ 

(2) 

(2) 

(2') 

(2') 敷地 

▽ 

(2) 

(2) 

(2') 

(2') 敷地 

▽ 
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第 5.2.3 図(3) 敷地周辺における M4.0以上の地震の震源鉛直分布 

((3)～(3')断面) 

 

 

 

 

 

第 5.2.3 図(4) 敷地周辺における M4.0以上の地震の震源鉛直分布 

((4)～(4')断面) 

  

(4) 

(4) 

(4') 

(4') 敷地 

▽ 

(4) 

(4) 

(4') 

(4') 敷地 

▽ 

(2011年 3月～2015年 12月) (1998年 1月～2011年 2月) 

(2011年 3月～2015年 12月) (1998年 1月～2011年 2月) 

(3) 

(3) 

(3') 

(3') 敷地(投影) 

▽ 

(3) 

(3) 

(3') 

(3') 敷地(投影) 

▽ 
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第 5.2.4図(1) 敷地周辺における M4.0以下の地震の震央分布（深さ 30km以浅） 

 

(2011年 3月～2015年 12月) (1998年 1月～2011年 2月) 
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第 5.2.4図(2) 敷地周辺における M4.0以下の地震の震央分布（深さ 30km～60km） 

 

(2011年 3月～2015年 12月) (1998年 1月～2011年 2月) 



添
-2

-82 

 

  

 
 

第 5.2.4図(3) 敷地周辺における M4.0以下の地震の震央分布（深さ 60km～90km） 

 

(2011年 3月～2015年 12月) (1998年 1月～2011年 2月) 
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第 5.2.4図(4) 敷地周辺における M4.0以下の地震の震央分布（深さ 90km以深） 

 

(2011年 3月～2015年 12月) (1998年 1月～2011年 2月) 
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第 5.2.5 図(1) 敷地周辺における M4.0以下の地震の震源鉛直分布 

((1)～(1')断面) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5.2.5 図(2) 敷地周辺における M4.0以下の地震の震源鉛直分布 

((2)～(2')断面) 

  

(2011年 3月～2015年 12月) (1998年 1月～2011年 2月) 

(2011年 3月～2015年 12月) (1998年 1月～2011年 2月) 

(1) 

(1) 

(1') 

(1') 敷地(投影) 

▽ 

(1) 

(1) 

(1') 

(1') 敷地(投影) 

▽ 

(2) 
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(2') 

(2') 敷地 

▽ 
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第 5.2.5 図(3) 敷地周辺における M4.0以下の地震の震源鉛直分布 

((3)～(3')断面) 

 

 

 

 

 

第 5.2.5 図(4) 敷地周辺における M4.0以下の地震の震源鉛直分布 

((4)～(4')断面) 

  

(2011年 3月～2015年 12月) (1998年 1月～2011年 2月) 

(2011年 3月～2015年 12月) (1998年 1月～2011年 2月) 

(3) 

(3) 

(3') 

(3') 敷地(投影) 

▽ 

(3) 

(3) 

(3') 

(3') 敷地(投影) 

▽ 

(4) 

(4) 

(4') 

(4') 敷地 

▽ 

(4) 

(4) 

(4') 

(4') 敷地 

▽ 
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第 5.3.1 図 地質調査結果に基づく敷地周辺の活断層等の分布 

 

  

km 

敷地 ▲ 
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第 5.4.1 図 敷地周辺の被害地震のマグニチュード－震央距離 
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第 5.4.2 図 地質調査結果に基づく敷地周辺の 

活断層等から想定されるマグニチュード－震央距離 
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棚倉破砕帯西縁断層～同東縁付近の推定活断層 

関口－米平リニアメント 

竪破山リニアメント 

宮田町リニアメント 

Ｆ1 断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層 
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第 5.5.1図 敷地における地震観測位置 

  

N

敷地西側地点
地震観測位置(西側)

敷地西側地点
地震観測位置(北側)

敷地東側地点
地震観測位置

HTTR原子炉建物

原子炉建物及び原子炉附属建物

主冷却機建物

T.P. G.L.
地震観測位置

西側※1 北側※2

37.1m 0m 地表面

36.1m -1m ○

7.1m -30m ○

5.1m -32m ○

-57.9m -95m ○

-135.4m -172.5m
解放基盤
表面

-136.9m -174m ○

-212.9m -250m ○

T.P. G.L.
地震観測
位置

38.5m 0m ○ 地表面

6.5m -32m ○

-131.5m -170m ○※3

-134.5m -173m ○※4

-135.4m -173.9m
解放基盤
表面

※3 観測期間 2016年1月26日～
※4 観測期間 2012年4月1日～2016年1月25日

（敷地東側地点）（敷地西側地点）

※1 観測期間 1987年～
※2 観測期間 1998年～
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第 5.5.2図 敷地西側地点と敷地東側地点の解放基盤表面付近の地震観測記録に基づく 

応答スペクトル比（敷地東側地点/敷地西側地点） 
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第 5.5.3 図 敷地地盤で観測された主な地震の震央分布 
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第 5.5.4図 観測記録の応答スペクトル 

(地中最深部(T.P.-213m（G.L.-250m）)) 

(2011 年 3月 11 日東北地方太平洋沖地震の余震) (2011 年 4月 11 日福島県浜通りの地震) (2011 年 3月 11 日東北地方太平洋沖地震の本震) 
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第 5.5.5図(1) 観測記録の応答スペクトル 

(各深度、2011年 3月 11日東北地方太平洋沖地震の本震) 

(UD成分) 

北側Ｔ.Ｐ.+7m（Ｇ.Ｌ.-30m） 
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北側Ｔ.Ｐ.+7m（Ｇ.Ｌ.-30m） 
北側Ｔ.Ｐ.-213m（Ｇ.Ｌ.-250m） 

北側Ｔ.Ｐ.+7m（Ｇ.Ｌ.-30m） 
北側Ｔ.Ｐ.-213m（Ｇ.Ｌ.-250m） 
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第 5.5.5図(2) 観測記録の応答スペクトル 

(各深度、2011年 3月 11日東北地方太平洋沖地震の余震) 
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第 5.5.5図(3) 観測記録の応答スペクトル 

(各深度、2011年 4月 11日福島県浜通りの地震) 

(EW成分) (UD成分) 
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第 5.5.6図 敷地周辺の重力異常分布 
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第 5.5.7図 敷地における単点微動観測記録による検討結果 

  

：各観測点の H/V スペクトル 

：平均 H/V スペクトル 

ＨＴＴＲ原子炉建物 

原子炉建物及び原子炉附属建物 

※ ●：単点微動観測の測定位置 

※ 約 50m 格子間隔を目安に単点微動観測を実施 

 

主冷却機建物 

周期 (s) 
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第 5.5.8 図(1) 敷地における地震動の到来方向の検討に用いた地震の震央位置 

(4領域) 
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※ IBRH18：KiK-netひたちなか観測点 
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第 5.5.8 図(2) 敷地における地震動の到来方向の検討に用いた地震の震央位置 

(9領域) 
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第 5.5.9図(1) 敷地における地震動の到来方向による検討結果(4領域) 
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第 5.5.9図(2) 敷地における地震動の到来方向による検討結果(9領域) 
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←北 南→

二次元地盤モデル（ＮＳ断面）

▼

成層モデル

評価点
Vp=2.541km/s

Vp=3.118km/s
Vp=3.905km/s

Vp=5.926km/s

二次元地盤モデル（ＥＷ断面）

←西 東→

成層モデル

評価点▼
Vp=2.541km/s

Vp=3.118km/s
Vp=3.905km/s

Vp=5.926km/s

第 5.5.10図 敷地及び敷地周辺で実施した各種探査結果等を基に作成した二次元地盤モデル 
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第 5.5.11図(1) 敷地における応答波形の比較（NS成分） 
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第 5.5.11図(2) 敷地における応答波形の比較（EW成分） 
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第 5.6.1図(1) 解放基盤波と Noda et al.(2002)の方法による応答スペクトルの比 

（福島県と茨城県の県境付近で発生した内陸地殻内地震） 
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※使用しているデータが 1 つであるため、各地震の残差及び残差の標準偏差は表示されない。 

 

第 5.6.1図(2) 解放基盤波と Noda et al.(2002)の方法による応答スペクトルの比 

（鹿島灘付近で発生した太平洋プレート間地震） 
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第 5.6.1図(3) 解放基盤波と Noda et al.(2002)の方法による応答スペクトルの比 

（鹿島灘付近で発生した地震を除く太平洋プレート間地震） 
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第 5.6.1図(4) 解放基盤波と Noda et al.(2002)の方法による応答スペクトルの比 

（陸域寄りで発生した海洋プレート内地震）  

0.1

1

10

100

0 01 0.1 1 10

応
答
ス
ペ
ク
ト
ル
比

周期 (s)

0.1

1

10

100

0 01 0.1 1 10

応
答
ス
ペ
ク
ト
ル
比

周期 (s)

各地震の残差 

残差の平均 

残差の標準偏差 

補正係数 

各地震の残差 

残差の平均 

残差の標準偏差 

補正係数 



添-2-109 

 

 

第 5.6.2 図 検討用地震の選定のための応答スペクトルの比較 

（内陸地殻内地震、水平成分） 
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第 5.6.3 図 検討用地震の選定のための応答スペクトルの比較 

（プレート間地震、水平成分） 
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(h=0.05)
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第 5.6.4 図 検討用地震の選定のための応答スペクトルの比較 

（海洋プレート内地震、水平成分） 
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(65)

第 5.6.5図 断層パラメータの設定フロー 

（F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震、基本震源モデル） 
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第 5.6.6 図 F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の 

断層モデル（基本震源モデル） 
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第 5.6.7図(1) F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の 

断層モデル（不確かさを考慮したケース：短周期レベル） 
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第 5.6.7図(2) F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の 

断層モデル（不確かさを考慮したケース：断層傾斜角） 
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第 5.6.7図(3) F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の 

断層モデル（不確かさを考慮したケース：アスペリティ位置） 
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第 5.6.8図(1) F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の 

応答スペクトルに基づく手法による地震動評価結果 

（水平成分） 
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第 5.6.8図(2) F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の 

応答スペクトルに基づく手法による地震動評価結果 

（鉛直成分） 
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第 5.6.9 図 F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の 

地震動評価に用いる要素地震の震央位置 
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第 5.6.10図(1) F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（基本震源モデル、NS成分） 
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第 5.6.10図(2) F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（基本震源モデル、EW成分） 
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第 5.6.10図(3) F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（基本震源モデル、UD成分） 
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第 5.6.10図(4) F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：短周期レベル、NS成分） 
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第 5.6.10図(5) F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：短周期レベル、EW成分） 
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第 5.6.10図(6) F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：短周期レベル、UD成分） 
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第 5.6.10図(7) F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：断層傾斜角、NS成分） 
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第 5.6.10図(8) F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：断層傾斜角、EW成分） 
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第 5.6.10図(9) F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：断層傾斜角、UD成分） 
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第 5.6.10図(10) F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：アスペリティ位置、NS成分） 
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第 5.6.10図(11) F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：アスペリティ位置、EW成分） 
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第 5.6.10図(12) F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：アスペリティ位置、UD成分） 
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断層面積S
S=4.24×10-11×(M0×107)0.5

367.3m2

地震モーメントM0

7.50×1018N・m※1

平均すべり量D
D=M0/（μ・S）

0.58m

アスペリティの
すべり量Da

Da=2D

アスペリティの
地震モーメントM0a

M0a= μ・Da ・Sa

アスペリティの
応力降下量Δσa

Δσa=(7/16)M0/(ra
2R)

13.4MPa

与条件とした項目

巨視的パラメータ アスペリティ全体のパラメータ

強震動予測レシピを用いて設定

断層長さL
L=S/W

24.5km※2

断層幅W
15.0km

アスペリティ総面積Sa

Sa=π･ra
2

ra=(7πM0β2)/(4AR)
71.4km2

断層上端深さ 5km
断層下端深さ18km
断層傾斜角60度

短周期レベルA
壇ほか（2001）

A=2.46×1010×(M0×107)(1/3)

1.04×1019N・m/s2

平均応力降下量Δσ
Δσ=(7/16)M0/R3

2.6MPa

※1 保守的な地震の想定となるM0=7.5×1018Nmを与条件として設定
※2 断層形状が台形のため、断層上端長さ及び断層下端長さの平均

第 5.6.11図 断層パラメータの設定フロー 

（F3断層～F4断層による地震、基本震源モデル） 
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第 5.6.12図 F3断層～F4断層による地震の断層モデル 

（基本震源モデル） 
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第 5.6.13図(1) F3断層～F4断層による地震の断層モデル 

（不確かさを考慮したケース：短周期レベル） 
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第 5.6.13図(2) F3断層～F4断層による地震の断層モデル 

（不確かさを考慮したケース：断層傾斜角） 
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第 5.6.13図(3) F3断層～F4断層による地震の断層モデル 

（不確かさを考慮したケース：アスペリティ位置） 

  

F3断層部

F4b-1断層部

破壊開始点

アスペリティ

震源として考慮する断層

敷地

▲

破壊開始点１

破壊開始点２

破壊開始点３

N S

GL-5km

GL-18km

15.01km
(=1.668km×9）

上端深さ5km

傾斜角60度

断層面基準点

アスペリティ

北部 南部

断層面基準点

14.42km(=1.442km×10)

北端点 南端点

5.004km
(=1.668km×3）

17.30km(=1.442×12)

14.27km

屈曲点 屈曲点

7.17km

10.20km(=1.700km×6）

破壊開始点１

破壊開始点２

破壊開始点３



添-2-137 

 

 

第 5.6.14図(1) F3断層～F4断層による地震の 

応答スペクトルに基づく手法による地震動評価結果 

（水平成分） 
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片岡ほか(2006)※3 

 
※1 実線は基本震源モデル及び短周期レベルの不確かさ、 

破線は断層傾斜角の不確かさ、１点鎖線はアスペリティ位置の不確かさ 

※2 実線は基本震源モデル、破線は断層傾斜角の不確かさ 

※3 実線は基本震源モデル、破線は断層傾斜角の不確かさ、 

２点鎖線は短周期レベルの不確かさ 

Abrahamson et al.(2014)※2 

Boore et al.(2014)※2 

Campbell et al.(2014)※2 

Chiou et al.(2014)※2 

Idriss(2014)※2 
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第 5.6.14図(2) F3断層～F4断層による地震の 

応答スペクトルに基づく手法による地震動評価結果 

（鉛直成分） 
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※1 実線は基本震源モデル及び短周期レベルの不確かさ、 

破線は断層傾斜角の不確かさ、１点鎖線はアスペリティ位置の不確かさ 
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第 5.6.15図(1) F3断層～F4断層による地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（基本震源モデル、NS成分） 
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第 5.6.15図(2) F3断層～F4断層による地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（基本震源モデル、EW成分） 
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第 5.6.15図(3) F3断層～F4断層による地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（基本震源モデル、UD成分） 
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第 5.6.15図(4) F3断層～F4断層による地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：短周期レベル、NS成分） 
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第 5.6.15図(5) F3断層～F4断層による地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：短周期レベル、EW成分） 
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第 5.6.15図(6) F3断層～F4断層による地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：短周期レベル、UD成分） 
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第 5.6.15図(7) F3断層～F4断層による地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：断層傾斜角、NS成分） 
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第 5.6.15図(8) F3断層～F4断層による地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：断層傾斜角、EW成分） 
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第 5.6.15図(9) F3断層～F4断層による地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：断層傾斜角、UD成分） 
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(h=0.05)
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第 5.6.15図(10) F3断層～F4断層による地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：アスペリティ位置、NS成分） 
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(h=0.05)
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第 5.6.15図(11) F3断層～F4断層による地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：アスペリティ位置、EW成分） 
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第 5.6.15図(12) F3断層～F4断層による地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：アスペリティ位置、UD成分） 
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第 5.6.16図 断層パラメータの設定フロー 

（2011年東北地方太平洋沖型地震、基本震源モデル） 
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第 5.6.17図 2011年東北地方太平洋沖型地震の断層モデル 

（基本震源モデル） 

  

敷地 ▲ 
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破壊開始点 

(大きい☆が全体の破壊開始点) 
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第 5.6.18図(1) 2011年東北地方太平洋沖型地震の断層モデル 

（不確かさを考慮したケース：SMGA位置） 

  

敷地 ▲ 
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破壊開始点 

(大きい☆が全体の破壊開始点) 
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第 5.6.18図(2) 2011年東北地方太平洋沖型地震の断層モデル 

（不確かさを考慮したケース：短周期レベル） 
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第 5.6.18図(3) 2011年東北地方太平洋沖型地震の断層モデル 

（不確かさを考慮したケース：SMGA位置と短周期レベルの不確かさの重畳） 

  

破壊開始点 

(大きい☆が全体の破壊開始点) 

敷地 ▲ 

SMGA 



添-2-156 

 

 

第 5.6.19図(1) 2011年東北地方太平洋沖型地震の 

応答スペクトルに基づく手法による地震動評価結果と 

2011年東北地方太平洋沖地震の本震の解放基盤波の比較 

（水平成分） 
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(h=0.05)
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第 5.6.19図(2) 2011年東北地方太平洋沖型地震の 

応答スペクトルに基づく手法による地震動評価結果と 

2011年東北地方太平洋沖地震の本震の解放基盤波の比較 

（鉛直成分） 
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第 5.6.20図 2011年東北地方太平洋沖型地震の 

地震動評価に用いる要素地震の震央位置 
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第 5.6.21図(1) 2011年東北地方太平洋沖型地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（基本震源モデル、NS成分） 
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第 5.6.21図(2) 2011年東北地方太平洋沖型地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（基本震源モデル、EW成分） 
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第 5.6.21図(3) 2011年東北地方太平洋沖型地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（基本震源モデル、UD成分） 
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第 5.6.21図(4) 2011年東北地方太平洋沖型地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：SMGA位置、NS成分） 
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第 5.6.21図(5) 2011年東北地方太平洋沖型地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：SMGA位置、EW成分） 
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第 5.6.21図(6) 2011年東北地方太平洋沖型地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：SMGA位置、UD成分） 

  

0.01 0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5 10
0.1

0.2

0.5

1

2

5

10

20

50

100

200

500

1000

50

10
0

20
0

50
0

10
00

20
00

(c
m/s

 )2

0.01

0.1

1
10

(cm
)

周  期(s)

速
 
度
 

(cm/s)

ＳＭＧＡ位置の不確かさを考慮、ＵＤ成分

(h=0.05)



添-2-165 

 

 

第 5.6.21図(7) 2011年東北地方太平洋沖型地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：短周期レベル、NS成分） 
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第 5.6.21図(8) 2011年東北地方太平洋沖型地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：短周期レベル、EW成分） 
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第 5.6.21図(9) 2011年東北地方太平洋沖型地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：短周期レベル、UD成分） 
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第 5.6.21図(10) 2011年東北地方太平洋沖型地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：SMGA位置と短周期レベル 

の不確かさの重畳、NS成分） 
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第 5.6.21図(11) 2011年東北地方太平洋沖型地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：SMGA位置と短周期レベル 

の不確かさの重畳、EW成分） 
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第 5.6.21図(12) 2011年東北地方太平洋沖型地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：SMGA位置と短周期レベル 

の不確かさの重畳、UD成分） 
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第 5.6.22図(1) 2011年東北地方太平洋沖型地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果（基本震源モデル） 

と 2011 年東北地方太平洋沖地震の本震の解放基盤波の比較 

（NS成分） 
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(h=0.05)
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第 5.6.22図(2) 2011年東北地方太平洋沖型地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果（基本震源モデル） 

と 2011 年東北地方太平洋沖地震の本震の解放基盤波の比較 

（EW成分） 
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(h=0.05)
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第 5.6.22図(3) 2011年東北地方太平洋沖型地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果（基本震源モデル） 

と 2011 年東北地方太平洋沖地震の本震の解放基盤波の比較 

（UD成分） 
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第 5.6.23図 断層パラメータの設定フロー 

（茨城県南部の地震、基本震源モデル） 
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第 5.6.24図 茨城県南部の地震の断層モデル 

（基本震源モデル） 
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第 5.6.25図(1) 茨城県南部の地震の断層モデル 

（不確かさを考慮したケース：断層傾斜角） 
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第 5.6.25図(2) 茨城県南部の地震の断層モデル 

（不確かさを考慮したケース：アスペリティ位置） 
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第 5.6.25図(3) 茨城県南部の地震の断層モデル 

（不確かさを考慮したケース：応力降下量） 

  

北西 南東

GL-38km

GL-50km

GL-58km

GL-70km

50km

34.1km(=2.006km×17）

20km
(=2km×10）

14.041km(=2.006km×7)

断層面基準点
●

38km

10km
(=2km×5）

フィリピン海プレート上面

太平洋プレート上面

アスペリティ

破壊開始点１

破壊開始点２

敷地 ▲ 

断層位置 



添-2-179 

 

 

 

第 5.6.25図(4) 茨城県南部の地震の断層モデル 

（不確かさを考慮したケース：地震規模） 

  

北西 南東

GL-33km

GL-53km GL-53km

GL-73km

53km

56km(=2km×28）

20km
(=2km×10）

12.0km(2.0km×6)

断層面基準点
●

8.0km
(=2.0km×4）

アスペリティ

フィリピン海プレート上面

太平洋プレート上面

断層面基準点
●

アスペリティ

12.0km(2.0km×6) 33km

破壊開始点１

破壊開始点２

敷地 ▲ 

断層位置 



添-2-180 

 

 

第 5.6.26図(1)  茨城県南部の地震の 

応答スペクトルに基づく手法による地震動評価結果 

（水平成分） 
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第 5.6.26図(2) 茨城県南部の地震の 

応答スペクトルに基づく手法による地震動評価結果 

（鉛直成分） 
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第 5.6.27図(1) 茨城県南部の地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（基本震源モデル、NS成分） 
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第 5.6.27図(2) 茨城県南部の地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（基本震源モデル、EW成分） 
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第 5.6.27図(3) 茨城県南部の地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（基本震源モデル、UD成分） 
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第 5.6.27図(4) 茨城県南部の地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：断層傾斜角、NS成分） 
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第 5.6.27図(5) 茨城県南部の地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：断層傾斜角、EW成分） 
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第 5.6.27図(6) 茨城県南部の地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：断層傾斜角、UD成分） 
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第 5.6.27図(7) 茨城県南部の地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：アスペリティ位置、NS成分） 
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添-2-189 

 

 

第 5.6.27図(8) 茨城県南部の地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：アスペリティ位置、EW成分） 
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第 5.6.27図(9) 茨城県南部の地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：アスペリティ位置、UD成分） 
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第 5.6.27図(10) 茨城県南部の地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：応力降下量、NS成分） 
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第 5.6.27図(11) 茨城県南部の地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：応力降下量、EW成分） 
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(h=0.05)
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第 5.6.27図(12) 茨城県南部の地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：応力降下量、UD成分） 
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第 5.6.27図(13) 茨城県南部の地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：地震規模、NS成分） 
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第 5.6.27図(14) 茨城県南部の地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：地震規模、EW成分） 
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第 5.6.27図(15) 茨城県南部の地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：地震規模、UD成分） 
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第 5.6.28図 標準応答スペクトル 
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第 5.6.29図 実位相による検討に用いる地震の震央位置 
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第 5.6.30図(1) 地震基盤相当面における標準応答スペクトルに適合する模擬地震波の時刻歴波形 

(乱数位相による検討) 
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第 5.6.30図(2) 地震基盤相当面における標準応答スペクトルに適合する模擬地震波の時刻歴波形 

(実位相による検討) 
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第 5.6.31図(1) 地震基盤相当面における標準応答スペクトルに対する 

模擬地震波の応答スペクトル比 

（乱数位相による検討） 
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第 5.6.31図(2) 地震基盤相当面における標準応答スペクトルに対する 

模擬地震波の応答スペクトル比 

（実位相による検討） 
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第 5.6.32図(1) 解放基盤表面における標準応答スペクトルを考慮した地震動の応答スペクトル 

（水平成分） 

 

0.01 0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5 10
0.1

0.2

0.5

1

2

5

10

20

50

100

200

500

1000

50

10
0

20
0

50
0

10
00

20
00

(c
m/s

 )2

0.01

0.1

1
10

(cm)

周  期(s)

速
 
度
 

(cm/s)

標準応答スペクトルを考慮した地震動（乱数位相による検討）

標準応答スペクトルを考慮した地震動（実位相による検討）

(h=0.05)



添-2-204 

 

 

第 5.6.32図(2) 解放基盤表面における標準応答スペクトルを考慮した地震動の応答スペクトル 

（鉛直成分） 
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第 5.6.33図(1) 解放基盤表面における標準応答スペクトルを考慮した地震動の時刻歴波形 

（乱数位相による検討） 
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第 5.6.33図(2) 解放基盤表面における標準応答スペクトルを考慮した地震動の時刻歴波形 

（実位相による検討） 
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第 5.6.34図(1) 震源を特定せず策定する地震動の応答スペクトル  

（水平成分） 
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第 5.6.34図(2) 震源を特定せず策定する地震動の応答スペクトル  

（鉛直成分） 

  

 

  

 

 

0.01 0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5 10
0.1

0.2

0.5

1

2

5

10

20

50

100

200

500

1000

50

10
0

20
0

50
0

10
00

20
00

(c
m/s

 )2

0.01

0.1

1
10

(cm)

周  期(s)

速
 
度
 

(cm/s)

2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）に保守性を考慮した地震動

標準応答スペクトルを考慮した地震動

(h=0.05)



添-2-209 

 

 

第 5.6.35図(1) 基準地震動 Ss-Dの設計用応答スペクトル  

（水平成分、Ss-DH） 
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第 5.6.35図(2) 基準地震動 Ss-Dの設計用応答スペクトル  

（鉛直成分、Ss-DV） 
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第 5.6.36図(1) 基準地震動 Ss-Dと 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果の比較 

（NS成分） 
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第 5.6.36図(2) 基準地震動 Ss-Dと 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果の比較 

（EW成分） 
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第 5.6.36図(3) 基準地震動 Ss-Dと 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果の比較 

（UD成分） 
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第 5.6.37図(1) 基準地震動 Ss-Dと 

断層モデルを用いた手法による基準地震動 Ssの比較 

（NS成分） 
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第 5.6.37図(2) 基準地震動 Ss-Dと 

断層モデルを用いた手法による基準地震動 Ssの比較 

（EW成分） 
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断層モデルを用いた手法による各評価 

 

 



添-2-216 

 

 

第 5.6.37図(3) 基準地震動 Ss-Dと 

断層モデルを用いた手法による基準地震動 Ssの比較 

（UD成分） 
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第 5.6.38図(1) 基準地震動 Ss-Dと震源を特定せず策定する地震動の比較 

（水平成分） 
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第 5.6.38図(2) 基準地震動 Ss-Dと震源を特定せず策定する地震動の比較 

（鉛直成分） 
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第 5.6.39図(1) 基準地震動 Ssの応答スペクトル 

（NS成分） 
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第 5.6.39図(2) 基準地震動 Ssの応答スペクトル 

（EW成分） 
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第 5.6.39図(3) 基準地震動 Ssの応答スペクトル 

（UD成分） 
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第 5.6.40図 設計用応答スペクトルに対する模擬地震波の応答スペクトル比 
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第 5.6.41図 基準地震動 Ss-Dの時刻歴波形 

  

0 50 100 150 200
-1000

-500

0

500

1000

時間(s)

加
速

度
(
c
m
/
s2
)

700

0 50 100 150 200
-1000

-500

0

500

1000

時間(s)

加
速

度
(
c
m
/
s2
)

500



添-2-224 

 

 

（NS成分） 

 

（EW成分） 

 

（UD成分） 

 

第 5.6.42図(1) 基準地震動 Ss-1の時刻歴波形 
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第 5.6.42図(2) 基準地震動 Ss-2の時刻歴波形 
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第 5.6.42図(3) 基準地震動 Ss-3の時刻歴波形 
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第 5.6.42図(4) 基準地震動 Ss-4の時刻歴波形 
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第 5.6.42図(5) 基準地震動 Ss-5の時刻歴波形 
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第 5.6.43図 基準地震動 Ss-6の時刻歴波形 
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調査モデル その他の断層 松田式
・関東地震

・東北地方太平洋沖型地震 7.6 7.2 既往最大の中央値
141.0度～141 2度
36.3度～36.6度

無し β=0.5 ±3σ

0.1 0.5 0.33 0.5 0.25 0.5 0.5

武村式 8.0 7.4 ばらつきの下限値
140.9度～141.3度
36.2度～36.7度 有り

0.25

ばらつきの上限値

0.5 1.0 0.5 0.5

推本参考モデル 推本設定値
・関東地震

・茨城県沖の地震

・東北地方太平洋沖型地震
モデル1

0.5

モデル2

特定震源モデル 領域震源モデル 地震動伝播モデル（2011年東北地方太平洋沖型地震除く）

モデル マグニチュード モデル
その他の領域最大
マグニチュード※4

調査モデル領域②
（敷地前面海域）の
最大マグニチュード

鹿島灘の補正の
適用範囲

Noda et al.(2002)
による内陸補正※5 ばらつき※6 打切り

調査モデル領域④
（敷地南部）の
最大マグニチュード

※1 2011年4月に活動した直後である塩ノ平地震断層を含んだ全長破壊は当面起こ
りにくいと考えられることから重みを低く設定する。なお，Ｆ１断層（M7.1）の単独
破壊も考えられるが，全体ハザードに占める特定震源内陸地殻内地震の割合
は小さく，規模の小さなＦ１断層（M7.1）の単独破壊を考慮したとしても評価結果
への影響はない。

※2 F3断層及びF4断層については、地質・地質構造の特徴を踏まえて連動する断
層として評価しており、単独破壊は考慮しない。なお、仮に単独破壊を考慮する
と、定性的に発生頻度の高い低加速度領域のハザードが大きくなるが、この領
域では領域震源(海溝型地震)が支配的であることから、全体ハザードに与える
影響は小さいものと考えられる。また、発生頻度の低い高加速度領域について
はハザードが小さくなり、単独破壊を考慮しない方が保守的な評価となる。

※3 1677年の地震M8.0については，津波地震との指摘があることから重みを低く設
定する。

※4 文献でマグニチュードの記載に幅が示されている場合，中央値の重みを高く設
定する。

※5 内陸地殻内地震に対する補正係数を考慮しない領域を対象
※6 ばらつきは対数標準偏差0.5を用いることを基本とする。ただし観測記録等によ

る補正係数を考慮する領域を計算する場合，ばらつきは個別に算定したものを
用いる。

断層モデル手法
（経験的グリーン関数法）

ばらつき 打切り

β：0.5 ±3σ
東北地方太平洋沖型地震

（調査モデル，推本参考モデル）

※7 敷地への影響は敷地前面の鹿島灘の位置にあるSMGAの影響が大きいため，鹿島灘で発生する地震
で考慮するばらつきをロジックツリーの分岐で考慮する。

評価手法

β：鹿島灘付近

の設定値※7

0.5

0.5

Ｆ１断層～北方陸域の断層
～塩ノ平地震断層※1

その他の断層※2

※3

地震動伝播モデル（2011年東北地方太平洋沖型地震）

F1断層～北方陸域の断層

F1断層～北方陸域の断層
～塩ノ平地震断層

第 5.7.1 図 ロジックツリー 
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第 5.7.2図(1) 一様ハザードスペクトルと 

基準地震動 Ssの応答スペクトルの比較 

（水平成分） 
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第 5.7.2図(2) 一様ハザードスペクトルと 

基準地震動 Ssの応答スペクトルの比較 

（鉛直成分） 
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7. 津波 

7.1 概要 

7.1.1 施設の立地的特徴 

原子炉施設が設置される大洗研究所の敷地は、T.P.+30 m～40 mの台地を有し、敷地の

東側前面には太平洋に面して T.P.+30 m以上の段丘崖が分布している。 

原子炉施設は T.P.+約 35 m～+約 40 m の台地（海岸から約 400 m 付近）に設置されてお

り、Ｓクラス施設は原子炉建物及び原子炉附属建物、主冷却機建物に位置する。 

敷地の概況を第 7.1.1図に示す。 

 

7.1.2 津波評価方針 

津波による施設への影響を確認するため、施設の立地的特徴を踏まえて、津波の遡上評

価を行う。 

評価対象施設は原子炉施設とする。また原子炉施設は海からの取水がなく、取水性に関

する水位下降側の評価が不要であるため、水位上昇側の評価のみを行う。 

評価にあたっては、大洗研究所の敷地前面には T.P.+30 m以上の段丘崖が分布すること

から、保守的に T.P.+30 mへの津波の遡上について検討する。また遡上評価により確認さ

れる立地上の余裕に対し、さらなる影響検討を行い、施設への津波の到達可能性を検討す

る。 

 

7.2 文献調査 

7.2.1 敷地周辺に影響を及ぼした過去の津波 

敷地周辺の既往津波について文献調査を実施した。既往津波に関する主な文献としては、

渡辺(1985)(1)、渡辺(1998)(2)、宇佐美ほか(2013)(3)、宇津ほか編(2001)(4)、羽鳥(1975)(5)、

羽鳥(1987)(6)、竹内ほか(2007)(7)、東北地方太平洋沖地震津波合同調査グループ(2012)(8)、

国立天文台編(2013)(9)、Ioki and Tanioka（2016)(10)、気象庁の発表等がある。 

文献調査によると、敷地周辺に影響を与えたと考えられる津波には、1677年延宝房総

沖地震、2011年東北地方太平洋沖地震がある。 

竹内ほか(2007)(7)によると、1677年延宝房総沖地震は福島県、茨城県沿岸では記録の

残っている最大の津波であり、水戸紀年、大洗地方史、玄蕃先代集乾等の史料による建物

被害等の記載から津波浸水高を推定しており、茨城県磯浜村（現大洗町）で 5.0 m～6.0 

m以上としている。2011年東北地方太平洋沖地震については、敷地近傍で約 7 mの津波痕

跡高が確認されている。既往津波に関する文献調査結果を第 7.2.1 表及び第 7.2.1図に示

す。 

津波堆積物及び地震以外を要因とする津波に関する文献調査(11)～(18)によると、茨城県

日立市十王町、千葉県銚子市及び九十九里浜地域で津波堆積物が確認されている。 

澤井(2012)(11)及び Sawai et al.(2012)(12)によると、茨城県日立市十王町で確認された

津波堆積物から 3回のイベントが推定され、いずれも河川近傍の T.P.+5 m以下の低地で
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検出されている。3回のイベントのうち、文献記録と対比できるのは、1677年延宝房総沖

地震津波のみである。 

Yanagisawa et al.(2016) (13)は、古文書及び津波堆積物調査に基づき、1677年延宝房

総沖地震津波が千葉県銚子市の小畑池(T.P.+11.3 m)に浸水したと解釈している。 

その他、Pilarczyk et al.(2016,2021) (14)(17)や産業技術総合研究所(2021) (18)では、千

葉県の九十九里浜地域（蓮沼、一宮）において津波堆積物が確認され、房総半島沖で発生

した地震によるものと示唆されている。 

 

7.2.2 行政機関による津波評価 

行政機関による津波評価については、岩手県(2022)(19)、宮城県(2022)(20)、福島県

(2019)(21)、茨城県(2012)(22)、千葉県(2018)(23)、内閣府(2020,2022)(24)(25)等がある。この

うち、茨城県(2012)(22)では、東北地方太平洋沖地震津波及びＨ23想定津波（茨城県が平

成 19年に想定した「延宝房総沖地震津波」の波源域等を参考とした津波）を波源とする

Ｌ２津波を評価しており、茨城県沿岸における浸水深分布図が示されている。内閣府

(2020,2022)(24)(25)では、避難を軸とした総合的な津波対策の検討のため、最大クラスの津

波波源（日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震モデル）が評価されており、茨城県沿岸にお

ける浸水深分布図が示されている。 

 

7.2.3 潮位 

敷地近傍では潮位の観測が実施されていないため、茨城県(2012)(22)において茨城沿岸

の朔望平均満潮位として設定されている T.P.+0.7 mを「7. 津波」における想定津波の

水位評価の潮位条件として適用した。 

 

7.3 地震に起因する津波の評価 

敷地に影響を与える可能性がある地震に伴う津波として、プレート間地震及び海洋プレート

内地震に伴う津波並びに敷地周辺の海域活断層による地殻内地震に伴う津波を考慮した。 

水位変動の評価は、土木学会(2016)(26)を参考に実施した。 

 

7.3.1 プレート間地震に起因する津波 

7.3.1.1 検討対象領域の選定 

プレート間地震に起因する津波のうち、千島海溝沿い及び伊豆・小笠原海溝沿いの

領域については、既往津波の記録、波源の位置と伝播の指向性を考慮すると敷地への

影響が小さいことから、近地津波については過去に敷地へ比較的大きな影響を及ぼし

た日本海溝沿いの領域を対象に、津波波源を検討した。 

遠地津波については、過去に敷地へ最も大きな影響を及ぼしたと考えられる 1960

年チリ地震津波の津波波源を代表として再現解析を行い、敷地への影響が小さいこと

を確認した。津波モデルの設定を第 7.3.1図、数値シミュレーションの計算条件及び

計算領域を第 7.3.1表及び第 7.3.2図、評価結果を第 7.3.3図に示す。 
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7.3.1.2 津波波源の設定に反映する知見の分析 

プレート間地震について、最新の知見である 2011年東北地方太平洋沖地震に関連

する知見を対象に文献調査(27)～(52)を実施し、2011年東北地方太平洋沖地震の特徴に

ついて、破壊領域、すべり、地震の発生メカニズム及び発生確率に関する情報に着目

して分析を行った。 

 

(1) 2011年東北地方太平洋沖地震に関する知見 

固着の程度とすべりについては、大きなすべりが生じた領域は、固着の程度が大き

い領域に対応しており、海溝軸付近では大きなすべりを生じた（オーバーシュートが

生じた）領域が見られ、遠洋性粘土層が連続的に分布している領域に対応していると

いう見解が示されている。茨城県沖北端付近では、海溝軸から海山が沈み込み、遠洋

性粘土層を分断しているという見解が示されている。 

固着の程度と破壊伝播については、固着の程度が小さい領域が破壊伝播のバリアと

なっているという見解が示されている。また北米プレートとフィリピン海プレートの

境界が余震を含む破壊伝播のバリアとして作用しているという見解が示されている。 

地震の発生メカニズムについては、地震前後で応力状態が圧縮状態から引張状態へ

変化したことから、三陸沖中部～福島県沖に蓄積されていた巨大地震を引き起こす歪

みはほぼ完全に解消されたという見解が示されている。また、津波堆積物調査結果等

から、過去に同規模の巨大地震が数百年間隔で発生しているという見解が示されてい

る。 

 

(2) 2011年東北地方太平洋沖地震の特徴 

「(1) 2011年東北地方太平洋沖地震に関する知見」を踏まえ、2011年東北地方太

平洋沖地震の特徴について整理した。 

破壊領域については、複数の領域が連動して破壊した傾向が見られ、余震を含む破

壊領域の南限は、北米プレートとフィリピン海プレートの境界に位置している傾向が

見られる。 

すべりについては、不均一性が認められ、大きなすべりが生じた領域は三陸沖中部

の一部、宮城県沖、三陸沖南部海溝寄り、福島県沖の一部の４領域及びその沖合の海

溝軸付近である傾向が見られる。 

地震のメカニズムについては、地震の前後でプレート境界上盤側で発生する地震の

メカニズムが大きく変化した傾向が見られる。 

 

7.3.1.3 津波波源の設定 

「7.3.1.2 津波波源の設定に反映する知見の分析」を踏まえて、２つの津波波源

を設定した。 

 

(1) 東北地方太平洋沖型の津波波源 
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日本海溝沿いで生じた地震津波のうち、2011年東北地方太平洋沖地震による津波

が敷地に比較的大きな影響を及ぼしたことを踏まえ、東北地方太平洋沖型の津波波源

を設定した。東北地方太平洋沖型の津波波源で大きなすべりが生じる領域は、三陸沖

中部から福島県沖及びその沖合の海溝軸付近の領域とした。 

津波波源の設定結果を第 7.3.4図に示す。 

 

(2) 茨城県沖に想定する津波波源 

日本海溝沿いで生じた地震津波のうち、1677年延宝房総沖地震による津波が敷地

に比較的大きな影響を及ぼしたことを踏まえ、茨城県沖に想定する津波波源を設定し

た。茨城県沖に想定する津波波源については、2011年東北地方太平洋沖地震で大き

なすべりが生じていない領域とした。領域の南限については、北米プレートとフィリ

ピン海プレートの境界とした。 

津波波源の設定結果を第 7.3.4図に示す。 

 

7.3.1.4 津波評価 

(1) 既往津波の再現性の確認 

水位評価にあたり、解析モデル及び計算手法の妥当性について、既往津波の再現計

算により確認した。再現計算では、敷地に比較的大きな影響を及ぼしたと考えられ、

津波痕跡高の記録も多い 2011年東北地方太平洋沖地震津波を対象とし、特性化波源

モデルを設定した。 

特性化波源モデルの断層面積は、杉野ほか(2014)(53)を参考に設定した。平均すべ

り量については、地震の規模に関するスケーリング則と地震モーメントの定義式から

算定した。その際の平均応力降下量については、内閣府(2012a)(54)及び Murotani et 

al.(2013)(55)の知見を踏まえて 3.0 MPaを設定した。また、剛性率については、2011

年東北地方太平洋沖地震のインバージョン解析結果から算出した 4.7×1010 N/m2を設

定した。 

すべり量の不均一性については、杉野ほか(2014)(53)を参考に、超大すべり域、大

すべり域及び背景領域のすべり量をそれぞれ平均すべり量の 3 倍、1.4 倍、0.33 倍に、

面積をそれぞれ全体の面積の 15％、25％、60％となるように設定した。超大すべり

域及び大すべり域の位置については、海溝軸付近に配置した。特性化波源モデルの諸

元を第 7.3.5 図に示す。 

再現性は、東北地方太平洋沖地震津波合同調査グループ(2012)(8)及び敷地内で実施

した痕跡高調査結果を用いて評価を実施した。再現性の指標としては、相田

(1977)(56)による痕跡高と津波シミュレーションにより計算された津波高さとの比か

ら求める幾何学平均値 K及びバラツキを表す指標κを用いることとし、土木学会

(2016)(26)において再現性の目安とされている「0.95 ＜ K ＜ 1.05、κ ＜ 1.45」を

参考とした。 

数値シミュレーションの計算条件及び計算格子を第 7.3.2 表及び第 7.3.6図に示す。 
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東北地方太平洋沖地震津波合同調査グループ(2012)(8)及び敷地内で確認された痕跡

高と津波シミュレーションによる津波高さとの比較を第 7.3.7 図に示す。 

設定した特性化波源モデルは、青森県北部から千葉県南部の痕跡高に対して計算値

の方が大きくなっているが幾何平均(K = 0.93)、幾何標準偏差(κ = 1.42)は土木学

会(2016)(26)の目安値を満足している。 

 

(2) 敷地への影響が大きい津波波源の選定 

東北地方太平洋沖型の津波波源及び茨城県沖に想定する津波波源による津波が敷地

周辺に与える影響について、敷地北方の沿岸部で影響を比較した。 

東北地方太平洋沖型の津波波源については、2011年東北地方太平洋沖地震の再現

性が確認されている特性化波源モデルを基に設定し、超大すべり域及び大すべり域の

位置について、2011年東北地方太平洋沖地震の知見を踏まえて、三陸沖中部から福

島県沖の範囲で南北に移動させ、津波波源の不確かさを考慮して評価した。 

茨城県沖に想定する津波波源については、保守性を考慮して茨城県沖から房総沖を

波源領域とし、超大すべり域及び大すべり域の位置について、茨城県沖から房総沖の

範囲で南北に移動させ、津波波源の不確かさを考慮して評価した。 

検討結果を第 7.3.8図に示す。敷地北方の沿岸部において、東北地方太平洋沖型の

津波波源による津波高さは T.P.+8.1 m、茨城県沖に想定する津波波源による津波高

さは T.P.+12.6 m であることから、茨城県沖に想定する津波波源を敷地への影響が大

きいプレート間地震に起因する津波の波源として選定し、敷地前面海岸における津波

の遡上を詳細に評価することとした。 

 

(3) 茨城県沖に想定する津波波源に関する評価 

a. 津波モデルの設定 

茨城県沖に想定する津波波源については、固着の程度が小さい領域に大きなすべ

りを生じる津波波源を想定した。ただし、波源領域の北限については、断層面積が

大きくなるように福島県沖の一部まで拡張して考慮した。ここで波源領域の南限を、

Uchida et al.(2009)(57)及び地震調査研究推進本部(2019)(58)に基づく北米プレート

とフィリピン海プレートの構造境界とすると、茨城県沖から房総沖の一部の領域に

おいて、モーメントマグニチュードＭｗ8.5となる「茨城県沖に想定する津波波

源」が想定できるが、さらに保守性を考慮し、波源の南限を拡張したモーメントマ

グニチュードＭｗ8.7の「茨城県沖から房総沖に想定する津波波源」を評価した。

また、すべり量の不均一性について超大すべり域を設定し、杉野ほか(2014)(53)によ

る考え方よりも保守的になるように、超大すべり域、大すべり域及び背景領域のす

べり量をそれぞれ平均すべり量の 4倍、2倍、0.62倍に、面積をそれぞれ全体の面

積の 5％、15％、80％となるように設定した。超大すべり域及び大すべり域の位置

については、海溝軸付近に配置した。 

なお、応力降下量及び剛性率については、「(1) 既往津波の再現性の確認」と同

様とした。 
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以上の設定を踏まえ、保守性を考慮したモーメントマグニチュードＭｗ8.7の津

波波源、「茨城県沖から房総沖に想定する津波波源」を評価した。 

特性化波源モデルの諸元を第 7.3.9図に示す。 

 

b. 数値シミュレーション 

数値シミュレーションの計算条件を第 7.3.3表に示す。また計算格子について第

7.3.10図に示す。なお、施設への津波の遡上評価は、敷地前面海岸に T.P.+30 m以

上の段丘崖が分布することから、T.P.+30 mへの津波の遡上に着目して評価を実施

した。 

津波高さは、敷地前面海岸に評価範囲を設定し、範囲内の最大値を評価した。敷

地前面海岸の評価範囲について、第 7.3.11図に示す。 

 

c. パラメータスタディ 

大すべり域の形状を変えた２パターンのモデルを選定し、超大すべり域及び大す

べり域の位置について茨城県沖から房総沖の範囲で南北に移動させ、波源位置の不

確かさを考慮した。 

評価結果を第 7.3.4表に示す。敷地への影響が最も大きくなるケースでの津波高

さは、敷地前面海岸の範囲内最大で T.P.+16.9 mとなった。 

 

7.3.2 海洋プレート内地震に起因する津波 

7.3.2.1 津波波源の設定 

波源の設定に当たり、文献調査(59)～(62)を実施した。Álvarez-Gómez et 

al.(2012)(59)に基づけば、1933年昭和三陸地震は国内外で最大規模の海洋プレート内

地震である。また、地震調査研究推進本部(2012)(39)は、次の地震の規模を 1933年昭

和三陸地震と同等と評価している。これらを踏まえ、津波波源の設定については

1933年昭和三陸地震津波を基本とした。 

発生領域については、地震調査研究推進本部(2012)(39)によると 1933年昭和三陸地

震と同様な地震が三陸沖北部から房総沖の海溝寄りの領域内のどこでも発生するとし

ていることを踏まえ、三陸沖北部から房総沖までとした。 

 

7.3.2.2 津波評価 

(1) 波源モデルの設定 

1933年昭和三陸地震津波の波源モデルについては、土木学会(2011(60)、2016(26))を

参考に設定した。なお、波源モデルについては、土木学会(2016)(26)において 1611年

の津波が海洋プレート内地震であった場合の地震規模をＭｗ8.6として評価している

ことを踏まえ、保守的にＭｗ8.6にスケーリングした一様断層モデルとした。波源モ

デルの諸元を第 7.3.12図に示す。 

 

(2) 数値シミュレーション 
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数値シミュレーションの計算条件及び計算格子については、「7.3.1.4 津波評価 

(3) 茨城県沖に想定する津波波源に関する評価 b. 数値シミュレーション」と同

様とした。ただし、立ち上がり時間については 0秒とした。 

 

(3) パラメータスタディ 

三陸沖北部から房総沖までの範囲で、断層の位置及び走向の変動を設定し、不確か

さを考慮した。パラメータスタディの設定について、第 7.3.13図に示す。 

評価結果を第 7.3.5表に示す。敷地への影響が最も大きくなるケースでの津波高さ

は、敷地前面海岸の範囲内最大で T.P.+5.9 m となった。 

 

7.3.3 海域活断層による地殻内地震に起因する津波 

7.3.3.1 津波波源の設定 

「3. 地盤」における調査結果における評価に基づき、津波波源を設定した。 

 

7.3.3.2 津波評価 

阿部(1989)(63)の簡易予測式による推定津波高の比較により、敷地に及ぼす影響が

大きいと考えられる津波波源を抽出した。 

阿部(1989)(63)の簡易予測式で用いた津波波源の諸元及び津波高の比較結果を第

7.3.6表及び第 7.3.14図に示す。 

評価の結果、海域活断層で波高が最も高くなるのはＦ3断層～Ｆ4断層の同時活動

による津波と推定され、その推定津波高は 2.9 mとなった。 

 

7.3.4 地震に起因する津波の評価のまとめ 

各津波波源による津波の影響を比較した結果、地震に起因する津波のうち、敷地に最も

影響を与える地震津波はプレート間地震による津波である。なお、海洋プレート内地震及

び海域の活断層については、プレート間地震の水位評価結果と比較して、津波高さが小さ

いことから、詳細検討を省略した。 

プレート間地震による津波高さは、敷地前面海岸の範囲内最大で T.P.+16.9 mであり、

遡上検討位置での津波高さでは T.P.+16.6 mである。 

 

7.4 地震以外に起因する津波の評価 

敷地に影響を与える可能性がある地震以外に起因する津波として、陸上及び海底での地すべ

り並びに斜面崩壊に起因する津波、火山現象に起因する津波を考慮した。 

 

7.4.1 陸上及び海底での地すべり並びに斜面崩壊に起因する津波 

文献調査の結果、敷地周辺における陸域及び海底での地すべり並びに斜面崩壊による歴

史津波の記録はない。 

塩屋埼から犬吠埼の範囲における陸域の地すべりに関する文献では、防災科学技術研究

所(2004)(64)によって敷地の南方に地すべり地形が示されている。空中写真判読及び国土
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地理院 5mDEMによる地形判読を実施した結果、敷地に影響を及ぼす津波を引き起こす可能

性のある陸上の地すべり及び斜面崩壊の地形は認められなかった。地形判読結果を第

7.4.1図に示す。 

海底地すべりに関する文献では、徳山ほか(2001)(65)に、いわきの沖合に海底地すべり

地形が示されている。徳山ほか(2001)(65)が示す地すべりを含む範囲について、一般財団

法人日本水路協会発行の海底地形デジタルデータ M7000シリーズを用いた 150mDEMデータ

により海底地すべり地形判読調査を実施した結果、海底地すべり地形は判読されなかった

（第 7.4.2図）。また、産業技術総合研究所(2015)(66)による東日本沖太平洋海域(GH762)

の音波探査記録(サブボトムプロファイラー)を用いて、池原ほか(1990)(67)に示される考

え方に基づき海底地すべりの検討を実施した結果、徳山ほか(2001)(65)に図示された海底

地すべりは層相 2(砂質堆積物)に区分され、海底地すべりを示唆する特徴的な構造は確認

されなかった(第 7.4.3図)。したがって、徳山ほか(2001)(65)に図示された位置に海底地

すべりはないものと判断した。また「3. 地盤」に示される敷地前面海域の海底地形の判

読を実施した結果、海底地すべりの可能性のある地形は認められなかった。 

以上のことから、陸域及び海底での地すべり並びに斜面崩壊に起因する津波について、

敷地への影響はない。 

なお、文献調査の結果、Moore et al.(1989)(68)によれば、ハワイ諸島では過去に複数

の海底地すべりが発生したことが示されている。過去に発生した海底地すべりの中から、

後期更新世以降に発生して巨大津波を伴った可能性があり、面積の大きいハワイ島西部の

海底地すべりを評価対象として選定した。 

選定した地すべりについて、ハワイ大学マノア校海洋地球科学技術学部(ＳＯＥＳＴ)に

よる地形デジタルデータ(50mグリッド)を用いて地すべり規模（体積）を算出し、

Papadopoulos and Kortekaas(2003)(69)に示されている地すべりの体積と津波水位の関係

を参考に日本沿岸における水位を推定した結果、敷地への影響は小さいことを確認した。 

 

7.4.2 火山現象に起因する津波 

敷地周辺において、火山現象による歴史津波の記録はなく、海底活火山の存在も認めら

れない（「8. 火山」参照）ことから、火山現象に起因する津波について、敷地への影響

はない。 

なお、阿部・平野(2007)(70)によると、三陸沖で沈み込む太平洋プレート(海洋プレー

ト)上でこれまで分かっている火山活動とは異なる、新しいタイプの火山(プチスポット)

の存在が示されている。過去に海中噴火が発生していることから、海中噴火に伴う津波に

ついて、平野(2007)(71)等に示されているプチスポットの特徴（第 7.4.1 表）を踏まえ、

Levin and Nosov(2009)(72)の海底火山からの噴出物により発生する水位の推定方法を用い

て津波水位を評価した。その結果、敷地への影響は小さいことを確認した。 

 

7.4.3 地震以外に起因する津波の評価のまとめ 

前節までの検討から、地震以外に起因する津波については、地震に起因する津波と比較

して敷地への影響は十分に小さい。 
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7.5 津波発生要因の組み合わせの検討 

「7.3 地震に起因する津波の評価」及び「7.4 地震以外に起因する津波の評価」を踏まえ、

津波発生要因の組み合わせについて検討した結果、地震以外に起因する津波の敷地への影響は

地震に起因する津波と比較して十分に小さいことから、地震に起因する津波と地震以外に起因

する津波の組み合わせの必要はないと評価した。 

 

7.6 施設への津波の遡上評価 

以上の検討結果から、敷地に最も大きな影響を及ぼす津波は、プレート間地震による「茨城

県沖から房総沖に想定する津波」である。この波源による津波高さは敷地前面海岸の範囲内最

大で T.P.+16.9 mであり、T.P.+30 mまで津波が到達しないことから、立地上の余裕を確認し

た。評価結果について第 7.6.1図に示す。 

なお、選定された波源による津波高さは、過去に敷地に襲来した津波(2011年東北地方太平

洋沖地震津波)を上回っており、また選定された波源と同規模の津波波源による遡上域が、津

波堆積物調査結果等(竹内他(2007)(7)、澤井(2012)(11)、Sawai et al.(2012)(12)及び

Yanagisawa et al.(2016)(13))を上回っていることから、敷地周辺における津波堆積物等の地

質学的証拠及び歴史記録等から推定される津波の規模を超えていることを確認した。また、行

政機関による既往評価との比較として茨城県(2012)(22)評価、内閣府(2020,2022)(24)(25)評価を

上回ることを確認した。地質学的証拠及び歴史記録等による確認結果を第 7.6.2図に、行政機

関による既往評価との比較を第 7.6.3図に示す。 

 

7.7 立地上の余裕に対する検討 

これまでの評価で確認された立地上の余裕を踏まえ、敷地に最も大きな影響を及ぼす津波の

評価結果に対し、潮位のばらつき、高潮及び断層の破壊伝播現象が水位上昇側に与える影響を

評価し、施設への津波の到達可能性について検討した。 

検討にあたっては、潮位のばらつきについては、敷地近傍では潮位の観測が実施されていな

いため、茨城港常陸那珂港区(茨城港日立港区)の潮位観測データ(平成 18年～平成 22年)に基

づき朔望平均満潮位とその標準偏差を求め、影響を評価した。 

高潮による影響については、最高潮位の年超過発生確率から再現期間 100年の期待値を算出

した。年超過確率は茨城港常陸那珂港区(茨城港日立港区)の潮位観測データ(40年分)を用い

て、極値統計解析により評価した。 

断層の破壊伝播現象の影響については、茨城県沖から房総沖に想定する津波波源の特性化モ

デルについて、破壊伝播速度、破壊開始点及び立ち上がり時間を合理的と考えられる範囲で設

定し、変化させたパラメータスタディを実施して評価した。 

具体的には、破壊伝播速度については、津波インバージョン解析による知見（Fujii and 

Satake（2007）(73)、杉野ほか（2014）(53)、Satake et al.(2013)(74)、内閣府（2012b）(75)、地

震調査研究推進本部（2005）(76)）を参考に、1.0 km/s～3.0 km/sの範囲で設定した。破壊開

始点については、地震調査研究推進本部（2009）(77)を参考に複数設定した。立ち上がり時間
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については、Satake et al.（2013）(74)及び内閣府（2012b）(75)を参考に 30秒及び 60秒を設

定した。パラメータスタディの設定を第 7.7.1 図に、評価結果を第 7.7.1、7.7.2表に示す。 

以上の検討から、水位に与える影響として+0.9 mを評価した。評価結果を第 7.7.3表に示

す。 

敷地に最も大きな影響を及ぼす津波の評価結果（敷地前面海岸の範囲内最大で T.P.+16.9 

m)に対し、上記の評価（水位に+0.9 m加算）を考慮しても津波高さは T.P.+17.8 m であり、

津波が T.P.+30 m地点まで到達する可能性はない。 

以上のことから、T.P.+約 35 m～+約 40 mに設置される原子炉施設には津波による影響はな

いことを確認した。 
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第7.2.1表 既往津波の文献調査  

(敷地周辺に影響を及ぼした過去の津波) 

 

太平洋沿岸に影響を及ぼした主な津波の一覧表(地震規模8.0以上(遠地津波については地震規模9.0以上)を抜粋) 

発生年月日 

元号 
波源域 

地震規模1) 
津波規模2) 

ｍ 
地震・津波の概要3) 敷地への影響 

Mj Mw 

869.7.13 

貞観11 
三陸沖 

8.3 

±1/4 
－ 

4, － 

[4] 

三陸沿岸：城郭・倉庫・門櫓・垣壁など崩れ落ち倒潰す

るもの無数。津波が多賀城下を襲い、溺死約1千。流光昼

のごとく隠映すという。三陸沖の巨大地震とみられる。 

東北地方太平洋沖型の地震

に伴う津波と同等もしくは

下回る規模 

1611.12.2 

慶長16 
三陸沖 ≒8.1 － 

4, － 

[3-4] 

三陸沿岸および北海道東岸：三陸地方で強震。震害は軽

く、 津波の被害が大きかった。伊達領内で死1783、南

部・津軽 で人馬の死3千余という。三陸沿岸で家屋の流

出が多く、北海道東部でも溺死が多かった。1933年三陸

地震津波に似ている。 

敷地付近への影響を示す津

波の痕跡はない。 

1677.11.4 

延宝5 
房総沖 ≒8.0 － 

2, － 

[－] 

磐城・常陸・安房・上総・下総：上旬より地震が多かっ

た。磐城から房総にかけて津波があり、小名浜・中之

作・薄磯・四倉・江名・豊間などで死・不明130余、水戸

領内で溺死36、房総で溺死246余、奥州岩沼領で死123 

茨城県那珂湊(現ひたちなか

市)で4.5～5.5m、磯浜村で

5.0～6.0m以上 

1700.1.26 

元禄12 

北米 

北西部沖 
－ 9.0 －, － 

北米北西部沖(カスケード地帯)：三陸～紀伊半島にかけ

て津波が来た。各地の津波の高さは岩手県宮古3m、同大

槌で2m、茨城県那珂湊で約2mと推定される記録がある。

宮古で津波の被害があったという。 

茨城県那珂湊(現ひたちなか

市)で約2m 

1793.2.17 

寛政5 
三陸沖 8.0～8.4 － 2, 2.5 

[2] 

陸前・陸中・磐城：仙台領内で家屋損壊1千余、死12。沿

岸に津波が来て、全体で家潰流失1730余、船流破33、死

44以上。余震が多かった。相馬・いわきにおいて引きで

津波がはじまっているのは1896年明治三陸地震と似てい

る。 

敷地付近への影響を示す津

波の痕跡はない。 

1896.6.15 

明治29 
三陸沖 8・1/4 － 

4, 3.5 

[3-4] 

三陸沖：『明治三陸地震津波』：震害はない。津波が北

海道より牡鹿半島にいたる海岸に襲来し、死者総数は

21959(青森343、岩手18158、宮城3452、北海道6)。家屋

流失全半潰8～9千、船の被害約7千。波高は、吉浜

24.4m、綾里38.2m、田老14.6mなど。 

敷地付近への影響を示す津

波の痕跡はない。 

1933.3.3 

昭和8 
三陸沖 8.1 8.4 3, 3 

三陸沖：『三陸地震津波』：震害は少なかった。津波が

太平洋岸を襲い、三陸沿岸で被害は甚大。死・不明

3064、家屋流失4034、倒潰1817、浸水4018。波高は綾里

湾で28.7mにも達した。日本海溝付近で発生した巨大な正

断層型地震と考えられている。 

敷地付近への影響を示す津

波の痕跡はない。 

1952.11.4 

昭和27 

カムチャツカ半

島南東沖 
－ 9.0 1, － 

カムチャツカ半島南東沖：『カムチャツカ津波』：太平

洋沿岸に津波、波高は1～3m程度。広範囲で家屋の浸水が

あり、三陸沿岸では漁業関係の被害があった。 

福島県沿岸で約0.5～ 1.5m 

1960.5.22 

昭和35 
チリ南部沖 － 9.5 2～3, － 

チリ南部沖：『チリ地震津波』：津波が日本各地に襲

来、 波高は三陸沿岸で5～6m、その他で3～4m。北海道南

岸・三陸沿岸・志摩半島付近で被害が大きく、沖縄でも

被害があった。日本全体で死・不明142(うち沖縄で3)、

家屋全壊1500余、半壊2千余 

茨城県久慈港で約2.3m 

1964.3.27 

昭和39 
アラスカ湾 － 9.2 0, － 

アラスカ湾：『アラスカ地震津波』：津波は太平洋沿岸

各地に波及した。日本沿岸の検潮記録によると、津波の

高さは三陸沿岸南部でやや高かった。このため、この沿

岸で浅海漁業施設に若干の被害があった。 

小 名 浜 で 0.35m 、 銚 子 で

0.36m 

1968.5.16 

昭和43 
青森県東方沖 7.9 8.2 2, 2.5 

青森県東方沖：『1968年十勝沖地震』：青森を中心に北

海道南部・東北地方に被害。死52、傷330、建物全壊

673、半壊3004。青森県下で道路損壊も多かった。津波が

あり、三陸沿岸3～5m、浸水529、船舶流失沈没127。コン

クリート造建築の被害が目立った。 

敷地付近への影響を示す津

波の痕跡はない。 

2011.3.11 

平成23 
三陸沖 8.4 9.0 －, 4 

東北沖：『平成23年(2011年)東北地方太平洋沖地震、東

日本大震災』：日本海溝沿いの沈み込み帯の大部分、三

陸沖中部から茨城県沖までのプレート境界を震源域とす

る逆断層型超巨大地震。3月9日にM7.3(Mw7.4)の前震、震

源域内や付近の余震・誘発地震はM7.0以上が6回、M6.0以

上が 97回、死 18493、不明 2683、傷 6217、住家全壊

128801、半壊269675。死者の90%以上が水死で、被害の多

くは巨大津波(現地調査によれば最大約40m)によるもの。 

大洗研究所近傍で約7m 

 

1)地震規模は、宇佐美ほか(2013)(3)を参照した。 
2)津波規模ｍは、宇佐美ほか(2013)(3)による。下線付き数字は羽鳥による値とされている。[  ]内の値は羽鳥(1975)(5)による値を参照した。 

3)地震・津波の概要は、宇佐美ほか(2013)(3)、渡辺(1998)(2)及び国立天文台編(2013)(9)を参照した。 
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第7.3.1表 1960 年チリ地震の津波波源  

(再現解析:計算条件及び計算領域)  

 

項目 条件 備考 

計算領域 
太平洋全域 

（北緯63度から南緯60度、東経120度から西経70度） 
  

メッシュ構成 5分間隔格子   

基礎方程式 コリオリ力を考慮した線形Boussinesq理論   

初期変位量 Mansinha and Smylie(1971)(78)の方法 立ち上がり時間30秒 

境界条件 沖側：自由透過陸側：完全反射   

海底摩擦係数 考慮していない   

水平渦動粘性係数 考慮していない   

計算時間間隔 ⊿ｔ ＝ 10秒 C.F.L.条件を満たすように設定 

計算時間 津波発生後32時間 十分な計算時間となるように設定 

 

 

 

 

 

 

 

第7.3.2表 東北地方太平洋沖型の津波波源 

(再現解析：計算条件) 

 

項目 条件 備考 

計算領域 
北海道から千葉房総付近までの太平洋 

（南北約1300km、東西約1200km） 
  

メッシュ構成 沖合1350m→450m→150m→沿岸50m 長谷川ほか(1987)(79) 

基礎方程式 非線形長波理論 後藤・小川(1982)(80)の方法 

計算スキーム スタッガード格子、リープ・フロッグ法 後藤・小川(1982)(80)の方法 

初期変位量 Mansinha and Smylie(1971)(78)の方法 立ち上がり時間30秒 

境界条件 

沖側：後藤・小川(1982)(80)の自由透過の条件 

陸側：計算格子間隔 50m領域は小谷ほか

(1998)(81)の陸上遡上境界条件、それ以外は完

全反射条件 

  

越流条件 
防波堤：本間公式(1940)(82) 

護岸：相田公式(1977)(56) 
  

海底摩擦係数 マニングの粗度係数(n = 0.03 m-1/3s)   

水平渦動粘性係数 考慮していない(Ｋｈ = 0)   

計算時間間隔 ⊿ｔ ＝ 0.5秒 C.F.L.条件を満たすように設定 

計算時間 津波発生後240分間 十分な計算時間となるように設定 

潮位条件 T.P.-0.4 m 地震発生時の潮位 
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第7.3.3表 茨城県沖から房総沖に想定する津波波源 

(津波予測解析：計算条件) 

 

項目 条件 備考 

計算領域 
北海道から千葉房総付近までの太平洋 

（南北約1300km、東西約800km） 
 

メッシュ構成 
沖合4320m→2160m→720m→沿岸域240m→敷地周

辺80m→40m→20m→10m→5m 
長谷川ほか(1987)(79) 

基礎方程式 非線形長波理論 後藤・小川(1982)(80)の方法 

計算スキーム スタッガード格子、リープ・フロッグ法 後藤・小川(1982)(80)の方法 

初期変位量 Mansinha and Smylie(1971)(78)の方法 立ち上がり時間30秒 

境界条件 

沖側：後藤・小川(1982)(80)の自由透過の条件 

陸側：敷地周辺(計算格子間隔80m～5m)の領域は

小谷ほか(1998)(81)の陸上遡上境界条件それ以外

は完全反射条件 

 

越流条件 
防波堤：本間公式(1940)(82) 

護岸：相田公式(1977)(56) 
 

防潮堤 鉛直無限壁  

海底摩擦係数 マニングの粗度係数(n = 0.03 m
-1/3

s)  

水平渦動粘性係数 考慮していない(Ｋｈ = 0)  

計算時間間隔 ⊿ｔ ＝ 0.05秒 C.F.L.条件を満たすように設定 

計算時間 津波発生後240分間 十分な計算時間となるように設定 

潮位条件 
朔望平均満潮位：T.P.+0.7 m  
(茨城県(2012)(22)により設定) 

敷地の地盤変動量：0.18 m 
 

津波高さ＝潮位＋水位変動量＋2011年東北地方太平洋沖地震による地殻変動量＋津波予測解析による地殻変動量 
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第7.3.4表 茨城沖から房総沖に想定する津波波源  

(波源位置のパラメータスタディ結果:Aモデル)  

 

位置 
敷地前面海岸 遡上検討 

津波高さ(T.P. m) 津波高さ(T.P. m) 

基準 A-1 15.5 - 

南へ10km移動 A-2 16.3 - 

南へ20km移動 A-3 16.6 - 

南へ30km移動 A-4 16.3 - 

南へ40km移動 A-5 15.7 - 

南へ50km移動 A-6 14.5 - 

南へ60km移動 A-7 13.0 - 

南へ70km移動 A-8 11.8 - 

南へ80km移動 A-9 10.7 - 

南へ90km移動 A-10 9.4 - 

 

 (波源位置のパラメータスタディ結果:Bモデル)  

 

位置 
敷地前面海岸 遡上検討 

津波高さ(T.P. m) 津波高さ(T.P. m) 

北へ10km移動※ B-1 16.6 - 

基準 B-2 16.7 - 

南へ10km移動 B-3 16.9 16.6 

南へ20km移動 B-4 16.6 - 

南へ30km移動 B-5 16.1 - 

南へ40km移動 B-6 15.0 - 

南へ50km移動 B-7 13.6 - 

南へ60km移動 B-8 12.0 - 

南へ70km移動 B-9 10.7 - 

※大すべり域は基準の位置、超大すべり域のみ移動 
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第7.3.5表 海洋プレート内の正断層地震  

(パラメータスタディ結果)  
 

ケース 敷地前面海岸 遡上検討 

位置 走向 津波高さ(T.P. m) 津波高さ(T.P. m) 

北へ192km移動 

－10° 4.5 - 

±0° 4.1 - 

＋10° 4.0 - 

北へ144km移動 

－10° 4.7 - 

±0° 4.5 - 

＋10° 3.9 - 

北へ96km移動 

－10° 5.2 - 

±0° 4.7 - 

＋10° 3.9 - 

北へ48km移動 

－10° 4.8 - 

±0° 5.6 - 

＋10° 5.9 5.6 

基準 

－10° 4.4 - 

±0° 4.6 - 

＋10° 4.7 - 

 

 
 

 

第 7.3.6表 海域の活断層による地殻内地震  

(簡易予測式による推定津波高の評価結果)  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 地震モデル 
推定津波高：H 

(m) 

① F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層の同時活動 1.2 

② F3断層～F4断層の同時活動 2.9 

③ F8断層 0.6 

④ F11断層 0.1 

⑤ F16断層 0.7 



 

添-3-22  

第7.4.1表 海底火山(プチスポット)の文献調査 

(特徴及び津波発生の可能性の検討) 
 

項目 特徴 

地学的位置 アウターライズ地形の東側(三陸沖の太平洋プレート上) 

水深 5,000～6,000m 

長径 1～2km 

比高 数100m 

体積 1km3程度以下 

形状 円錐状 

火山形式 単成火山(1回の噴火で形成された火山) 

火山活動範囲 日本海溝から600km 

活動時期 5万年～850万年前 

起源 浅部マントル起源(マグマはアセノスフェアから亀裂に沿って海底に染み出す) 

岩質 アルカリ玄武岩 

噴出物の特徴 

・枕状溶岩 

・縄状構造 

・山頂の周り数100mの範囲に火山弾 

・著しく発泡した溶岩 
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第7.7.1表 茨城沖から房総沖に想定する津波波源  

(破壊開始点、破壊伝播速度のパラメータスタディ結果)  
 

 

B-3位置 
敷地前面海岸 津波高さ(T.P. m) 

破壊伝播速度 

破壊開始点 1.0km/s 1.5km/s 2.0km/s 2.5km/s 3.0km/s 

① 13.8 14.8 15.5 15.9 16.2 

② 13.3 14.9 15.5 15.9 16.1 

③ 14.6 15.6 15.9 16.2 16.4 

④ 15.9 16.5 16.8 16.9（16.83） 16.9(16.90) 

⑤ 14.7 15.6 16.1 16.3 16.5 

⑥ 14.8 16.4 16.0 16.7 16.7 

立ち上がり時間：30秒 

 

 

 

 

 

 

第7.7.2表 茨城沖から房総沖に想定する津波波源  

(立ち上がり時間のパラメータスタディ結果)  
 

B-3位置 破壊開始点④、破壊伝播速度：3.0km/s 

立ち上がり時間(秒) 
敷地前面海岸 

津波高さ(T.P. m) 

遡上検討 

津波高さ(T.P. m) 

30 16.9 16.7 

60 16.6 - 

 

 

 

 
 

 
第7.7.3表 水位上昇側の評価に考慮する影響の検討結果 

 

考慮する影響 加算する水位(m) 

潮位のばらつき +0.2 

高潮の影響 +0.6 

断層の破壊伝播現象による影響 +0.1 

Total. +0.9 
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第 7.1.1 図 敷地の概況図 

 

大洗研究所 
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(渡辺(1998)(2)) 

(竹内ほか(2007)(7)に加筆) 

第 7.2.1 図 既往津波の文献調査 

（1677 年延宝房総沖地震津波の痕跡高） 
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第 7.3.1 図 1960 年チリ地震の津波波源 

（波源モデルの設定） 
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第 7.3.2 図 1960 年チリ地震の津波波源 

（計算領域） 
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第 7.3.3 図 1960 年チリ地震の津波波源 

（再現性の確認・評価結果） 

（チリ津波合同調査班(1961)(83)のデータを使用） 

(土木学会(2016)(26)) 
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第 7.3.4 図 プレート間地震に起因する津波 

(想定波源領域の設定) 

(地震調査研究推進本部(2012)(39)に加筆) 
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第 7.3.5 図 東北地方太平洋沖型の津波波源 

（再現解析：特性化波源モデルの諸元） 
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第 7.3.6 図 東北地方太平洋沖型の津波波源 

（再現解析：計算領域及び格子間隔） 
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第 7.3.7 図 東北地方太平洋沖型の津波波源 

（再現解析：確認結果） 

(東北地方太平洋沖地震津波合同調査グループ(2012)(8)のデータを使用) 

(土木学会(2016)(26)) 
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第 7.3.8 図 津波波源の選定 
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第 7.3.9 図 茨城県沖から房総沖に想定する津波波源 

（特性化波源モデルの諸元） 
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第 7.3.10 図 茨城県沖から房総沖に想定する津波波源 

（計算領域及び格子間隔） 
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第 7.3.11 図 敷地前面海岸での津波高さ評価範囲、地形断面図 

 

原子炉施設設置位置 
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パラメータ 設定値

Mw 8.6

長さ：L （km） 283.0

幅：W （km） 50.0

すべり量：D （m） 10.1

剛性率：μ（N/m2） 7.0×1010

地震モーメント：M0（Nm） 1.00×1022

上縁深さ：d （m） 1.0

傾斜角：δ （°） 45

すべり角：λ （°） 270

走向：θ （°） 180, 205

海洋プレート内地震の検討領域

JTNR

大洗研究所

第 7.3.12 図 海洋プレート内の正断層地震 

（波源モデルの諸元） 
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第 7.3.13 図 海洋プレート内の正断層地震 

（パラメータスタディの設定） 
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第 7.3.14 図 海域の活断層による地殻内地震（波源モデルの諸元） 
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地すべり地形分布「白河・水戸」 
(防災科学技術研究所(2004)(64)に加筆) 

※防災科学技術研究所(2004)(64)による 

第 7.4.1 図 陸上地すべり及び斜面崩壊 

（文献に示される地すべり地形分布に対する地形判読結果） 
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徳山ほか

(2001)(65)による

海底地すべり 

第 7.4.2 図 海底地すべり 

（文献に示される海底地すべりに対する海底地形判読結果） 
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音波探査記録  
(産業技術総合研究所 (2015) (66)に加筆 ) 

徳山ほか(2001)(65)に示さ

れる海底地すべりの位置  
徳山ほか(2001)(65)に示される海底地すべりの延長位置  

(産業技術総合研究所 (2015) (66)に加筆 ) 

徳山ほか（2001） (65)に示される海底地すべりの位置  

第 7.4.3 図 海底地すべり 

（文献に示される海底地すべりに対する音波探査記録による判読結果） 
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第 7.6.1 図 施設への津波の遡上評価 

（立地上の余裕の確認） 
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大洗研究所

第 7.6.2 図 地質学的証拠及び歴史記録等による確認 

（津波堆積物との比較） 

調査地域を示した地図。左：赤丸で示した場所が対象地域。右：調査地域の詳細。

デブリの分布によって推定された 2011 年の浸水範囲は赤で示されており、津波によ

って運搬された砂質堆積物は黄色で示している。2010 年までに行っていた過去の津

波堆積物に関する調査は、緑色および赤色の丸で示されている。赤い丸で示した場所

で、過去の津波堆積物と考えられる砂層が見つかった。 

茨城県沖から房総沖に想定する津波波源  

※灰色字ケースの評価は示していない 
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波
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m
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福島県 茨城県 千葉県

大すべり域及び超大すべり域の位置※

Ａ-1 基準 Ａ-8 南へ70km移動

Ａ-2 南へ10km移動 Ａ-9 南へ80km移動

Ａ-3 南へ20km移動 Ａ-10 南へ90km移動

Ａ-4 南へ30km移動 Ａ-11 南へ100km移動

Ａ-5 南へ40km移動 Ａ-12 南へ110km移動

Ａ-6 南へ50km移動 Ａ-13 南へ120km移動

Ａ-7 南へ60km移動 - -

 ：津波堆積物調査に基づき確認された痕跡高。それ以外の地点については古文書に

よる被害記録等により推定された津波浸水高 
  (竹内他 (2007)

(7)

、Yanagisawa et al.(2016)
( 3)

に基づく) 
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第 7.6.3 図 行政機関による既往評価との比較 

 

茨城県(2012)(22)に一部加筆 内閣府(2020,2022)(24)(25)に一部加筆 

（敷地前面海岸） (大洗町磯浜町～成田町 最大遡上高) (茨城県東茨城郡大洗町 最大沿岸津波高) 
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第 7.7.1 図 茨城県沖から房総沖に想定する津波波源 

（断層の破壊伝播現象を考慮したパラメータスタディの設定） 
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8. 火山 

 

8.1 検討の基本方針  

 自然現象に対する設計上の考慮として、想定される自然現象が発生した場合においても安全

機能を損なわないことを確認するため、原子炉施設の運用期間における火山影響評価を実施す

る。 

 初めに立地評価として施設に影響を及ぼし得る火山の抽出を行い、抽出された火山を対象に

設計対応不可能な火山事象が原子炉施設の運用期間中に影響を及ぼす可能性について評価を行

う。次に影響評価として、原子炉施設の安全性に影響を与える可能性のある火山事象について

評価を行う。 

 

8.2 施設に影響を及ぼし得る火山の抽出  

8.2.1 地理的領域内の第四紀火山  

 敷地の地理的領域（半径 160kmの範囲）に対して、「日本の火山（第 3版）」（中野他

（2013）(1)）、「第四紀火山岩体・貫入岩体データベース Ver.1.00」（西来他（2016）

(2)）、「海域火山データベース」（海上保安庁海洋情報部（2013）(3)）、「日本活火山総

覧（第 4 版）」（気象庁編（2013）(4)）及び「日本の第四紀火山カタログ」（第四紀火山

カタログ委員会編（1999）(5)）を参照して 31の第四紀火山（第 8.2.1図）を抽出した。 

 

8.2.2 完新世に活動を行った火山 

 第四紀火山のうち完新世に活動を行った火山は、高原山、那須岳、男体・女峰火山群、

日光白根火山群、赤城山、燧ヶ岳、安達太良山、磐梯山、榛名山及び沼沢であり、これら

の 10 火山を完新世に活動を行った火山として抽出した。各火山の形式、活動年代及び最

後の活動からの経過期間等を第 8.2.1表に示す。 

 

8.2.2.1 高原山 

 高原山は、栃木県日光市北部に位置する第四紀火山であり、成層火山と溶岩ドーム

で構成される。敷地からの距離は約 98kmである。活動年代は、約 30万年前～約 6500

年前とされている（西来他（2016）(2)）。高原山の活動履歴については鈴木（1993）

(6)、井上他（1994）(7)、奥野他（1997）(8)、山元（2012）(9)、弦巻（2012）(10)、山元

（2013a）(11)及び中野他（2013）(1)を参照した。 

 高原山は、井上他（1994）(7)等によれば第３期から第７期に区分され、奥野他

（1997）(8)等によれば約 6500年前には（マグマ）水蒸気噴火が発生したとされる。 

 完新世に活動を行った火山であり、施設に影響を及ぼし得る火山として抽出した。 

 

8.2.2.2 那須岳 

 那須岳は、栃木県・福島県境付近に位置する第四紀火山であり、成層火山で構成さ

れる。敷地からの距離は約 108km である。活動年代は、約 50 万年前以降で、最新噴

火は 1963 年とされている（西来他（2016）(2)）。那須岳の活動履歴の評価に当たっ



 

添-3-48 

ては鈴木（1992）(12)、伴・高岡（1995）(13)、山元（1997）(14)、山元（2012）(9)、中

野他（2013）(1)、気象庁編（2013）(4)及び産業技術総合研究所地質調査総合センター

編（2014）(15)を参照した。 

 那須岳は、南月山、茶臼岳、朝日岳、三本槍岳、甲子旭岳、二岐山の成層火山の集

合体である（伴・高岡（1995）(13)）。最新活動期の茶臼岳は、山元（2012）(9)、山

元（1997）(14)等によれば約 1.9 万年前以降に活動し、1963 年には水蒸気噴火が発生

したとされる。 

 完新世に活動を行った火山であり、施設に影響を及ぼし得る火山として抽出した。 

 

8.2.2.3 男体・女峰火山群 

 男体・女峰火山群は、栃木県日光市に位置する第四紀火山であり、成層火山と溶岩

ドームで構成される。敷地からの距離は約 110km である。活動年代は、約 90 万年前

以降で、最新の噴火は約 7000 年前（男体山）とされている（西来他（2016）(2)）。

男体・女峰火山群の活動履歴の評価に当たっては村本（1992）(16)、鈴木他（1994）

(17)、佐々木（1994）(18)、第四紀火山カタログ委員会編（1999）(5)、山元（2013a）

(11)、中野他（2013）(1)及び石崎他（2014）(19)を参照した。 

 男体・女峰火山群は、女峰赤薙火山、日光溶岩ドーム群、男体火山、三ツ岳火山に

より構成され、最新活動期である男体火山は 2.4 万年前から活動し（山元（2013a）

(11)）、7千年前にはマグマ水蒸気噴火が発生したとされる。 

 完新世に活動を行った火山であり、施設に影響を及ぼし得る火山として抽出した。 

 

8.2.2.4 日光白根火山群 

 日光白根火山群は、栃木県・群馬県境に位置する第四紀火山であり、溶岩流、小型

楯状火山及び溶岩ドームで構成される。敷地からの距離は約 120km である。活動年代

は約 2 万年前以降で、最新噴火は 1890 年とされている（西来他（2016）(2)）。日光

白根火山群の活動履歴の評価に当たっては奥野他（1993）(20)、佐々木他（1993）(21)、

鈴木他（1994）(17)、高橋他（1995）(22)、第四紀火山カタログ委員会編（1999）(5)、

中野他（2013）(1)、気象庁編（2013）(4)及び産業技術総合研究所地質調査総合センタ

ー編（2014）(15)を参照した。 

 日光白根火山群の活動は新期と古期に区分され、約 2万年前以降～1890年に活動し

たとされる（奥野他（1993）(20)等）。また、確認されている有史時代以降の活動は、

全て水蒸気噴火であるとされる（佐々木他（1993）(21)）。 

 完新世に活動を行った火山であり、施設に影響を及ぼし得る火山として抽出した。 

 

8.2.2.5 赤城山 

 赤城山は、群馬県前橋市北部に位置する第四紀火山であり、複成火山－カルデラ、

溶岩ドームで構成される。敷地からの距離は約 126km である。活動年代については、

30 万年前より古くから活動し、最新噴火は 1251 年とされている（西来他（2016）

(2)）。赤城山の活動履歴の評価に当たっては大森編（1986）(23)、鈴木（1990）(24)、
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富田他（1994）(25)、宇井編（1997）(26)、青木他（2008）(27)、高橋他（2012）(28)、及

川（2012）(29)、山元（2014a）(30)、山元（2014b）(31)、山元（2016）(32)、気象庁編

（2013）(4)及び産業技術総合研究所地質調査総合センター編（2014）(15)を参照した。 

 赤城山の活動は中央火口丘形成期、新期成層火山形成期、古期成層火山形成期に分

けられる。最新活動期の中央火口丘形成期は 4.4 万年前に開始され、最新の噴火は

1251 年噴火であり、この噴火による降下火砕物が確認されている（山元（2014a）(30)、

青木他（2008）(27)、及川（2012）(29)、峰岸（2003）(33)）。一方で、早川（1999）(34)

によれば、1251 年噴火に対応する堆積物は確認されておらず、1251 年噴火の根拠と

される吾妻鏡の記録は、噴火ではなく山火事の記録である可能性が指摘されている。

しかし及川（2012）(29)、峰岸（2003）(33)では、1251 年の水蒸気噴火による堆積物の

可能性がある火山灰層が認められ、同時期の噴火を記録した別の歴史記録も報告され

ている。 

 完新世に活動を行った火山であり、施設に影響を及ぼし得る火山として抽出した。 

 

8.2.2.6 燧ヶ岳 

 燧ヶ岳は、福島県檜枝岐村に位置する第四紀火山であり、成層火山で構成される。

敷地からの距離は約 136km である。活動年代は約 16 万年前以降で、最新噴火は 1544

年とされている（西来他（2016）(2)）。燧ヶ岳の活動履歴の評価に当たっては早川他

（1997） (35)、山元（1999）(36)、山元（2012）(9)、中野他（2013）(1)、気象庁編

（2013）(4)及び産業技術総合研究所地質調査総合センター編（2014）(15)を参照した。 

 燧ヶ岳は、燧ヶ岳七入テフラ等の噴出から活動を開始したとされ、460 年前には御

池岳溶岩ドームを形成したとされる（山元（2012）(9)、早川他（1997）(35)等）。最

新の噴火は、1544年の水蒸気噴火である。 

 完新世に活動を行った火山であり、施設に影響を及ぼし得る火山として抽出した。 

 

8.2.2.7 安達太良山 

 安達太良山は、福島県郡山市北部に位置する第四紀火山であり、複成火山と溶岩ド

ームで構成される。敷地からの距離は約153kmである。活動年代は約55万年前～1900

年とされている（西来他（2016）(2)）。安達太良山の活動履歴の評価に当たっては第

四紀火山カタログ委員会編（1999）(5)、山元・阪口（2000）(37)、藤縄他（2001）(38)、

藤縄・鎌田（2005）(39)、長谷川他（2011）(40)、中野他（2013）(1)、気象庁編（2013）

(4)及び産業技術総合研究所地質調査総合センター編（2014）(15)を参照した。 

 安達太良山の活動は早期、ステージ 1、ステージ 2、ステージ 3 に区分され、ステ

ージ 1は 55万年前から活動し、最新活動期であるステージ 3は約 25万年前から活動

したとされる（藤縄他（2001）(38)等）。最新の噴火は、1900 年にマグマ水蒸気噴火

が発生した（山元・阪口（2000）(37)等）。 

 完新世に活動を行った火山であり、施設に影響を及ぼし得る火山として抽出した。 

 

8.2.2.8 磐梯山 
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 磐梯山は、福島県耶麻郡北東部に位置する第四紀火山であり、複成火山である。敷

地からの距離は約 154km である。活動年代は約 70 万年前～1888 年とされている（西

来他（2016）(2)）。磐梯山の活動履歴の評価に当たっては三村（1994）(41)、三村・

中村（1995）(42)、梅田他（1999）(43)、長谷川他（2011）(40)、山元（2012）(9)、中野

他（2013）(1)、気象庁編（2013）(4)及び産業技術総合研究所地質調査総合センター編

（2014）(15)を参照した。 

 磐梯山は先磐梯火山、古磐梯火山、磐梯火山に区分され、約 70 万年前から活動を

開始したとされる（山元（2012）(9)、三村（1994）(41)等）。また、最新活動期であ

る磐梯火山は 8 万年前から活動し、最新の噴火である 1888 年の噴火では、水蒸気噴

火に伴う山体崩壊による岩屑なだれ、火砕サージ等が発生した（長谷川他（2011）

(40)等）。 

 完新世に活動を行った火山であり、施設に影響を及ぼし得る火山として抽出した。 

 

8.2.2.9 榛名山 

 榛名山は、群馬県高崎市に位置する第四紀火山であり、成層火山－カルデラ、溶岩

ドーム及び火砕丘で構成される。敷地からの距離は約 154kmである。活動年代は約 50

万年前以降で、最新噴火は 6 世紀後半～7 世紀初頭とされている（西来他（2016）

(2)）。   

 榛名山の活動履歴の評価に当たっては大森編（1986）(23)、Soda（1996）(44)、第四

紀火山カタログ委員会編（1999）(5)、下司（2013）(45)、山元（2013a）(11)、中野他

（2013）(1)、気象庁編（2013）(4)及び産業技術総合研究所地質調査総合センター編

（2014）(15)を参照した。 

 榛名山は古期榛名火山、新期榛名火山に区分される（下司（2013）(45)等）。最新

の噴火では、プリニー式噴火により降下火砕物、火砕流として榛名二ツ岳伊香保テフ

ラが噴出したとされる（山元（2013a）(11)）。 

 完新世に活動を行った火山であり、施設に影響を及ぼし得る火山として抽出した。 

 

8.2.2.10 沼沢 

 沼沢は、福島県金山町に位置する第四紀火山であり、溶岩ドーム、カルデラで構成

される。敷地からの距離は約 157km である。活動年代は約 11 万年前〜約 5400 年前

（西来他（2016）(2)）である。沼沢の活動履歴の評価に当たっては山元（1995）(47)、

山元（2003）(48)、山元（2012）(9)、中野他（2013）(1)を参照した。 

 沼沢は 11 万年前～約 5400 年前に活動し、沼沢芝原テフラ、惣山溶岩ドーム、沼沢

前山溶岩ドーム、沼沢湖テフラ等を噴出したとされる。最新の活動である沼沢湖テフ

ラの噴出に伴ってカルデラが形成された（山元（2003）(48)、 2012(9)）等）。 

 完新世に活動を行った火山であり、施設に影響を及ぼし得る火山として抽出した。 

 

8.2.3 完新世に活動を行っていない火山のうち将来の火山活動可能性が否定できない火山 

 完新世に活動を行っていない 21 の火山のうち、最後の活動終了からの期間が、全活動
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期間もしくは過去の最大休止期間より短いとみなされる場合は、将来の活動可能性が否定

できないと判断し、その結果、子持山と笹森山の 2 火山を将来の活動可能性が否定できな

い火山として抽出した。各火山の形式、活動年代及び最後の活動からの経過期間等を第

8.2.1表に示す。 

 

8.2.3.1 子持山 

 子持山は、群馬県沼田市・渋川市境に位置する第四紀火山であり、複成火山と溶岩

ドームで構成される。敷地からの距離は約 144km である。活動年代は約 90 万年前〜

約 20 万年前とされている（中野他（2013）(1)）。子持山の活動履歴の評価に当たっ

ては飯塚（1996）(49)及び中野他（2013）(1)を参照した。 

 子持山の活動は、綾戸活動期、前期子持火山活動期、後期子持火山活動期に区分さ

れる。また、綾戸活動期と前期子持火山活動期の間に少なくとも約 30 万年間の休止

期があったとされる（飯塚（1996）(49)及び中野他（2013）(1)）。 

 全活動期間よりも最後の活動終了からの期間が短い火山であり、施設に影響を及ぼ

し得る火山として抽出した。 

 

8.2.3.2 笹森山 

 笹森山は、福島県福島市南西部に位置する第四紀火山であり、複成火山である可能

性がある。敷地からの距離は約 154km である。活動年代は約 370 万年前〜約 180万年

前とされている（西来他（2016）(2)、山元（2015）(52)）。笹森山の活動履歴の評価

に当たっては阪口（1995）(50)、第四紀火山カタログ委員会編（1999）(5)、長橋他

（2004）(51)、中野他（2013）(1)、山元（2015）(52)を参照した。 

 笹森山は笹森山安山岩と蓬莱火砕流からなるとされ、最新の噴火活動は、最末期の

蓬莱火砕流から 1.9Ma～1.8Ma のフィッショントラック年代が報告されている（山元

（2015）(52)）。 

 全活動期間よりも最後の活動終了からの期間が短い火山であり、施設に影響を及ぼ

し得る火山として抽出した。 

 

8.2.4 将来の活動可能性が否定できない火山の抽出 

 地理的領域内に分布する第四紀火山について、「完新世に活動を行った火山」及び「完

新世に活動を行っていない火山のうち将来の火山活動可能性が否定できない火山」を評価

し、施設に影響を及ぼし得る火山として、高原山、那須岳、男体･女峰火山群、日光白根

火山群、赤城山、燧ヶ岳、子持山、安達太良山、磐梯山、榛名山、笹森山及び沼沢の 12

火山を抽出した。 

 

8.3 抽出された火山の火山活動に関する個別評価 

 施設に影響を及ぼし得る火山（12 火山）について、活動履歴に関する文献調査により、評

価の対象となる設計対応不可能な火山事象の顕著な発生実績及び過去最大規模の噴火による火
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山噴出物の敷地への到達可能性について第 8.3.1表に整理した。 

 火砕物密度流については、各火山の過去最大規模の火砕物密度流の分布から到達可能性範囲

を検討した。まず、高原山と日光白根火山群については、活動履歴上、噴出物は溶岩及び火砕

物が主であり、火砕物密度流の発生は認められない。それ以外の火山については、過去最大規

模の火砕物密度流の分布はいずれも山体周辺に限られ、敷地周辺までの到達は認められない

（第 8.3.1 図、第 8.3.2図）。また、溶岩流、岩屑なだれ、地滑り及び斜面崩壊については、

施設に影響を及ぼし得る火山（12 火山）のうち敷地に最も近い高原山でも敷地から約 98km と

十分離れている。したがって、これらの火山事象が敷地に到達する可能性は十分に小さいと判

断される。  

 新しい火口の開口及び地殻変動については、敷地は、火山フロントより前弧側（東方）に位

置すること、敷地周辺では火成活動は確認されていないことから、これらの火山事象が敷地に

おいて発生する可能性は十分に小さいと判断される。  

 以上のことから、施設に影響を及ぼし得る火山（12 火山）については過去最大規模の噴火

を想定しても設計対応不可能な火山事象が施設に影響を及ぼす可能性は十分に小さいと評価し、

火山活動のモニタリングは不要と判断した。 

 

8.4 火山事象の影響評価 

 施設に影響を及ぼし得る火山（12 火山）について、原子炉施設の運用期間中における活動

可能性と規模を考慮し、施設の安全性に影響を与える可能性について検討した。 

なお、降下火砕物については、地理的領域外の火山も含めてその影響を評価した。 

 

8.4.1 降下火砕物 

8.4.1.1 層厚に関する評価 

 町田・新井（2011）(53)、山元（2013a）(11)等に基づき、敷地周辺に分布が確認また

は推定される降下火砕物を抽出した。そのうち、噴出源が同定できる降下火砕物につ

いては、当該火山の将来の噴火の可能性について噴火履歴等から検討した。一方、噴

出源が同定できない降下火砕物については、その堆積状況より検討した。敷地周辺で

分布が推定される主な降下火砕物の噴出源と敷地の距離、敷地での層厚、噴火規模、

原子炉施設の運用期間中における同規模の噴火の可能性の有無について、文献調査の

結果の整理を第 8.4.1 表に示し、原子炉施設の運用期間中に同規模の噴火の可能性の

ある降下火砕物の分布を第 8.4.1図に示す。 

(1) 噴出源を同定できる降下火砕物の同規模噴火の可能性 

ａ．満美穴テフラ、日光早乙女テフラ、日光行川テフラ、日光矢板テフラ（男体・女

峰火山群） 

 満美穴テフラ、日光早乙女テフラ、日光行川テフラ及び日光矢板テフラは男体女

峰火山群を噴出源とし、それぞれ約 10 万年前、約 13 万年前、約 14 万年前に噴出し

たとされる（山元（2012）(9)）。   

 佐々木（1994）(18)によれば、男体・女峰火山群において、約 60万年前から約 7万

年前までは女峰赤薙火山が活動し、日光溶岩ドーム群の活動を経て、約 2 万年前以
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降に男体火山、三ツ岳火山、日光白根火山が活動したとされる。 

 上記を踏まえると、満美穴テフラ、日光早乙女テフラ、日光行川テフラ及び日光

矢板テフラが噴出されたのは女峰赤薙火山の活動期であり、現在の活動は男体火山

の活動期であると考えられる。 

以上のことから、原子炉施設の運用期間中における満美穴テフラ、日光早乙女テ

フラ、日光行川テフラ及び日光矢板テフラと同規模噴火の発生可能性は十分に小さ

いと判断される。 

ｂ．真岡テフラ（飯士山） 

 真岡テフラは飯士山を噴出源とし、約 22 万年前に噴出したとされる（山元

（2013a）(11)）。 

 西来他（2016）(2)、中野他（2013）(1)、赤石・梅田（2002）(54)によれば、飯士山

の活動形式は成層火山であり、その活動年代は約 30 万年前～約 20 万年前とされて

いる。 

 上記を踏まえると、全活動期間よりも最後の活動終了からの期間が長いことから、

飯士山は将来の活動可能性はない火山と判断される。 

以上のことから、原子炉施設の運用期間中における真岡テフラと同規模噴火の発

生可能性は十分に小さいと判断される。 

c．立川ローム上部ガラス質テフラ、浅間板鼻黄色テフラ（浅間山） 

 立川ローム上部ガラス質テフラは約 1.5 万年前～約 1.6 万年前に、浅間板鼻黄色

テフラは約 1.5 万年前～約 1.65 万年前に、浅間山を噴出源として噴出した広域テフ

ラである（町田・新井（2011）(53)）。 

 高橋他（2013）(55)によれば、浅間山の活動は、黒斑火山、仏岩火山、前掛火山に

区分される。高橋・安井（2013）(56)によれば、最新活動期である前掛火山は約 1 万

年前（山元（2014b）(31))から活動を開始したとされる。 

 山元（2014b）(31)によれば、立川ローム上部ガラス質テフラ及び浅間板鼻黄色テ

フラは仏岩火山の活動であり、現在は前掛火山の活動となっており、2015 年にはご

く小規模な噴火が発生し、微量の降灰が確認された（気象庁（2015）(57)）。 

 なお、現在の活動での最大規模の噴火は、浅間Ｂテフラであるが、敷地周辺（半

径約 30km以内）で確認または分布は推定されない。 

 以上のことから、原子炉施設の運用期間中における立川ローム上部ガラス質テフ

ラ及び浅間板鼻黄色テフラと同規模噴火の発生可能性は十分に小さいと判断される。 

d．箱根東京テフラ、箱根吉沢下部７テフラ（箱根火山群） 

 箱根東京テフラは約 6.6 万年前に、箱根吉沢下部 7 テフラは約 12.8 万年前～約

13.2 万年前の間に、箱根火山群を噴出源として噴出した広域テフラである（町田・

新井（2011）(53)）。 

長井・高橋（2008）(58)によれば、箱根火山群の活動は、初期の陸上火山活動であ

るステージ１、玄武岩～安山岩質成層火山群形成期のステージ２、安山岩質成層火

山群及び独立単成火山群形成期のステージ３、カルデラ及び単成火山群形成期のス

テージ４、前期中央火口丘形成期のステージ５、爆発的噴火期のステージ６、後期
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中央火口丘形成期のステージ７に区分される。 

 山元（2014b）(31)によれば、箱根東京テフラは爆発的噴火を主体としていたステ

ージ６、箱根吉沢下部７テフラはステージ５で発生した降下火砕物である。現在は

中央火口丘での溶岩ドームの活動であるステージ 7 であり、顕著な降下火砕物の発

生は確認されない。 

 以上のことから、原子炉施設の運用期間中における箱根東京テフラ及び箱根吉沢

下部７テフラと同規模噴火の発生可能性は十分に小さいと判断される。 

e．飯縄上樽 aテフラ（飯縄山） 

 飯縄上樽 aテフラは、約 13万年前に飯縄山を噴出源として噴出したテフラである

（町田・新井（2011）(53)）。 

 飯縄山は、第Ⅰ活動期と第Ⅱ活動期の 2 つの活動期間に大別され、第Ⅰ活動期は、

約 34 万年前ごろ、第Ⅱ活動期は約 20 万年前にはじまり、飯縄上樽 a テフラは第Ⅱ

活動期に発生した（早津他（2008）(59)）。早津他（2008）(59)によれば、飯縄山は妙

高火山群を構成する火山の 1 つであり、その活動は玄武岩質マグマによって開始し、

デイサイト質マグマの活動によって終わるとされ、飯縄山の第Ⅱ活動期においても、

噴出するマグマの性質が玄武岩質から安山岩質、安山岩質からデイサイト質へと変

化したとされる。また、第Ⅱ活動期は、飯縄上樽 a テフラ噴出後の活動である溶岩

ドーム群の活動を最後に急速に衰退し、約 6 万年前の水蒸気爆発の発生以降、噴火

の痕跡は確認されず、噴気活動や高温の温泉の湧出等は全く認められないことから、

現在、火山活動は完全に停止状態にあると考えられている （早津他（2008）(59)）。 

 以上のことから、原子炉施設の運用期間中における飯縄上樽 a テフラと同規模噴

火の発生可能性は十分に小さいと判断される。 

f．御嶽第１テフラ（御嶽山） 

 御嶽第１テフラは、約 9.5 万年前～約 10万年前に御嶽山を噴出源として噴出した

広域テフラである（町田・新井（2011）(53)）。 

 御嶽山の活動は、西来他（2016）(2)、山元（2014b）(31)、及川他（2014）(60)、竹

内他（1998）(61)によれば、古期御嶽火山と新期御嶽火山に分けられ、現在は新期御

嶽火山の活動期であり、御嶽第１テフラは約 10 万年前に発生したとされる。また、

木村（1993）(62)によれば、新期御嶽火山の活動は 3 つのステージに分けられ、御嶽

第 1テフラをもたらした噴火が発生したステージはＯ1ステージ（デイサイト－流紋

岩質のプリニー式噴火と、カルデラ陥没及び溶岩ドームの形成）であり、現在は山

頂付近の小円錐火山群の形成期であるＯ３ステージで、約 2 万年前以降は水蒸気噴

火を中心とした活動であるとされる。 

 なお、及川他（2014）(60)によれば、過去 1 万年以内に少なくとも 4 回のマグマ噴

火が確認されている。 

 以上のことから、原子炉施設の運用期間中における御嶽第１テフラと同規模噴火

の発生可能性は十分に小さいと判断される。 

g．谷口テフラ、大峰テフラ（爺ヶ岳）、恵比須峠福田テフラ、丹生川テフラ（穂高岳） 

 谷口テフラ及び大峰テフラの噴出源である爺ヶ岳、並びに恵比須峠福田テフラ及
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び丹生川テフラの噴出源である穂高岳はいずれも飛騨山脈に位置する第四紀火山で

ある（及川（2003）(63)）。 

 及川（2003）(63)によれば、飛騨山脈での火成活動は StageⅠ～Ⅲの 3 つの活動期

に区分され、谷口テフラ、大峰テフラ、恵比須峠福田テフラ、丹生川テフラを発生

させた時期はいずれも StageⅠ（2.5Ma～1.5Ma）である。 

 現在の活動期は StageⅢ（0.8Ma〜0Ma）であり、東西圧縮応力場のもとで、成層

火山形成を主体とした活動が継続していることから、飛騨山脈において StageⅠで

発生した大規模な噴火の発生可能性は十分に小さいと考えられる。 

 以上のことから、原子炉施設の運用期間中において谷口テフラ、大峰テフラ、恵

比須峠福田テフラ、丹生川テフラと同規模の噴火の発生可能性は十分に小さいと判

断される。 

h．大町Ａｐｍテフラ群（樅沢岳） 

 大町Ａｐｍテフラ群は、樅沢岳を噴出源として噴出した広域テフラ群である（町

田・新井（2011）(53)）。 

 西来他（2016）(2)、中野他（2013）(1)、原山（1990）(64)、町田・新井（2011）(53)

等によれば、火山の活動形式は火砕流であり、その活動年代は約 40 万年～約 30 万

年前とされている。 

 上記を踏まえると、樅沢岳は全活動期間より、最後の活動終了からの期間が長い

ことから、将来の活動可能性はないと判断される。 

 以上のことから、原子炉施設の運用期間中における大町Ａｐｍテフラ群と同規模

噴火の可能性は十分に小さいと判断される。 

i．貝塩上宝テフラ（上宝） 

 貝塩上宝テフラは、上宝を噴出源として噴出した広域テフラである（町田・新井

（2011）(53)）。 

 西来他（2016）(2)、中野他（2013）(1)によれば、火山の活動形式は火砕流であり、

その活動期間は約 60 万年前とされている。 また、鈴木（2000）(65)等によれば、約

62万年前から約 60万年前の間に大規模な噴火が発生し、貝塩給源火道から上宝火砕

流及び貝塩上宝テフラが噴出したとされる。 

上記を踏まえると、全活動期間よりも最後の活動終了からの期間が長いことから、

将来の活動可能性はないと判断される。 

 以上のことから、原子炉施設の運用期間中における貝塩上宝テフラと同規模噴火

の可能性は十分に小さいと判断される。 

j．玉川Ｒ４テフラ（玉川カルデラ） 

 玉川Ｒ４テフラは、約 200 万年前に玉川カルデラを噴出源とし噴出した広域テフ

ラである（町田・新井（2011）(53)）。 

 鈴木・中山（2007）(66)によれば、敷地周辺に玉川Ｒ４テフラの分布が示され、そ

の降灰年代は 2.0Ma と推定されるとしている。梅田他（1999）(43)によれば、東北日

本の 2Ma 以降の火山活動は、活動年代、噴出量、噴火様式、広域応力場変遷の観点

から次の 3ステージに区分される。 stage1（2Ma〜1Ma）では、弱圧縮応力場の環境
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下で大規模珪長質火砕流の噴出が卓越したとされる。stage2（1Ma〜0.6Ma）では、

強圧縮応力場の環境下で成層火山の活動が卓越したとされる。stage3（0.6Ma 以降）

では、強圧縮応力場におかれ、脊梁山脈全体で断層運動が活発化し、大規模珪長質

火砕流、成層火山の活動が共に認められ、マグマ噴出量が増大したとされる。 

 現在の東北日本における火山活動は stage3 に相当することに加え、高橋（1995）

(67)によれば、大量の珪長質マグマを蓄積するには低地殻歪速度が必要であるとされ

る。 

 以上のことから、原子炉施設の運用期間中における玉川Ｒ４テフラと同規模噴火

の発生可能性は十分に小さいと判断される。 

k．八甲田国本テフラ（八甲田カルデラ） 

 八甲田国本テフラは、約 76 万年前に八甲田カルデラ（八甲田火山）を噴出源とし

て噴出した広域テフラである（町田・新井（2011）(53)）。 

 気象庁編（2013）(4)によれば、八甲田火山は、南八甲田火山群、北八甲田火山群

に区分され、八甲田カルデラは北八甲田火山群の直下～北東に存在するとされてい

る。中野他（2013）(1)及び工藤他（2011）(68)によれば、八甲田火山の活動を、南八

甲田火山群、八甲田カルデラ、北八甲田火山群の活動に区分し、このうち、八甲田

カルデラにおいては、約 1Ma（八甲田中里川）、0.9Ma（八甲田黄瀬）、0.76Ma（八

甲田第１期）、0.4Ma（八甲田第２期）に大規模火砕流を噴出したとされている。八

甲田火山は、110 万年前から活動を開始し、南八甲田火山群及び八甲田カルデラの

活動後、最近 30 万年間では、北八甲田火山群のみの活動が継続している。八甲田国

本テフラは八甲田カルデラの活動で発生したものであり、現在は北八甲田火山群の

活動である。 

 以上のことから、原子炉施設の運用期間中における八甲田国本テフラと同規模噴

火の発生可能性は十分に小さいと判断される。 

l．大山倉吉テフラ（大山） 

 大山倉吉テフラは、約 5.5 万年前に大山を噴出源として噴出した広域テフラであ

る（町田・新井（2011）(53)）。 

 守屋（1983）(69)の日本の第四紀火山の地形発達過程に基づく分類によれば大山は

最終期である第４期とされる。また、米倉（2001）(70)によれば、一般にこの第４期

の噴出量は第１期〜第３期と比べて少なく、数 km３とされる。 

 また、山元（2014b）(31)による活動履歴情報の整理に基づけば、約 40 万年前以降、

最も規模の大きな噴火は大山倉吉テフラ噴火であるが、これに至る活動間隔は、大

山倉吉テフラ噴火以降の経過期間に比べて十分に長い。 

 ただし、数 km３以下の規模の噴火については、大山倉吉テフラ噴火以前もしくは

以降においても繰り返し発生している。また、Zhao et al.（2011）(71)によれば、大

山の地下深部に広がる低速度層と、大山の西方地下で発生している低周波地震の存

在から、地下深部にはマグマ溜まりが存在している可能性が示唆される。保守的に、

この低速度層をマグマ溜まりとして評価した場合、その深度は 20km 以深に位置し、

これは爆発的噴火を引き起こす珪長質マグマの浮力中立点の深度 7km（東宮（1997）
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(72)）よりも深い位置に相当する。 

 以上のことから、原子炉施設の運用期間中における大山倉吉テフラと同規模噴火

の発生可能性は十分に小さいと判断される。 

m．阿蘇４、阿蘇３テフラ（阿蘇カルデラ） 

 阿蘇４テフラは約 8.5万年前～約 9 万年前に、阿蘇３テフラは約 13万年前に、い

ずれも阿蘇カルデラを噴出源として噴出した広域テフラである（町田・新井（2011）

(53)）。 

 Nagaoka（1988）(73)に基づけば、現在の阿蘇カルデラの活動期は、最新の破局的

噴火（約 9 万年前の阿蘇４テフラの噴出）以降、阿蘇山において草千里ヶ浜軽石等

の多様な噴火様式による小規模噴火が発生していることから、阿蘇山における後カ

ルデラ噴火ステージの活動と考えられ、苦鉄質火山噴出物及び珪長質火山噴出物の

給源火口の分布（三好他（2005）（74））から、地下に大規模な珪長質マグマ溜まり

は存在していないと考えられる。また、破局的噴火の最短の活動間隔（約 2 万年）

は、最新の破局的噴火からの経過期間（約 9万年）と比べて短い。 

 以上のことから、原子炉施設の運用期間中における阿蘇４、阿蘇３テフラと同規

模噴火の発生可能性は十分に小さいと判断される。 

n．姶良Ｔｎテフラ（姶良カルデラ） 

 姶良Ｔｎテフラは、南九州の姶良カルデラを噴出源とし、約 2.8 万年前～約 3 万

年前に噴出した広域テフラである（町田・新井（2011）(53)）。 

現在の姶良カルデラの活動期は、Nagaoka（1988）(73)に基づけば、後カルデラ火

山噴火ステージであると考えられる。また、破局的噴火の活動間隔（約 6 万年以上）

は、最新の破局的噴火である約 3 万年前の姶良Ｔｎテフラの噴出からの経過期間と

比べ十分に長く、現在は破局的噴火に先行して発生するプリニー式噴火ステージの

兆候が認められない。 

 以上のことから、原子炉施設の運用期間中における、姶良Ｔｎテフラと同規模噴

火の可能性は十分に小さいと判断される。 

o．鬼界アカホヤテフラ、鬼界葛原テフラ（鬼界カルデラ） 

 鬼界アカホヤテフラは約 7,300 年前に、鬼界葛原テフラは約 9.5 万年前に、いず

れも鬼界カルデラを噴出源として噴出した広域テフラである（町田・新井（2011）

(53)）。 

 現在の鬼界カルデラの活動期は、Nagaoka（1988）(73)に基づけば、後カルデラ火

山噴火ステージ（薩摩硫黄島）であると考えられる。また、鬼界カルデラにおける

破局的噴火の活動間隔は約 5 万年以上であり、最新の破局的噴火からの経過期間

（約 0.7 万年）に比べて十分長い。 

 以上のことから、原子炉施設の運用期間中における鬼界アカホヤテフラ及び鬼界

葛原テフラと同規模噴火の発生可能性は十分に小さいと判断される。 

(2) 噴出源が同定できない降下火砕物 

 敷地周辺で確認された噴出源が同定できない降下火砕物は、敷地から西北西に約

23km の茨城県笠間市大古山の涸沼川沿いで確認される「涸沼川テフラ」（山元
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（2013a）(11)）の 1 つである。本テフラは見和層下部のエスチュアリー相泥質堆積物

中に再堆積物として挟まれる層厚 15 ㎝の軽石質の粗粒火山灰であるとされている

（山元（2013a）(11)）。また、涸沼川テフラは敷地近傍においてその分布が認められ

ないことから、敷地への影響は十分に小さいと判断される。 

(3) 設計上考慮する降下火砕物の層厚の検討 

 文献調査結果から、敷地周辺で分布が推定される主な降下火砕物のうち、噴出源が

同定でき、原子炉施設の運用期間中における同規模の噴火の可能性のある降下火砕物

として、高原山を噴出源とする高原戸室山２テフラ、男体・女峰火山群を噴出源とす

る男体今市テフラ、男体七本桜テフラ、赤城山を噴出源とする赤城鹿沼テフラ、赤城

行川２テフラ、赤城水沼１テフラ、赤城水沼２テフラ、赤城水沼８テフラ、赤城水沼

９－１０テフラ、燧ケ岳を噴出源とする燧ヶ岳七入テフラ、沼沢を噴出源とする沼沢

芝原テフラ、榛名山を噴出源とする榛名八崎テフラ、四阿山を噴出源とする四阿菅平

２テフラが挙げられる。 

 一方、噴出源が同定できない降下火砕物として、涸沼川テフラが認められる。 

 これらの降下火砕物のうち、敷地周辺において層厚とその噴火規模が最も大きい降

下火砕物は赤城鹿沼テフラであり、設計上考慮する降下火砕物として詳細に検討を行

った。 

ａ．降下火砕物の分布状況 

 赤城鹿沼テフラの分布に関する以下の敷地周辺の層厚調査及び敷地内の地質調査

の結果から、赤城鹿沼テフラの敷地及び敷地近傍での層厚は約 35cm であるが、敷地

周辺で最大 50cmが確認され、保守性を考慮して 50cmと評価される。 

(a) 敷地周辺の層厚調査  

 降下火砕物の等層厚線図から、敷地において最も層厚が大きい降下火砕物は赤

城鹿沼テフラと判断される。その分布主軸は敷地の方向を向いており、「新編 火

山灰アトラス」（町田・新井（2011）(53)）によれば 10cm～40cm、山元（2013a）

(11)では 32cm～64cm の 32cm 等層厚線付近に位置する。山元（2013a）(11)、茨城県

自然博物館(2001) (75)、茨城県自然博物館（2007）(76)及び敷地周辺の地質調査結

果より敷地周辺の赤城鹿沼テフラの層厚を調査したところ、敷地近傍で約 35 ㎝、

敷地周辺で概ね 40cm以下、敷地から噴出源方向に約 10kmの地点で最大 50cm が確

認される。（第 8.4.2図） 

(b) 敷地内の地質調査 

 敷地での赤城鹿沼テフラの層厚を把握するため、地質調査を実施した。ボーリ

ング調査において、ローム層中に黄褐色の軽石層が認められ、火山灰分析の結果、

赤城鹿沼テフラに対比される。また、ボーリング調査による層厚は 25～30cm、露

頭で層厚 30～35cmであり、文献で示される層厚に整合している。（第 8.4.3図） 

ｂ．降下火砕物シミュレーション 

 現在の気象条件での敷地における降下火砕物の層厚を検討するため、敷地周辺に

おける堆積厚さが最も大きい赤城鹿沼テフラの噴出源である赤城山を対象に降下火

砕物シミュレーションを行った。 
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 山元（2016）(32)、高橋他（2012）(28)、守屋（1979）(77)によれば、赤城山の活動

は約 50 万年前から溶岩と火砕物を主とした噴火様式の古期成層火山の活動から始ま

り、約 22 万年前の山体崩壊を境に、その後、新期成層火山の活動となっている。新

期成層火山についても 3 つの活動期に分けられ、赤城鹿沼テフラは現在の活動ステ

ージである後カルデラ期に発生した降下火砕物であるとされる。現在の赤城山の活

動ステージにおいて最大規模の噴火による降下火砕物噴出は赤城鹿沼テフラであり、

その噴出量は 2km３DRE（見かけ体積 5km３）とされている（第 8.4.4 図）。このこと

を踏まえ、解析条件の噴出量には見かけ体積 5km３を設定した。主な解析条件につい

ては第 8.4.2表に示す。 

 風向・風速は、気象庁が行っているラジオゾンデの定期観測データ（観測地点：

館野）を用いて行った。 

 月別平年解析の結果、1 年を通じて偏西風の影響を受け、分布主軸が東から東北

東に向く傾向があり、敷地における降下火砕物の堆積厚さは 7月の 21 時の風のケー

スで最大（約 12cm）となる（第 8.4.5 図）。さらに、層厚が最大となった 7 月の 21

時を基本ケースとして、噴煙柱・風速・風向の 3 つの要素について、不確かさに関

する検討を行った（第 8.4.6 図）。その結果、風速の不確かさを考慮した場合が最

大で層厚は約 22cm であり、敷地及び敷地周辺の調査で確認された層厚を上回らない。 

(4) 設計上考慮する降下火砕物の層厚の設定 

上記を踏まえ、降下火砕物の分布状況及び降下火砕物シミュレーションによる検討結

果から総合的に判断し、設計上考慮する降下火砕物の層厚を保守的に 50 ㎝と設定す

る。 

 

8.4.1.2 密度に関する評価 

 富田他（1994）(25)によれば、笠間地区における赤城鹿沼テフラの密度は湿潤状態

で 1.0g／cm３、乾燥状態で 0.3g／cm３である。また、地質調査（土質試験）により赤

城山から敷地までの距離とほぼ同一な距離における赤城鹿沼テフラの密度を確認した

結果、湿潤密度で最大約 1.1g／cm３、乾燥密度で最小約 0.3g／cm３であった（第

8.4.7図）。 

 一方で、宇井編（1997）(26)によれば、乾燥した火山灰は密度が 0.4 g／cm３～0.7 g

／cm３であるが、湿ると 1.2 g／cm３を超えることがあるとされている。 

 以上のことから、湿潤密度は 1.5 g／cm３と設定する。 

 

8.4.2 火山性土石流、火山泥流及び洪水 

 施設に影響を及ぼし得る12火山のうち、敷地から120㎞の範囲内には高原山、那須岳、

男体・女峰火山群、日光白根火山群の 4 火山が位置する。敷地は那珂川流域に位置し、上

流域に対象火山が存在する。 

 文献調査の結果、那珂川に沿う瓜連丘陵に火山性土石流堆積物である粟河軽石が分布す

る（坂本・宇野沢（1976）(78)）。しかしながら、那珂川の流下方向は敷地へ向かってい

ない。また、那珂川と敷地の間には鹿島台地が分布し敷地は台地上に位置する。（第
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8.4.8 図）。このことから、火山性土石流、火山泥流及び洪水が施設に影響を及ぼす可能

性は十分に小さいと判断される。 

 

8.4.3 火山から発生する飛来物（噴石） 

 施設に影響を及ぼし得る 12火山のうち、最も近いものでも敷地から約 98km と十分離れ

ていることから、火山から発生する飛来物が施設に影響を及ぼす可能性は十分に小さいと

判断される。 

 

8.4.4 火山ガス 

 施設に影響を及ぼし得る 12火山のうち、最も近いものでも敷地から約 98km と十分離れ

ていること、敷地は太平洋に面する台地上に位置しており火山ガスが滞留する地形ではな

いことから、火山ガスが施設に影響を及ぼす可能性は十分に小さいと判断される。 

 

8.4.5 その他火山事象 

 施設に影響を及ぼし得る 12火山のうち、最も近いものでも敷地から約 98km と十分離れ

ていること、敷地は火山フロントより前弧側（東方）に位置することから、津波及び静振、

大気現象、火山性地震とこれに関連する事象、熱水系及び地下水の異常について、施設に

影響を及ぼす可能性は十分に小さいと判断される。 
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第 8.2.1 表(1) 地理的領域内の第四紀火山における活動可能性 
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第 8.2.1 表(2) 地理的領域内の第四紀火山における活動可能性 



添
-3-68 

     

第 8.3.1 表 設計対応不可能な火山事象とその噴火物の敷地への到達可能性 
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敷地と
火山と
の距離

敷地及び敷地近傍で確認
される主な降下火砕物

記号
火山から

敷地への方向
（距離(ｋｍ)）

給源火山
試験研究炉の運用期間中の

同規模噴火の可能性
(○：あり，×：可能性は十分に小さい)

敷地の層厚

降下火砕
物の

噴火規模

（VEI）
※

半径
160km
内

高原戸室山2テフラ Tk-TM2
南東

（約98km）
高原山 ○ － 8㎝以下＊1 5

男体七本桜テフラ Nt-S
東南東

（約110km）
男体・女峰火山群 ○ －

0～20ｃｍ＊2 4

男体今市テフラ Nt-I 0～20ｃｍ＊2 4

満美穴テフラ Nk-Ma

東南東
（約110km）

男体・女峰火山群
× 女峰赤薙火山の活動で発生した降下火砕物であ

り、現在は男体山、三ツ岳火山の活動が継続

32㎝以下＊3 5

日光早乙女テフラ Nk-SO 16㎝以下＊3 4

日光行川テフラ Nk-NM 16㎝以下＊3 5

日光矢板テフラ Nk-YT 16㎝以下＊3 4

赤城鹿沼テフラ Ag-KP

東南東
（約126km）

赤城山 ○ －

32㎝〜64㎝＊1 5

赤城行川2テフラ Ag-NM2 4㎝以下＊1 4

赤城水沼1テフラ Ag-MzP1 5㎝〜20㎝＊2 4

赤城水沼2テフラ Ag-MzP2 4㎝以下＊1 4

赤城水沼8テフラ Ag-MzP8 8㎝以下＊1 4

赤城水沼9-10テフラ Ag-MzP9-10 16㎝以下＊1 4

燧ヶ岳七入テフラ Hu-NN
南東

（約136km）
燧ヶ岳 ○ － 8㎝以下＊3 5

沼沢芝原テフラ Nm-SB
南東

（約157km）
沼沢 ○ － 16㎝以下＊3 4

榛名八崎テフラ Hr-HP
東

（約154km）
榛名山 ○ － 0㎝〜10㎝＊2 4

鬼怒沼黒田原テフラ Kn-KD
東南東

（約125ｋｍ）
鬼怒沼 × 将来の活動可能性のない火山 16㎝以下＊3 5

*1：山元(2013a) (11)，*2：町田・新井(2011) (53)，*3：山元(2012) (9)，*4：大石(2009) *5：鈴木（2001）
*6：Tamura et al(2008) *7：鈴木・早川(1990) *8：鈴木・中山(2007) ，*9：鈴木他(2001)
*10：山元(2013b) (46)

※噴火規模(VEI)の定義は町田・新井(2011)(53)に基づく 試験研究炉の運用期間中の同規模噴火の可能性あり。

試験研究炉の運用期間中の同規模噴火の可能性が十分に小さい。

第 8.4.1 表(1) 降下火砕物の文献調査結果 

(80) (81)

(82) (83) (66) (84)
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敷地と
火山と
の距離

敷地及び敷地近傍で確認
される主な降下火砕物

記号
火山から

敷地への方向
（距離(ｋｍ)）

給源火山
試験研究炉の運用期間中の

同規模噴火の可能性
(○：あり，×：可能性は十分に小さい)

敷地の層厚

降下火砕
物の

噴火規模

（VEI）
※

半径
160km
外

真岡テフラ MoP
東南東

（約172km）
飯士山 × 将来の活動可能性のない火山 32㎝〜16㎝＊1 5

立川ローム上部
ガラス質テフラ

UG 東
（約183km）

浅間山 ×
仏岩期の活動で発生した降下火砕物であり、
現在は前掛火山の活動が継続

0㎝以上＊2 6

浅間板鼻黄色テフラ As-YP 0㎝以上＊2 5

四阿菅平2テフラ Azy-SgP2
東

（約194km）
四阿山 ○ － 0㎝以上＊4 5

箱根東京テフラ Hk-TP 北東
（約180km）

箱根火山群 ×
現在は溶岩ドームの活動が継続（顕著な降下
火砕物発生はない）

0㎝以上＊2 6

0cm以上＊2 5箱根吉沢下部7テフラ Hk-Klp7

飯縄上樽aテフラ In-Kta
東

（約223km）
飯縄山 × 現在は活動停止期が継続 0㎝以上＊5 ？

御岳第1テフラ On-Pm1
東北東

（約280km）
御嶽山 × 山頂付近における小規模の噴火活動が継続 10㎝〜0㎝＊2 6

谷口テフラ Tng
東

（約254km）
飛騨山脈
（爺ヶ岳）

× 将来の活動可能性のない火山
30㎝以下＊6 ？

大峰テフラ
(大峰-SK110)

Omn
(Omn-SK110)

10㎝以下＊6 6?

大町Apｍテフラ群 Tky-Ng1
東

（約265km）
飛騨山脈
（樅沢岳）

× 将来の活動可能性のない火山 0㎝以上＊7 6?

恵比須峠福田テフラ Ebs-Fkd
東

（約261km)
飛騨山脈
（穂高岳）

× 将来の活動可能性のない火山
約30㎝＊6 7?

丹生川テフラ
(穂高-Kd39)

Nyg
(Htk-Kd39)

20㎝〜10cm＊6 ？

貝塩上宝テフラ KMT
東

（約275km）
飛騨山脈
（上宝）

× 将来の活動可能性のない火山 0㎝以上*2 6?

玉川R4テフラ Tmg-R4
南

（約412km）
玉川カルデラ × 将来の活動可能性のない火山 0㎝以上＊8 6

八甲田1テフラ
(八甲田国本テフラ，

Ku1）
Hkd1

南
（約491km）

八甲田カルデラ × 現在は後カルデラ火山の活動が継続 0㎝以上*9 ？

大山倉吉テフラ DKP
東北東

（約641km）
大山 × 数km3以下の噴火活動が継続 5㎝～0㎝＊2 6

阿蘇3テフラ Aso-3 東北東
（約943km）

阿蘇カルデラ × 現在は後カルデラ火山の活動が継続
0㎝以上＊2 7

阿蘇4テフラ Aso-4 15㎝以下＊2 7

姶良Tnテフラ AT
東北東

（約1045km）
姶良カルデラ ×

現在は後カルデラ火山の活動が継続
20㎝〜10㎝＊2 7

鬼界アカホヤテフラ K-Ah 北東
（約1126km）

鬼界カルデラ × 現在は後カルデラ火山の活動が継続
20㎝〜0㎝＊2 7

鬼界葛原テフラ K-Kz 5㎝〜2㎝＊2 7

噴出源
不明

涸沼川テフラ － － － － － (再堆積)*1,10 ―

試験研究炉の運用期間中の同規模噴火の可能性あり。

試験研究炉の運用期間中の同規模噴火の可能性が十分に小さい。

※噴火規模(VEI)の定義は町田・新井(2011)(53)に基づく

*1：山元(2013a) (11)，*2：町田・新井(2011) (53)，*3：山元(2012) (9)，*4：大石(2009) ，*5：鈴木（2001）
*6：Tamura et al(2008) ，*7：鈴木・早川(1990) ，*8：鈴木・中山(2007) *9：鈴木他(2001)
*10：山元(2013b) (46)

第 8.4.1 表(2) 降下火砕物の文献調査結果 

(80) (81)

(82) (83) (66) (84)
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設定噴火規模 パラメータ 単位 設定値 設定根拠等

赤城鹿沼テフラ

(Ag-KP)

噴出量(見かけ体積量) ㎞3 5
山元(2016)(32)及び山元(2013a)(11)に基づき設定

(見かけ体積量に降下火砕物の密度800kg/m3を乗じた4.0×1012kgを設定)

噴煙柱高度 km 25 同程度の規模の噴火(VEI5)の一般値(Newhall and Self(1982) による)に基づいて設定

噴煙柱分割高さ m 100 萬年(2013) より設定

粒

径

最大
㎜

(Φ)

1,024

(-10)
Tephra2のconfigfileに示された珪長質噴火の一般値

最小
㎜

(Φ)

1/1,024

(10)
Tephra2のconfigfileに示された珪長質噴火の一般値

中央
㎜

(Φ)

1/2

(1.0)
Tephra2のconfigfileに示される他の噴火事例に基づいて設定(エトナ1998年噴火の例を参照)

標準偏差
㎜

(Φ)

1/3

(1.5)
Tephra2のconfigfileに示される他の噴火事例に基づいて設定(エトナ1998年噴火の例を参照)

粒子密度 t/m3 1.0

噴出物を構成する粒子が全て軽石と想定

なお，山元(2013a)(11)において赤城鹿沼テフラは発泡の良い軽石火山礫からなるとされており，

地質調査においても軽石主体であることが確認されている。

見かけの渦拡散係数 m2/s 0.04 萬年(2013) より設定

拡散係数 m2/s 10,000 萬年(2013) より設定

Fall Time Threshold s 3,600 萬年(2013) より設定

Plume Ratio - 0.1 Tephra2のconfigfileに示された事例に基づく一般値

噴

出

源

X(東距) m 338,296

「日本の火山(第3版)」(中野他(2013)(1))より設定Y(北距) m 4,047,614

標高 m 1,828

第 8.4.2 表 降下火砕物シミュレーションの主な解析条件 

(86)

(86)

(86)

(85)

(86)
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第 8.2.1 図 地理的領域内の第四紀火山 
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第 8.3.1 図 地理的領域内の火山地質図 
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約17km

伴・高岡(1995)（13）に基づき作成

那須岳

第 8.3.2 図(1) 火砕物密度流の到達可能性範囲（那須岳） 
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男体 女峰火山群

佐々木(1994)（18）, 山崎(1958)（87）に基づき作成

約18km

第 8.3.2 図(2) 火砕物密度流の到達可能性範囲（男体・女峰火山群） 
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赤城山

高橋他(2012)（28）に基づき作成

約24㎞

 第 8.3.2 図(3) 火砕物密度流の到達可能性範囲（赤城山） 
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燧ケ岳

早川他(1997）（35）に基づき作成

約6㎞

 第 8.3.2 図(4) 火砕物密度流の到達可能性範囲（燧ヶ岳） 
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子持山

飯塚(1996)（49）に基づき作成

約6㎞

 第 8.3.2 図(5) 火砕物密度流の到達可能性範囲（子持山） 
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安達太良山

山元・阪口(2000)（37）に基づき作成

約16㎞

 
第 8.3.2 図(6) 火砕物密度流の到達可能性範囲（安達太良山） 
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磐梯山

山元(2011) , 山元・須藤(1996) , 小荒井他(1995) に基づき作成
※葉山1火砕流は過去最大規模の噴火ではないが、到達距離としては最大であるため併記した

約10㎞

 
第 8.3.2 図(7) 火砕物密度流の到達可能性範囲（磐梯山） 

(89) (90)(88)
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榛名山

大森編(1986)（23）, 早田(1989) に基づき作成
※榛名二ッ岳-渋川火砕流堆積物（火砕サージを含む）は過去最大規模の噴火ではないが、
到達距離としては最大であるため併記した

約23㎞

 第 8.3.2 図(8) 火砕物密度流の到達可能性範囲（榛名山） 

(91)
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笹森山

山元(2015)（52）に基づき作成

約13㎞

 
第 8.3.2 図(9) 火砕物密度流の到達可能性範囲（笹森山） 
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沼沢

山元(2003)（48）, 山元・長谷部(2014) に基づき作成

約17㎞

 
第 8.3.2 図(10) 火砕物密度流の到達可能性範囲（沼沢） 
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大洗研究所

町田・新井(2011）（53）に基づき作成

噴出源火山
等層厚線

Nt-S ：男体七本桜テフラ

Nt-I ：男体今市テフラ

Ag-KP  ：赤城鹿沼テフラ

Hr-HP ：榛名八崎テフラ

Ag-Nm2 ：赤城行川2テフラ

Ag-Mz1 ：赤城水沼１テフラ

第 8.4.1 図 敷地周辺の主な降下火砕物の分布 
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●：地質調査で確認された層厚
●：山元(2013a)(11)にプロットされた層厚
●：茨城自然博物館による露頭調査で確認された層厚

（茨城県自然博物館（2001）
、茨城県自然博物館（2007） ）

40

38

36

34

35
50

大洗研究所

赤城鹿沼テフラの等層厚線図（山元（2013a）（１１））

10km

数値：赤城鹿沼テフラの厚さ(cm)

25

45

大洗研究所 院地図」（国土地理院） （http://maps.gsi.go.jp）をもとに作成

第 8.4.2 図 敷地周辺の赤城鹿沼テフラの層厚分布 

(75)

(76)
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JMTR B孔柱状図

重鉱物組成※ 斜方輝石の
屈折率

角閃石の
屈折率

軽石
（JMTR B孔）

Ho,Opx 1.706-1.711 1.670-1.680

Ag-KP
（町田・新井
（2011）（５３））

Ho,Opx,(Cpx) 1.707-1.710 1.671-1.678

テフラ分析結果

Ho：普通角閃石
Opx：斜方輝石
Cpx：単斜輝石
※含有量が多いものから順に記載
( ）内は含有量が僅少なもの

敷地内ボーリング調査結果

地点
堆積
厚さ
（ｃｍ）

粒径
(mm）

常陽 A孔 30 φ2

JMTR A孔 25 φ2～5

JMTR B孔 30 φ2～5

敷地内の露頭

地表から約95cmの深度にAg-KPが認められ、上面は凹凸を
示すが，基底面は比較的水平で平滑な状態で堆積している。

露頭

平均最大粒径約3.2mm
（上位10個の平均）

層厚：30～35cm

Ag-KP

＜赤城鹿沼テフラの堆積厚さ、粒径＞

第 8.4.3 図(1) 敷地内の赤城鹿沼テフラの層厚 
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第 8.4.3 図(2) 敷地内の赤城鹿沼テフラの層厚 
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古期成層火山
：苦鉄質な成層火山の形成・成長

岩屑なだれ堆積物
(流れ山)

古期成層火山⇒新期成層火山 火山体形成期
：安山岩質マグマの活動+山体崩壊

軽石噴火期
：爆発的噴火

降下軽石堆積物及び
火砕流堆積物

苦鉄質溶岩流・火砕物 安山岩質溶岩流

軽石噴火期⇒後カルデラ期
：山頂小カルデラの形成・流紋岩質マグマの活動

流紋岩質溶岩ドーム

活動期整理表は山元(2016)(32)，高橋他(2012)(28) ，発達モデル図は守屋(1979) に基づき作成

活動期 古期成層火山 －

新期成層火山

火山体形成期
軽石噴火期

(山頂カルデラの形成)
後カルデラ期

(中央火口丘形成期)

活動期間 50万年前～22万年前 22万年前 22万年前～15万年前 15万年前～4.4万年前
4.4万年前以降
(溶岩ドームはATに覆われる)

マグマ噴出量
約46 DRE km3
(第四紀火山カタログ委員会編
(1999) 55)を引用し算出)

－ 20 DRE km3
約8 DRE km3
(カルデラ形成時期(約6万年前の大胡軽石流
噴火)を挟んでマグマ噴出率が急増)

2.5 DRE km3

山体形成様式 成層火山の形成・成長 山体崩壊 成層火山体の再生
火山麓扇状地の拡大，
山頂カルデラの形成

中央火口丘の形成

主な噴火様式 溶岩・火砕物の噴出
(水蒸気
噴火に
起因)

溶岩・火砕物の噴出
プリニー式噴火
(降下軽石，火砕流)

溶岩・火砕物の噴出

主な噴出物
荒山溶岩，
利平茶屋溶岩，
沼尾川溶岩 等

梨木岩屑
なだれ

下田沢泥流，
花見ヶ原下火砕流，
桝形山溶岩 等

大胡軽石流・赤城水沼1降下軽石，
棚下軽石流・赤城水沼8降下軽石
等

赤城鹿沼テフラ
1251年噴火噴出物(？)
小沼溶岩，
小沼(降下)火山礫 等

マグマ組成 玄武岩～デイサイト －
安山岩，
一部デイサイト

安山岩～デイサイト デイサイト～流紋岩

赤城山の火山発達史の概念図

第 8.4.4 図(1) 赤城山の火山発達史の整理 
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山元(2014b) )(31)に加筆

山元(2016) (32)に加筆

赤城鹿沼テフラ
(約4.4万年前)

山元(2016)(32)に加筆

赤城鹿沼テフラ

第 8.4.4 図(2) 赤城山の活動履歴 
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月 時
堆積厚さ
（cm）

1月 9 時 0.3
2月 9 時 0.6
3月 9 時 0.2
4月 9 時 0.1
5月 9 時 0.1
6月 9 時 0.3
7月 9 時 8.4
8月 9 時 3.3
9月 9 時 0.0
10月 9 時 0.0
11月 9 時 0.0
12月 9 時 0.1

堆積厚さ:8.4㎝

文献の等層厚線
山元（2013a）(11)

：大洗研究所

▲ ：噴出源火山(Ag：赤城山）

第 8.4.5 図(1) 月別平年解析結果（9 時） 
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月 時
堆積厚さ
（cm）

1月 21 時 0.2
2月 21 時 0.5
3月 21 時 0.2
4月 21 時 0.2
5月 21 時 0.1
6月 21 時 0.6
7月 21 時 11.3
8月 21 時 3.9
9月 21 時 0.0
10月 21 時 0.0
11月 21 時 0.0
12月 21 時 0.1

堆積厚さ:11.3㎝

文献の等層厚線
山元（2013a）(11)

：大洗研究所

▲ ：噴出源火山(Ag：赤城山）

第 8.4.5 図(2) 月別平年解析結果（21 時） 
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◇噴煙柱高度:20㎞ ◇噴煙柱高度:30㎞

堆積厚さ:11.3㎝

堆積厚さ:9.1㎝ 堆積厚さ:11.1㎝

7月(21時)の平年値の風(1981年～2010年)

■噴煙柱高度25km

-５㎞ +５㎞

基本ケース

文献の等層厚線
山元（2013a）(11)

：大洗研究所

▲ ：噴出源火山(Ag：赤城山）

第 8.4.6 図(1) 不確かさの検討結果（噴煙性高度） 
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■７月(21時)の平年値の風

風速
[小]

風速
[大]

◇平均値に対して+1σの風速堆積厚さ:11.3㎝

堆積厚さ:21.3㎝

0

5

10

15

20
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35

40

0 20 40 60 80 100

ポ
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ン
シ
ャ
ル
高
度
（

K
m
）

風速（m/s）

定時観測：1973-2014_7月

平均値

平年値（気象庁：1981-2010  21時）

風速-1σ

風速 1σ

堆積厚さ:2.8㎝

◇平均値に対して-1σの風速

基本ケース

文献の等層厚線
山元（2013a）(11)

：大洗研究所

▲ ：噴出源火山(Ag：赤城山）

第 8.4.6 図(2) 不確かさの検討結果（風速） 
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0
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度
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m
）

風速（m/s）

定時観測データ 7月（1973年～2014年）

敷地方向の風：判断対象高度2～18km

平均風速：7月

平年値（気象庁：７月21時）

仮想風

0

5

10

15

20
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40

0 90 180 270 360
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テ
ン
シ
ャ
ル
高
度
（ｋ
ｍ
）

風向（°）

定時観測データ 7月（1973年～2014年）

敷地方向の風：判断対象高度2～18km

平均風向：7月

平年値（気象庁：７月21時）

仮想風

敷地方向

◇敷地方向の風

堆積厚さ:11.3㎝ 堆積厚さ:15㎝

敷地方向の風

■7月(21時)の平年値の風

基本ケース

文献の等層厚線
山元（2013a）(11)

：大洗研究所

▲ ：噴出源火山(Ag：赤城山）

第 8.4.6 図(3) 不確かさの検討結果（風向） 
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最小 最大

湿潤密度 0.9g/cm3 1.1g/cm3

乾燥密度 0.3g/cm3 0.5g/cm3

【地質調査】

試料採取位置図

ボーリング柱状図

T-①

Ag-KP

※数字は地表
からの深度（m）

腐植土

人工土

砂丘砂

風化火山灰

T-①

300m

東海第二発電所

大洗研究所

笠間地区

東海第二発電所

富田他(1994)(25)に加筆

第 8.4.7 図 敷地周辺の赤城鹿沼テフラの密度 
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大洗研究所

那珂川

大洗研究所

DEM（10mメッシュ，国土地理院）

凡例

施設に影響を及ぼし得る火山

火山性土石流堆積物（粟河軽石）
の分布範囲

この地図の作成に当たっては，国土地

理院長の承認を得て，同院発行の20万分

1地勢図，2万5千分の1地形図，数値地図

200000（地図画像），数値地図25000

（地図画像），数値地図50mメッシュ

（標高），数値地図 国土基本情報）基

盤地図情報（数値標高モデル）及び基盤

地図情報を使用した。

（承認番号 平28情使，第129号）

粟河軽石の分布は，
坂本・宇野沢(1976)
に基づき作成

第 8.4.8 図 敷地周辺の地形及び火山灰土石流堆積物の分布状況 

(78)




